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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．当社の連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）第93条に基づき、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準（米国会計基準）に準拠して作成し

ているため、本表では「経常利益」に替え、連結損益計算書上の「継続事業税引前当期純利益」を記載して

いる。 

３．純資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率は米国会計基準に基づき計算している。 

４．各年度の期末発行済普通株式数により計算している。 

５．各年度の平均発行済普通株式数により計算している。 

６．第134期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純利益に比して希薄化していないた

め、１株当たり当期純利益と同額を記載している。 

７．第134期の期末臨時従業員数は従業員数の10％未満であるため記載を省略している。 

８．米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」の規定に従い、第138期に

非継続となった事業に関し、第134期から第137期までの数値を組替えて表示している。 

回次 第 134 期 第 135 期 第 136 期 第 137 期 第 138 期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円）（注）１．８. 1,027,290 1,127,300 1,356,071 1,612,140 1,893,343 

継続事業税引前当期純利益 

（百万円）（注）２．８. 
9,853 22,503 91,869 155,779 236,491 

当期純利益（百万円） 3,009 26,963 59,010 114,290 164,638 

純資産額（百万円）（注）３． 395,366 425,507 477,144 622,997 776,717 

総資産額（百万円） 1,306,354 1,348,645 1,449,068 1,652,125 1,843,982 

１株当たり純資産額（円） 

（注）３．４． 
398.34 428.73 481.27 626.98 781.57 

１株当たり当期純利益（円） 

（注）５． 
3.09 27.17 59.51 115.13 165.70 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円）（注）６． 
3.09 27.16 59.47 114.93 165.40 

自己資本比率（％）（注）３． 30.3 31.6 32.9 37.7 42.1 

自己資本利益率（％） 0.8 6.6 13.1 20.8 23.5 

株価収益率（倍） 141.1 24.3 13.5 19.5 15.0 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
48,257 117,290 121,369 136,107 162,124 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△ 36,018 △ 40,931 △ 37,731 △ 81,792 △ 99,620 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
18,846 △ 78,971 △ 57,835 △ 83,460 △ 41,389 

現金及び現金同等物期末残高 

（百万円） 
76,152 71,406 97,510 69,997 92,199 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

（注）７． 

30,666 

(－) 

31,635 

(2,935) 

33,008 

(5,015) 

34,597 

(6,978) 

33,863 

(7,806) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．第134期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載していない。 

３．第134期の期末臨時従業員数は従業員数の10％未満であるため記載を省略している。 

４．純資産額の算定に当たり、第138期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。 

回次 第 134 期 第 135 期 第 136 期 第 137 期 第 138 期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円）（注）１． 376,912 418,686 523,592 627,319 758,529 

経常利益（百万円） 12,634 19,942 33,417 60,662 98,149 

当期純利益（百万円） 3,486 10,588 17,042 32,635 82,843 

資本金（百万円） 70,120 70,120 70,120 70,120 70,120 

発行済株式総数（千株） 998,744 998,744 998,744 998,744 998,744 

純資産額（百万円）（注）４． 444,344 462,185 473,675 511,222 576,139 

総資産額（百万円） 718,869 755,988 777,297 859,957 974,858 

１株当たり純資産額（円） 

（注）４． 
447.61 465.51 477.50 514.14 578.74 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額（円）) 

6.0 

(3.0) 

7.0 

(3.0) 

11.0 

(5.0) 

18.0 

(8.0) 

31.0 

(13.0) 

１株当たり当期純利益（円） 3.50 10.50 16.91 32.53 83.34 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円）（注）２． 
－ 10.46 16.84 32.36 83.07 

自己資本比率（％）（注）４． 61.8 61.1 60.9 59.4 59.0 

自己資本利益率（％）（注）４． 0.8 2.3 3.6 6.6 15.2 

株価収益率（倍） 124.4 62.9 47.7 69.0 29.8 

配当性向（％） 167.4 65.6 64.0 55.3 37.2 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

（注）３． 

5,867 

(－) 

5,520 

(509) 

5,666 

(1,418) 

5,979 

(2,191) 

6,231 

(2,399) 



２【沿革】 

 （注） 上記記載において、主体者が明記されていないものは、提出会社が実施した事項である。 

大正10年５月 竹内鉱業㈱より小松鉄工所を分離独立、石川県小松町（現、小松市）に㈱小松製作所設立 

大正11年４月 竹内鉱業㈱より小松電気製鋼所を譲受 

昭和３年４月 小松工場に新機械工場を建設 

昭和13年５月 粟津工場を新設 

昭和24年５月 東京、大阪の両証券取引所に株式を上場 

昭和27年10月 大阪工場を新設 

昭和27年12月 池貝自動車製造㈱を吸収合併し川崎工場とする 

中越電化工業㈱を吸収合併し氷見工場とする 

昭和37年12月 小山工場を新設 

昭和48年４月 氷見新工場を建設 

昭和60年４月 メカトロニクス、新素材開発等の先端的高度技術研究のための研究所を新設 

昭和63年９月 米国ドレッサー社と合弁でコマツドレッサーカンパニー（その後、米州コマツカンパニーに社名変

更し、コマツアメリカ㈱に事業統合された）を設立 

平成６年６月 コマツ産機㈱、コマツ工機㈱を設立し、産業機械に関する営業の一部を譲渡 

平成９年７月 コマツキャステックス㈱を設立し、同年10月、鋳造事業に関する営業を譲渡 

平成18年10月 コマツ電子金属㈱（現、ＳＵＭＣＯ ＴＥＣＨＸＩＶ㈱）の発行済株式の過半を㈱ＳＵＭＣＯに譲

渡 

平成19年１月 茨城工場、金沢工場を新設 

平成19年４月 小松ゼノア㈱（現、コマツユーティリティ㈱）が同社の農林機器事業をハスクバーナ・ジャパン㈱

に譲渡 

平成19年４月 小松ゼノア㈱の油圧機器事業を吸収分割により承継 

平成19年４月 小松フォークリフト㈱が小松ゼノア㈱を吸収合併（コマツユーティリティ㈱に商号変更） 



３【事業の内容】 

 当社の連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第93

条に基づき、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して作成しており、当該連結財務諸表をもと

に、関係会社については米国会計基準の定義に基づいて開示している。「第２ 事業の状況」及び「第３ 設備の状

況」においても同様である。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は「建設・鉱山機械」、「産業機械・車両他」、「エレクトロニクス」

の３部門にわたって、製品の研究開発、生産、販売、サービスに至る幅広い事業活動を国内並びに海外で展開してい

る。 

 当社グループは、当社及び連結子会社146社、持分法適用会社42社より構成されている。 

 主な事業内容と主な関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであり、主な事業内容と事業の種類別セグメ

ント情報における事業区分は一致している。 

 （注） 主要会社の会社数は提出会社及び連結子会社数である。 

事業区分及び主要製品・事業内容 主要会社 

建設・鉱山機械事業 

掘削機械 油圧ショベル、ミニショベル、バ

ックホーローダー 

当社、小松ゼノア㈱、コマツ東京㈱他販売会社12社、コマツレ

ンタル㈱、コマツクイック㈱、コマツキャステックス㈱、コマ

ツアメリカ㈱、コマツフィナンシャルパートナーシップ、コマ

ツラテンアメリカ㈱、コマツブラジル㈲、コマツカミンズチリ

㈲、欧州コマツ㈱、コマツマイニングジャーマニー㈲、英国コ

マツ㈱、コマツハノマーグ㈲、コマツユーティリティヨーロッ

パ㈱、コマツイタリア㈱、コマツフランス㈱、コマツドイツ

㈱、コマツフォレスト㈱、コマツ南部アフリカ㈱、コマツアジ

ア㈲、コマツインドネシア㈱、バンコックコマツ㈱、小松山推

建機公司、小松（常州）建機公司、小松（中国）投資有限公

司、コマツオーストラリア㈱他子会社65社 

（会社総数103社） 

積込機械 ホイールローダー、ミニホイール

ローダー、スキッドステアローダ

ー 

整地・路盤用機械 ブルドーザー、モーターグレーダ

ー、振動ローラー 

運搬機械 ダンプトラック、アーティキュレ

ートダンプトラック、クローラキ

ャリア 

林業機械 ハーベスター、フォワーダー、フ

ェラーバンチャー 

地下建設機械 シールドマシン、トンネルボーリ

ングマシン、小口径管推進機（ア

イアンモール） 

資源リサイクル機械 自走式破砕機（ガラパゴス）、自

走式土質改良機（リテラ）、自走

式木材破砕機（リフォレ） 

その他機械 鉄道メンテナンス機械 

エンジン、機器 ディーゼルエンジン、ディーゼル

発電機、油圧機器 

鋳造品 鋳鋼・鋳鉄品 

産業機械・車両他事業 

鍛圧機械 大型プレス、サーボプレス、中・

小型プレス、鍛造プレス 

当社、小松ゼノア㈱、コマツ産機㈱、コマツ工機㈱、小松フォ

ークリフト㈱、コマツ物流㈱他子会社37社 

（会社総数43社） 

板金機械、工作機械 プレスブレーキ、シヤー、レーザ

ー加工機、プラズマ加工機、クラ

ンクシャフトミラー 

産業車両、物流関連 フォークリフト、梱包・運送 

防衛関連 弾薬、装甲車 

その他 事業用プレハブハウス 

エレクトロニクス事業 

温度制御機器 サーモモジュール、半導体製造用

温度制御機器 

当社、小松エレクトロニクス㈱他子会社１社 

（会社総数３社） 



 以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりである。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容 
議決権に
対する所
有割合 

関係内容 

（連結子会社）   百万円   ％   

コマツ北海道㈱ 
北海道 

石狩市 
487 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ青森㈱ 
青森県 

青森市 
30 建設・鉱山機械 98.1 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ新潟㈱ 
新潟県 

新潟市 
80 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ東京㈱ 
神奈川県 

相模原市 
950 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ東海㈱ 
静岡県 

静岡市 
50 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ岐阜㈱ 
岐阜県 

各務原市 
300 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ近畿㈱ 
大阪府 

豊中市 
1,700 建設・鉱山機械 100.0 

近畿地区販売会社への卸売販売、受

託業務等をしている。 

コマツ兵庫㈱ 
兵庫県 

姫路市 
613 建設・鉱山機械 90.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ中国㈱ 
広島県 

広島市 
984 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ西日本㈱ 
福岡県 

久留米市 
200 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

小松ゼノア㈱ ＊９ 
埼玉県 

川越市 
5,099 

建設・鉱山機械 

産業機械・車両他 
100.0 

農林業機器、建設機械及び油圧機器

等の製造、販売等をしている。 

製品の一部を当社に納入している。 

コマツキャステックス㈱ 
富山県 

氷見市 
4,979 建設・鉱山機械 100.0 

鋳鋼品、鋳鉄品その他各種素材の製

造、販売をしている。 

製品の一部を当社に納入している。 

コマツクイック㈱ 
神奈川県 

横浜市 
290 建設・鉱山機械 

(4.8) 

100.0 

中古建設機械等の仕入、販売をして

いる。 

役員の兼任等…有 

コマツレンタル㈱ 
神奈川県 

横浜市 
1,000 建設・鉱山機械 100.0 

建設機械のレンタル等をしている。 

役員の兼任等…有 

コマツディーゼル㈱ 
東京都 

港区 
50 建設・鉱山機械 100.0 

当社エンジン製品の販売等をしてい

る。 

コマツビジネスサポート㈱ 
東京都 

港区 
20 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械にかかる販売金融等を

している。 

コマツキャブテック㈱ 
滋賀県 

蒲生郡 
300 建設・鉱山機械 95.0 

当社建設機械部品の製造・販売等を

している。 

コマツオールパーツサポー

ト㈱ 

東京都 

港区 
30 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械部品、用品の販売をし

ている。 

小松フォークリフト㈱ 

＊１、＊９ 

東京都 

港区 
13,033 産業機械・車両他 100.0 

産業車両及び物流関連機器の製造、

販売等をしている。 

役員の兼任等…有 

コマツ産機㈱ 
石川県 

小松市 
990 産業機械・車両他 100.0 

鍛圧機械並びに板金機械等の製造、

販売、サービスをしている。 

役員の兼任等…有 

コマツ工機㈱ 
石川県 

小松市 
600 産業機械・車両他 100.0 

工作機械及び半導体素材製造装置の

製造、販売、サービスをしている。 

役員の兼任等…有 

コマツ物流㈱ 
神奈川県 

川崎市 
1,080 産業機械・車両他 100.0 

機械並びにその部品等の荷造、梱

包、運輸、倉庫、港運等をしてい

る。 

当社より土地・建物の一部を賃借し

ている。 

コマツハウス㈱ 
東京都 

品川区 
1,436 産業機械・車両他 

(1.9) 

89.3 

事業用プレハブハウスの製造、販売

及び賃貸をしている。 



名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容 
議決権に
対する所
有割合 

関係内容 

    百万円   ％  

コマツゼネラルサービス㈱ 
東京都 

港区 
160 産業機械・車両他 100.0 

資料制作、人材派遣、不動産、建

設、保険代理等の各種サービスをし

ている。 

コマツエンジニアリング㈱ 
石川県 

小松市 
140 産業機械・車両他 100.0 

機械装置等の開発、製造及び設計、

製図の請負等をしている。 

当社より土地・建物の一部を賃借し

ている。 

役員の兼任等…有 

小松エレクトロニクス㈱ 
神奈川県 

平塚市 
390 エレクトロニクス 100.0 

サーモモジュール並びに各種温度制

御機器の製造、販売等をしている。

当社より土地・建物の一部を賃借し

ている。 

コマツアメリカ㈱ 

＊１、＊３、＊４、＊５、

＊６、＊７ 

アメリカ 

ローリングメドウ

ズ 

百万米ドル 

1,027 
建設・鉱山機械 100.0 

当社建設・鉱山機械製品の製造、販

売、出資者としての機能及びグルー

プ金融機能等をしている。 

役員の兼任等…有 

コマツラテンアメリカ㈱ 
アメリカ 

マイアミ 

百万米ドル 

18 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械製品の販売等をしてい

る。 

役員の兼任等…有 

コマツブラジル㈲ 
ブラジル 

スザノ 

百万レアル 

55 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械の製造、販売等をして

いる。 

コマツカミンズチリ㈲ 
チリ 

サンティアゴ 

百万米ドル 

13 
建設・鉱山機械 

(81.8) 

81.8 

当社建設・鉱山機械製品の販売等を

している。 

コマツファイナンシャルパ

ートナーシップ ＊３ 

アメリカ 

ローリングメドウ

ズ 

― 建設・鉱山機械 
(100.0) 

100.0 

当社建設機械にかかる販売金融等を

している。 

コマツイクイップメント㈱ 

アメリカ 

ソルトレーク 

シティ 

百万米ドル 

1 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械製品の販売等をしてい

る。 

モジュラーマイニングシス

テムズ㈱ 

アメリカ 

ツーソン 

千米ドル 

16 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

大型鉱山機械の運行管理システムの

開発、製造、販売等をしている。 

ヘンズレー・インダストリ

ーズ㈱ 

アメリカ 

ダラス 

千米ドル 

2 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

建設・鉱山機械部品の製造、販売等

をしている。 

欧州コマツ㈱ ＊１ 
ベルギー 

ビルボールド 

百万ユーロ 

45 
建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売及び欧州事業の

統括機能等をしている。 

役員の兼任等…有 

欧州コマツコーディネーシ

ョンセンター㈱ 

ベルギー 

ビルボールド 

千ユーロ 

1,250 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

資金調達及びグループ内金融等をし

ている。 

英国コマツ㈱ 
イギリス 

バートレー 

百万英ポンド 

23 
建設・鉱山機械 

(50.0) 

100.0 

当社建設機械の製造、販売等をして

いる。 

コマツハノマーグ㈲ 
ドイツ 

ハノーバー 

百万ユーロ 

19 
建設・鉱山機械 

(49.3) 

100.0 

当社建設機械の製造、販売等をして

いる。 

コマツマイニングジャーマ

ニー㈲ 

ドイツ 

デュッセルドルフ 

百万ユーロ 

5 
建設・鉱山機械 100.0 

当社鉱山機械等の製造、販売等をし

ている。 

コマツドイツ㈲ 
ドイツ 

ハノーバー 

百万ユーロ 

6 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械及び部品の販売、サー

ビス等をしている。 

コマツフランス㈱ 

フランス 

オーベルジャンヴ

ィ 

百万ユーロ 

5 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械及び部品の販売、サー

ビス等をしている。 

コマツユーティリティヨー

ロッパ㈱ 

イタリア 

エステ 

百万ユーロ 

6 
建設・鉱山機械 

(90.0) 

100.0 

当社建設機械の製造、販売等をして

いる。 

コマツイタリア㈱ 
イタリア 

ノベンタ 

百万ユーロ 

4 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械及び部品の販売、サー

ビス等をしている。 

コマツフォレスト㈱ 
スウェーデン 

ウメオ 

百万スウェーデン

クローナ 

397 

建設・鉱山機械 100.0 

林業機械の製造、販売等をしてい

る。 

役員の兼任等…有 

コマツ南部アフリカ㈱ 
南アフリカ 

アイサンド 

千南アランド 

1 
建設・鉱山機械 80.0 

当社建設・鉱山機械製品の販売、修

理及びサービス等をしている。 

 



名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容 
議決権に
対する所
有割合 

関係内容 

        ％  

コマツアジア㈲ シンガポール 

百万シンガポール

ドル 

28 

建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械製品の販売等をしてい

る。 

役員の兼任等…有 

コマツインドネシア㈱ 

＊１ 

インドネシア 

ジャカルタ 

百万ルピア 

192,780 
建設・鉱山機械 94.9 

当社建設機械製品の製造、販売等を

している。 

役員の兼任等…有 

コマツアンダーキャリッジ

インドネシア㈱ 

インドネシア 

ブカシ 

百万米ドル 

10 
建設・鉱山機械 

(24.8) 

100.0 

当社建設機械部品の製造、販売等を

している。 

コマツマーケティング・サ

ポートインドネシア㈱ 

＊８ 

インドネシア 

ジャカルタ 

百万米ドル 

5 
建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械の販売、サービス等を

している。 

役員の兼任等…有 

バンコックコマツ㈱ 
タイ 

チョンブリー 

百万タイバーツ 

620 
建設・鉱山機械 

(74.8) 

74.8 

当社建設機械製品の製造、販売等を

している。 

コマツオーストラリア㈱ 
オーストラリア 

ノースライド 

百万豪ドル 

21 
建設・鉱山機械 

(40.0) 

60.0 

当社建設・鉱山機械製品の販売、修

理及びサービス等をしている。 

小松（中国）投資有限公司 中国上海 
百万米ドル 

34 
建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械製品の販売等をしてい

る。 

役員の兼任等…有 

小松（常州）建機公司 中国常州 
百万米ドル 

21 
建設・鉱山機械 

(10.0) 

85.0 

当社建設機械製品の製造、販売等を

している。 

役員の兼任等…有 

小松山推建機公司 中国済寧 
百万米ドル 

21 
建設・鉱山機械 

(30.0) 

60.0 

当社建設機械の製造、販売等をして

いる。 

役員の兼任等…有 

米国小松フォークリフト㈱ 
アメリカ 

コビントン 

百万米ドル 

44 
産業機械・車両他 

(100.0) 

100.0 

産業車両の製造・販売等をしてい

る。 

コマツアメリカインダスト

リーズ㈲ ＊４ 

アメリカ 

ウッドデール 
― 産業機械・車両他 

(100.0) 

100.0 

プレスの販売、サービス等をしてい

る。 

コマツファイナンスアメリ

カ㈱ 

アメリカ 

ローリングメドウ

ズ 

百万米ドル 

140 
産業機械・車両他 

(100.0) 

100.0 

資金調達及びグループ内金融等をし

ている。 

コマツシリコンアメリカ㈲ 

＊５ 

アメリカ 

ビーヴァートン 
― エレクトロニクス 

(100.0) 

100.0 

シリコンウェーハの販売等をしてい

る。 

役員の兼任等…有 

その他       87社          



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．＊１：特定子会社に該当する。 

３．＊２：有価証券報告書を提出している。 

４．議決権に対する所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

５．＊３：コマツファイナンシャルパートナーシップは米国デラウェア州法に基づくリミテッド・パートナーシ

ップであり、同社への出資は子会社であるコマツアメリカ㈱を通じて行っている。 

資本金に相当する同社の純資産額は327百万米ドルである。 

６．＊４：コマツアメリカインダストリーズ㈲は米国デラウェア州法に基づくリミテッド・ライアビリティー・

カンパニーであり、同社への出資は子会社であるコマツアメリカ㈱を通じて行っている。 

資本金に相当する同社の純資産額は37百万米ドルである。 

７．＊５：コマツシリコンアメリカ㈲は米国デラウェア州法に基づくリミテッド・ライアビリティー・カンパニ

ーであり、同社への出資は子会社であるコマツアメリカ㈱を通じて行っている。 

資本金に相当する同社の純資産額は36百万米ドルである。 

８．＊６：カミンズコマツエンジンカンパニーは、米国インディアナ州法に基づくジェネラルパートナーシップ

である。当社の同社への出資額累計は２百万米ドルであり、子会社であるコマツアメリカ㈱を通じて行って

いる。 

９．＊７：コマツアメリカ㈱については、売上高（連結会社間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が100分の10を超えている。 

10．＊８：コマツマーケティング・サポートインドネシア㈱は、平成18年度に連結子会社となった。 

11．＊９：小松フォークリフト㈱は平成19年４月に小松ゼノア㈱を吸収合併し、コマツユーティリティ㈱に社名

を変更した。 

名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容 
議決権に
対する所
有割合 

関係内容 

（持分法適用関連会社）   百万円   ％  

コマツ山形㈱ 
山形県 

山形市 
45 建設・鉱山機械 33.3 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ埼玉㈱ 
埼玉県 

北本市 
635 建設・鉱山機械 40.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

コマツ茨城㈱ 
茨城県 

水戸市 
74 建設・鉱山機械 25.0 

当社建設機械の販売、修理及びサー

ビス等をしている。 

讃岐リース㈱ 
香川県 

高松市 
765 建設・鉱山機械 

(1.0) 

35.0 
建設機械のレンタル等をしている。 

コマツカミンズエンジン㈱ 
栃木県 

小山市 
1,400 建設・鉱山機械 50.0 

ディーゼルエンジンの製造、販売等

をしている。 

㈱アイ・ピー・エー 
栃木県 

小山市 
500 建設・鉱山機械 50.0 

当社ディーゼルエンジンの研究、開

発、設計、保守等をしている。 

クオリカ㈱ 
東京都 

江東区 
1,234 産業機械・車両他 20.0 

コンピュータ用ソフトウェア開発受

託、販売、各種コンピュータ事務機

器販売等をしている。 

商品の一部を当社に納入している。 

㈱日平トヤマ ＊２ 
東京都 

品川区 
6,014 産業機械・車両他 30.6 

工作機械、産業機械等の製造、販売

等をしている。 

ギガフォトン㈱ 
栃木県 

小山市 
5,000 エレクトロニクス 50.0 

半導体製造装置用コンポーネントの

製造及び販売等をしている。 

当社より土地・建物の一部を賃借し

ている。役員の兼任等…有 

エルアンドティーコマツ㈱ 
インド 

バンガロール 

百万インドルピー 

1,200 
建設・鉱山機械 

(50.0) 

50.0 

当社建設機械の製造、販売等をして

いる。 

カミンズコマツエンジンカ

ンパニー ＊６ 

アメリカ 

セイモア 
― 建設・鉱山機械 

(50.0) 

50.0 

ディーゼルエンジンの製造、販売等

をしている。 

その他      28社          

  主要な損益情報等 

  売上高 
税引前当期純利
益 

当期純利益 純資産額 総資産額 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

コマツアメリカ㈱ 368,476 41,467 31,923 187,506 404,166 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。また、臨時従業員数は、当連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してい

る。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

３．エレクトロニクスセグメントの従業員数が当連結会計期間において2,651人減少しているが、その主な理由

はコマツ電子金属㈱（現ＳＵＭＣＯ ＴＥＣＨＸＩＶ㈱）及びその子会社が、当社の連結対象から除外され

たことによるものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。また、臨時従業員数は、当期の平均人員を（ ）外数で記載している。 

２．平均年間給与（税込）は基準外賃金及び賞与を含む。 

(3）労働組合の状況 

 当社には「小松製作所労働組合」があり、組合員数は約6,000名で全国に５支部がある。「全コマツ労働組合連

合会」及び上部団体の産業別労働組合「ＪＡＭ」に加盟している。 

 また、国内の連結子会社のうち21社には各々「全コマツ労働組合連合会」に加盟している労働組合があり、組合

員数は約5,000名である。 

 なお、労使関係は極めて安定している。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

建設・鉱山機械 26,790（5,810） 

産業機械・車両他 6,441（1,787） 

エレクトロニクス 181（  154） 

全社（共通） 451（   55） 

合計 33,863（7,806） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

6,231 (2,399） 41.0 19.4 8,215,661 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の売上高は１兆8,933億円（前連結会計年度比17.4％増）、営業利益（＊１）は2,447億円（前連

結会計年度比49.8％増）、継続事業当期純利益に非継続事業当期純利益（＊２）を加えた当期純利益は1,646億円

（前連結会計年度比44.1％増）となった。 

＊１ 営業利益は、当連結会計年度より米国会計基準上の営業利益を表示している。また、比較障害をなくすため

前連結会計年度比増減率については、前連結会計年度数値を同基準上の営業利益に組替えて算出している。 

＊２ 当社が保有していたコマツ電子金属㈱（現ＳＵＭＣＯ ＴＥＣＨＸＩＶ㈱）の株式61.9％のうち51.0％を平

成18年10月18日に㈱ＳＵＭＣＯに譲渡したことに伴い、コマツ電子金属㈱及び同社の子会社は、当社の連結範

囲から除外された。 

 また、小松ゼノア㈱の農林機器事業をスウェーデンのハスクバーナ社（Ｈｕｓｑｖａｒｎａ ＡＢ）の日本

子会社に譲渡することで、平成19年１月30日に正式契約を締結したことに伴い、小松ゼノア㈱の農林機器事業

及び同社の農林機器事業に係る子会社については、当社の連結範囲から除外されることとなる。（平成19年４

月２日譲渡）。 

 コマツ電子金属株式の譲渡に係る損益並びに同社及び同社の子会社の損益、また小松ゼノア㈱の農林機器事

業及び同社の農林機器事業に係る子会社の損益は、米国財務会計基準審議会基準書（以下「財務基準書」とい

う）第144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」の規定に従い、税引後の金額を連結損益計算書に非継

続事業当期純利益として表示している。 

 事業セグメント別の業績は、次のとおりである。なお、文中のセグメント利益は、売上高から売上原価、販売費

及び一般管理費を控除して計算している。 

① 建設・鉱山機械事業セグメント 

 建設・鉱山機械事業セグメントでは、売上高は１兆5,879億円（前連結会計年度比21.0％増）、セグメント利

益は2,206億円（前連結会計年度比54.4％増）となった。 

 当連結会計年度は、世界的な市場拡大が続く中、サプライヤーとの協力のもと生産能力を増強し、販売代理店

とともに日米欧での新たな排出ガス規制に対応したモデルチェンジ車の市場導入及び「グレーター・アジア」を

中心とした販売・サービス体制の強化などに努めた結果、売上高は前連結会計年度を上回った。 

 生産面では、エンジン・油圧機器など主要コンポーネントの生産能力の増強を積極的に実施した。また、平成

19年１月、茨城県ひたちなか市に茨城工場を新設し、大型ダンプトラック及び大型ホイールローダーの生産能力

を増強した。成長著しいインドにおいても、コマツインディア㈲を設立し、鉱山分野で今後更に需要の拡大が見

込まれる大型ダンプトラックの生産を開始した。 

 日本では、公共投資は低調に推移したが、民間設備投資が増加し、また堅調な中古車輸出により国内のストッ

ク調整が進み、レンタル向けを中心に需要が伸長した。 

 新たな排出ガス規制に対応した新車販売の拡大と販売価格の改善に加え、中古車販売の増加もあり、売上げは

前連結会計年度を上回り、2,825億円（前連結会計年度比2.8％増）となった。また、平成18年10月、国内レンタ

ル会社10社の統合を行うなど、経営効率の更なる改善に取り組んだ。 

 北米では、米国における住宅着工減速の影響を受け、特に小型建設機械の需要が減少したが、非住宅関連の建

設工事、道路関連工事及び資源開発向けの需要は引き続き堅調だった。中南米においても、鉱山機械を中心に需

要が伸長した。このような環境のもと、北米で第３次排出ガス規制対応車の販売拡大を進めるとともに、販売価

格の改善に取り組んだ。また、両地域で鉱山向けの販売・プロダクトサポート体制の強化に努めた。これらの結

果、北米、中南米ともに売上げは前連結会計年度を上回り、4,801億円（前連結会計年度比14.0％増）となっ

た。 

 欧州では、最大市場であるドイツとともに、東欧諸国での需要が増加し、引き続き市場は拡大した。これに加

えて、機能を強化した大型ホイールローダーをはじめとする第３次排出ガス規制対応車の販売拡大や生産の効率

化、東欧における代理店網の強化に取り組み、欧州の売上げは前連結会計年度を上回った。CISでは資源関連及

び都市部におけるインフラ整備の需要が好調であり、売上げを伸ばした。これらの結果、欧州・CISの売上げは

3,118億円（前連結会計年度比39.0％増）となった。 

 中国では、第11次５カ年計画に基づく地域振興策及び都市化の進展に伴う土木建設工事の増加に加え、鉱山経

営の効率化及び新規鉱山の開発などにより、中国市場は当連結会計年度も高い成長を維持した。IT（情報通信技

術）を活用して得られる商談情報や機械稼働情報などをベースに、生産・販売活動の効率化に努めるとともに、

大型ダンプトラックを中心に鉱山機械の販売を伸ばし、売上げは前連結会計年度を大幅に上回り、1,083億円

（前連結会計年度比59.1％増）となった。 

 アジア・オセアニアでは、オセアニア市場が鉱山機械を中心に好調を維持したことに加え、東南アジアの最大

市場であるインドネシアにおいて土木建設・農業・林業向けに需要が回復した結果、アジア・オセアニアの売上



げは前連結会計年度を上回り、2,298億円（前連結会計年度比17.4％増）となった。 

 中近東・アフリカでは、サウジアラビアなどの産油国やトルコにおけるインフラ整備の増加、アフリカ諸国で

の鉱山開発の活況などにより、需要は引き続き伸長した。このような環境のもと、積極的な販売活動とプロダク

トサポート体制の整備・強化に努め、中近東・アフリカの売上げは前連結会計年度を大幅に上回り、1,548億円

（前連結会計年度比44.5％増）となった。 

 なお、建設・鉱山機械事業全体の生産規模は、前連結会計年度比22.4％増加し、約１兆6,483億円（販売価格

ベース、連結ベース）であった。 

② 産業機械・車両他事業セグメント 

 産業機械・車両他事業セグメントでは、売上高は3,972億円（前連結会計年度比9.8％増）、セグメント利益は

295億円（前連結会計年度比31.5％増）となった。 

 小松フォークリフト㈱やコマツ産機㈱など、主要子会社の売上げが好調であった。 

 小松フォークリフト㈱は、中近東やアジアなど海外市場において販売を拡大するとともに、バッテリー式フォ

ークリフトのフルモデルチェンジを実施し、売上げを伸ばした。当社は、平成18年８月、ドイツのリンデ社 

（Ｌｉｎｄｅ ＡＧ）より小松フォークリフト株式35.0％を買い取り、小松フォークリフト㈱を当社の100％子会

社とした。 

 産業機械事業では、コマツ産機㈱の板金・鍛圧機械の販売が好調だった。大型プレス機械については、ACサー

ボ技術を取り入れた商品の受注が増加しており、平成19年１月に石川県金沢市に金沢工場を新設し、生産能力増

強に取り組んだ。また、当社は、自動車エンジン加工用トランスファーマシンや各種研削盤などの分野で高い市

場シェアを有する㈱日平トヤマの株式29.3％を取得し、板金・鍛圧機械、工作機械の分野において同社との提携

関係を構築している。 

 一方、小松ゼノア㈱の農林機器事業については、スウェーデンのハスクバーナ社の日本子会社に譲渡すること

で正式契約を締結し、平成19年４月に譲渡した。 

 なお、産業機械・車両他事業全体の生産規模は、前連結会計年度比5.3％増加し、約2,824億円（販売価格ベー

ス、連結ベース）であった。 

③ エレクトロニクス事業セグメント 

 エレクトロニクス事業セグメントでは、売上高は276億円（前連結会計年度比33.4％減）、セグメント利益は

21億円（前連結会計年度比29.8％減）となった。 

 半導体製造用温度制御機器の製造・販売を行う小松エレクトロニクス㈱の売上げが伸長したが、前連結会計年

度に実施した多結晶シリコン事業譲渡に伴い売上げは減少した。 

 なお、当社は、㈱ＳＵＭＣＯが実施したコマツ電子金属㈱に対する株式公開買付けに応募し、平成18年10月、

当社が保有する同社株式61.9％のうち51.0％を譲渡した。 

 なお、エレクトロニクス事業全体の生産規模は、前連結会計年度比18.7％減少し、約81億円（販売価格ベー

ス、連結ベース）であった。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 日本 

 日本の売上高は１兆1,355億円（前連結会計年度比15.9％増）、セグメント利益は1,401億円（前連結会計年度

比55.9％増）となった。建設・鉱山機械事業では、海外需要が旺盛に推移し、輸出売上げが大きく伸長した。産

業機械・車両他事業では、産業機械事業及びフォークリフト事業を中心に引き続き売上げが拡大した。 

② 米州 

 米州の売上高は5,660億円（前連結会計年度比15.8％増）、セグメント利益は518億円（前連結会計年度比

33.0％増）となった。建設・鉱山機械事業では、販売増に加え、引き続き販売価格の改善に取り組み、売上げ・

利益とも前連結会計年度を上回った。一方、前連結会計年度にアドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲を売却

したことにより、エレクトロニクス事業の売上げ・利益はともに前連結会計年度を下回った。 

③ 欧州 

 欧州の売上高は3,329億円（前連結会計年度比37.2％増）、セグメント利益は321億円（前連結会計年度比

58.0％増）となった。建設・鉱山機械事業では、欧州・CIS市場の需要増を背景に売上げを拡大した他、世界的

な資源開発の活況を受け、鉱山向け超大型油圧ショベルの販売が伸長した。 



④ その他の地域 

 その他の地域の売上高は3,485億円（前連結会計年度比29.0％増）、セグメント利益は380億円（前連結会計年

度比68.7％増）となった。建設・鉱山機械事業では、好調な需要を背景として、中国やオーストラリアを中心に

各地域で売上げが伸長した。 

(2）キャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、需要拡大に対応した運転資本の増加があったが、さらなる業績の伸長に

より、前連結会計年度に比べて260億円増加して、1,621億円の収入となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、国内外で積極的な生産能力の増強及び生産性向上のための投資を行った

ことにより、996億円の支出（前連結会計年度比178億円の支出増）となった。コマツ電子金属㈱の株式を㈱ＳＵＭ

ＣＯへ譲渡したことによる収入を、㈱日平トヤマの株式取得など、当社のコアビジネスの一つである産業機械・車

両他事業への投資に充当した。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べて420億円支出が減少して、413億円の支出となっ

た。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の平成19年３月31日現在残高は、前連結会計年度末に比べて222億円増加し

て、921億円となった。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は

必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注

規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示している。 



３【対処すべき課題】 

 当社グループはこれまで平成13年にスタートした第一次経営構造改革によって収益基盤を強化し、「ダントツ商

品」の市場導入とグレーター・アジアにおける販売・プロダクトサポート体制の強化を進め、その後の市場拡大を的

確にとらえることで収益を拡大してきた。また、シリコンウェーハ事業や農林機器事業の譲渡、産業機械事業での資

本提携、国内外での新工場建設など、事業の選択と集中に取り組んできた。収益力の更なる向上を加速すべく第二次

経営構造改革を平成18年からスタートさせ、バリューチェーン（当社グループ・代理店・サプライヤー・お客さまの

事業活動から生み出される価値）改革活動と、それを通じたグローバルな人材育成に取り組んでいる。 

 当社グループは「企業価値とは、社会とすべてのステークホルダーからの信頼度の総和である」との考えにより、

企業価値を向上させるために、 

・業界トップレベルの収益性と財務体質を維持し、世界市場、特にグレーター・アジアでのポジションを高めるこ

と 

・社会並びに株主の皆さまからの信頼度が反映される株式時価総額を意識した経営を続けること 

 以上の二点を経営目標として定めている。 

 この経営目標を達成するために、平成22年３月期までの３カ年を対象期間とした中期経営計画

「Global Teamwork for 15」を新たに策定し、以下の取組みを展開していく。 

① 第一次経営構造改革より取り組んでいる「ダントツ商品の市場導入」、「グレーター・アジアでの地位向上」、

「固定費の更なる改善」に永続的に注力する。 

② 第二次経営構造改革の柱である「バリューチェーンの改革」活動と、この活動を通じた「グローバルな人材育

成」に引き続き取り組む。 

③ 新たに次の重点課題を設定し、具体的な成果をあげていく。 

＜フレキシブルな生産体制の確立＞ 

 グローバル販売・生産システム、グローバル調達等の活用により、需要変動に対する生産体制の柔軟性を更に高

める。 

 機械稼動管理システム「KOMTRAX」を装着した建設機械は、日・米・欧・中国の合計で６万台（平成19年４月現

在）を超えた。この優位性を活かし、市場の変化を直接かつ迅速に把握する。販売代理店・工場・サプライヤーの

間で市場情報を共有化し、短期的には、これを生産・販売・在庫の計画に対して的確に反映させる。中期的には、

設備投資計画へ的確に反映させ、生産能力の適正化を図っていく。 

＜ユーティリティ（小型機械）事業の拡大＞ 

 平成19年４月、小松フォークリフト㈱のフォークリフト事業と小松ゼノア㈱の小型建設機械事業をコマツユーテ

ィリティ㈱のユーティリティ事業に一元化した。 

 生産・開発面でのシナジーを発揮し、商品競争力を高めることに加え、グレーター・アジア市場での取組みを強

化し、ユーティリティ事業の業界でのポジションを向上させ、収益の改善を目指す。 

＜部品事業の拡大＞ 

 バケット・ツース・履帯部品等の消耗部品の売上拡大、部品デポ（供給拠点）・サポートセンター・トレーニン

グセンターの拡充、グローバル建機専科（教育課程）等によるプロダクトサポート要員の育成に引き続き注力す

る。これらの取組みに加え、「KOMTRAX」等から得られる稼働情報を活用し、部品在庫の適正化とお客さまへの部

品供給の更なる早期化を図り、部品販売の拡大と収益向上を目指す。 

＜産業機械事業の強化＞ 

 受注が増加している大型プレス機械については、新たに稼働した金沢工場を活用し、ＱＣＤ（＊）を改善しつ

つ、生産量の拡大と生産リードタイムの短縮を図る。 

 また、平成18年に資本参加した㈱日平トヤマとの間で、販売・サービス分野並びに購買・生産分野における協業

効果の実現を目指す。 

（＊ＱＣＤ：Quality（品質）、Cost（コスト）、Delivery（納期）の略称） 



 当社グループは当社グループの強み（KOMTRAXや無人ダンプトラック運行システムをはじめとする建設・鉱山機械

のIT化など）を生かした商品や販売・プロダクトサポートにより、お客さまの事業への貢献度を高め、お客さまのビ

ジネス・パートナーとして不可欠な存在になっていくことを目指している。 

 また、当社グループはコーポレート・ガバナンスを強化し、健全で透明性のある経営に努めるとともに、経営効率

の向上を目指している。コンプライアンス（法令順守）を徹底するとともに、当社グループの全社員が「コマツの強

み」「コマツで働く心構え」「基本的な行動基準」などを明文化した「コマツウェイ」を共有し、業績の向上に加

え、企業体質の更なる改善及び社会的使命の達成をバランスよく実現させていく。 

 モノ作りを中心に据えた当社グループの目指すべき方向は明確である。それは、「お客さまに喜んでいただける商

品（ハードとソフト）を提供し、それにより収益をあげて成長すること」である。経営に携わる者はもちろん、国内

外の当社グループの全社員が自信と使命感を持ち、叡智を結集してこれを実現していく。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループを取り巻く経営環境において、現在予見可能な範囲で考えられる主な事業等のリスクは次のとおりで

ある。 

１．経済、市場の状況 

 当社グループは事業をグローバルに展開しており、その経済・市場環境及び競争条件は地域により異なり、製品

の需要や当社グループのおかれる事業環境は大きく変動する可能性がある。 

 建設・鉱山機械セグメントの事業及び産業機械・車両他セグメントの事業は、先進地域においては総じて景気循

環的な産業である。ゆえに、住宅着工、工業生産水準、インフラへの公共投資、民間設備投資等の当社グループが

コントロール不能な要因が当社グループ製品の需要に影響を与え、在庫水準、生産能力の不適正化を生じ、ひいて

は販売価格を押し下げるリスクがある。この事業環境の変化が、収益性の低下や追加の費用の発生を通じ、当社グ

ループの経営成績に不利益な影響を与えるリスクがある。 

２．為替レートの変動 

 当社グループの売上げの約７割は日本以外での売上げであり、主要な部分が外国為替の変動の影響を受ける。通

常は他の通貨に対して円高になれば当社グループの経営成績にマイナスの影響を及ぼし、円安になればプラスの影

響を及ぼす。また、外国為替の変動は同一市場において当社グループと外国企業が販売する製品の相対的な価格

や、製品の製造に使用する材料のコストに影響を与える可能性もある。これに対し当社グループではグローバルに

生産拠点を配置し、市場に近い所で生産を行っており、このリスクを軽減するよう努めている。また、当社グルー

プは短期の為替変動の影響を最小にするためヘッジ取引も行っている。しかし、為替レート水準の予測を超えた変

動は経営成績に不利益な影響を与えるリスクがある。 

３．金融市場の変動 

 当社グループは有利子負債を減少させるべく資産の効率化を進めているが、平成19年３月末で合計約3,500億円

の短期・長期の有利子負債がある。固定金利調達を行うことにより、金利変動リスクの影響を軽減しているが、市

場金利率の上昇は、有利子負債のうち変動金利支払部分の支払利息を増加させ、当社グループの利益を減少させる

リスクがある。 

 また、当社グループの年金資産に関しては、市場性のある証券の公正価値や金利率など金融市場における変動

が、年金制度の積立不足金額や債務を増加させ年金費用の増加となり、当社グループの経営成績や財政状態に不利

益な影響を及ぼすリスクがある。 

４．各国の規制 

 当社グループは多くの国で事業を展開しており、その国固有の政府の規制や承認手続きの影響を受ける。将来、

その国の政府による望ましくない規制、例えば輸出入関税、割当て制度、通貨規制、税制度などが実行されたとき

に、これらの規則を順守するための費用を負担しなくてはならなくなる可能性があり、この費用が当社グループの

経営成績に不利益な影響を与えるリスクがある。 

５．環境規制 

 当社グループの事業、製品は多くの国のますます厳しくなる環境規制に適応している必要がある。当社グループ

は各国において製造施設の排出規制及び製品に関する環境保全規制に準拠するため、研究開発費をはじめ多くの経

営資源を投入しているが、将来、基準の改定が行われる場合、新しい基準の内容によっては当社グループにとって

さらに多くの費用や設備投資が必要になることが考えられ、このコストが当社グループの経営成績に不利益な影響

を与えるリスクがある。 



６．製造物責任 

 当社グループはその事業及びその製品のために、社内で確立した厳しい基準のもとに、品質と信頼性の維持確保

に努めているが、万が一、予期せぬ製品の不具合により事故が発生した場合、製造物責任に関する対処あるいはそ

の他の義務に直面する可能性がある。この費用が保険によってカバーできない場合、当社グループはその費用を負

担しなければならず、利益を減少させるリスクがある。 

７．提携・協力関係 

 当社グループは国際的な競争力を強化するために、販売代理店、供給業者、同業他社等とさまざまな提携・協力

を行っており、それらを通じて製品の開発、生産、供給、サービス体制の拡充を図っている。当社グループはそれ

らの提携・協力が成功することを期待しているが、その期待する効果が得られない場合、あるいは提携・協力関係

が解消された場合には、経営成績に不利益な影響を与えるリスクがある。 

８．調達・生産等 

 当社グループの部品・資材の調達は、素材市況の変動に影響を受ける。鋼材等の素材価格の高騰は、当社グルー

プ製品の材料費を増加させ、製造原価の増加をもたらす。また、部品・資材の品薄により、適時の調達・生産が困

難になり、生産効率が低下する可能性がある。材料費の増加については、他の原価低減や販売価格の見直しによっ

て対応し、品薄による適時の調達・生産の問題については、関係各部門の連携を密にすることにより影響を最小限

にする考えであるが、予想を大きく上回る素材価格の高騰や供給の逼迫の長期化は、当社グループの経営成績に不

利益な影響を与えるリスクがある。 

９．情報セキュリティ・知的財産等 

 当社グループは事業活動において、顧客情報・個人情報等の情報を入手することがあり、また営業上・技術上の

機密情報を保有している。当社グループはこれらの情報の機密保持に細心の注意を払っており、不正なアクセス、

改ざん、破壊、漏洩、紛失などから守るため、管理体制の構築に努めるとともに、合理的な技術的対策を実施する

など、適切な安全措置を講じているが、万が一、顧客情報・個人情報等の漏洩等の事故がおきた場合には、損害賠

償責任を負ったり、当社グループの評判・信用に悪影響を与えたりするなどのリスクがある。また、営業上・技術

上の機密情報が第三者に漏洩・不正利用された場合、または知的財産権を侵害された場合、一方、当社グループが

第三者により知的財産権の侵害を追及された場合、当社グループの事業に不利益な影響を与えるリスクがある。 

10．自然災害・戦争・テロ・事故等 

 当社グループは開発・生産・販売等の拠点を多くの国に設け、グローバルに事業を展開している。それらの拠点

において、地震・水害等の自然災害、戦争、テロ、事故、第三者による当社グループに対する非難・妨害、コンピ

ュータウイルスによる情報システム及び通信ネットワークの停止または誤作動などが発生し、短期間で復旧不可能

な甚大な損害を被り、材料・部品の調達、生産活動、製品の販売・サービス活動に遅延や中断が発生した場合、当

社グループの経営成績に不利益な影響を与えるリスクがある。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）平成18年７月、当社は、ドイツのリンデ社との間で、当社とリンデ社の合弁会社である小松フォークリフト㈱の

合弁契約を解消し、小松フォークリフト㈱の発行済株式の35％の株式をリンデ社より買取ることに合意した。この

合意に基づいて、平成18年８月にリンデ社が保有する小松フォークリフト㈱の株式の買取りを完了した。 

(2）平成18年９月、当社は、㈱ＳＵＭＣＯとの間で、当社の連結子会社であるコマツ電子金属㈱に対する㈱ＳＵＭＣ

Ｏによる公開買付けの実施及び当社による応募に関して「公開買付けに関する契約書」を締結した。コマツ電子金

属㈱の発行済株式の61.93％の株式を保有する当社は、この契約に基づき、平成18年10月に㈱ＳＵＭＣＯによる公開

買付けに応募し、コマツ電子金属㈱の発行済株式の51％の株式を譲渡した。 

(3）平成18年10月、当社は、東洋紡績㈱との間で、同社が保有する㈱日平トヤマの株式を譲り受ける株式譲渡契約を

締結した。この契約に基づき、平成18年12月に東洋紡績㈱が保有する㈱日平トヤマの発行済株式の20.4％の株式を

取得した。 

(4）平成18年12月、当社は、丸紅㈱及び㈱ファブリカトヤマとの間で、丸紅㈱及び㈱ファブリカトヤマが保有する㈱

日平トヤマの株式をそれぞれ譲り受ける株式譲渡契約を締結した。これらの契約に基づき、平成18年12月に丸紅㈱

が保有する㈱日平トヤマの発行済株式の8.38％の株式及び㈱ファブリカトヤマが保有する㈱日平トヤマの発行済株

式の0.56％の株式を取得した。 

(5）平成19年１月、当社の連結子会社である小松ゼノア㈱は、スウェーデンのハスクバーナ社の日本子会社であるハ

スクバーナ・ジャパン㈱との間で、小松ゼノア㈱の農林機器事業を売却する契約を締結した。この契約に基づい

て、小松ゼノア㈱は、会社分割により同社の農林機器事業を同社の子会社である㈱ゼノアに承継させた後、平成19

年４月に㈱ゼノアの株式全部をハスクバーナ・ジャパン㈱に売却した。（なお、下記(7）のとおり、平成19年４月

１日付にて小松ゼノア㈱と小松フォークリフト㈱が合併したことにより、ハスクバーナ・ジャパン㈱に対する㈱ゼ

ノア株式の売却はコマツユーティリティ㈱により行われた。） 

(6）平成19年２月、当社は、小松ゼノア㈱との間で、グループとしての経営資源の集中と効率化を図り競争力を強化

することを目的として、当社が小松ゼノア㈱の油圧機器事業を会社分割により承継する会社分割契約を締結した。

会社分割の概要は、次のとおりである。なお、この契約に基づき、平成19年４月１日、会社分割の効力が発生し

た。 

(7）平成19年２月、当社の連結子会社である小松フォークリフト㈱と小松ゼノア㈱は、小型機械事業の強化を図るこ

とを目的として、小松フォークリフト㈱を吸収合併存続会社、小松ゼノア㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併契

約を締結し、平成19年３月、それぞれの株主総会において吸収合併契約の承認を決議した。合併の概要は、次のと

おりである。この契約に基づき、平成19年４月１日、吸収合併の効力が発生した。なお、吸収合併存続会社である

小松フォークリフト㈱は、合併効力発生日と同日付で商号をコマツユーティリティ㈱に変更した。 

① 会社分割の方法 当社を吸収分割承継会社とし、小松ゼノア㈱を吸収分割会社とする吸収分割である。

② 分割効力発生日 平成19年４月１日 

③ 分割に際して発行

する株式及び割当 

当社は、小松ゼノア㈱の発行済株式の全部を保有しているため、この会社分割に際し

て株式の割当交付は行わない。 

④ 承継する資産・負

債の状況（平成19

年４月１日現在） 

資産合計  19,569百万円 

負債合計  12,928百万円 

⑤ 吸収分割承継会社

の資本金・事業内

容等 

吸収分割後の吸収分割承継会社（当社）の資本金・事業内容に変更はない。 

① 合併の方法 小松フォークリフト㈱を吸収合併存続会社とし、小松ゼノア㈱を吸収合併消滅会社と

する吸収合併である。 

② 合併効力発生日 平成19年４月１日 

③ 合併に際して発行

する株式及び割当 

当社が小松フォークリフト㈱及び小松ゼノア㈱の発行済み株式の全部を保有している

ため、この合併に際して小松フォークリフト㈱は株式の割当交付は行わない。 

④ 引継資産・負債の

状況（平成19年４

月１日現在） 

資産合計  33,168百万円 

負債合計  21,244百万円 

⑤ 吸収分割存続会社

の資本金・事業内

容 

資本金   13,033百万円 

事業内容  小型機械の研究開発・製造・販売 



６【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、建設・鉱山機械の他、産業機械・車両、エレクトロニクス、及び物流・

サービス他など幅広い分野において、「品質と信頼性」の追求を基本として、新技術と新商品の研究開発を積極的に

推進している。 

 その研究開発体制は、本社部門の研究本部と、開発本部を中心とした建設・鉱山機械関連の開発センタ、産機事業

本部及び関係会社の技術部門等からなっており、当連結会計年度のグループ全体の売上原価、販売費及び一般管理費

に計上されている研究開発費は46,306百万円である。各事業部門別の研究開発の目的、研究成果、研究開発費は次の

とおりである。 

(1）建設・鉱山機械事業セグメント 

 グローバル化に対応した効率的な建設・鉱山機械の研究開発をねらいとして、国内外に研究開発拠点を配置し、

グローバルな開発体制を敷くとともに、相互の人材交流や共同開発の拡大なども行いながら研究開発活動を推進し

ている。また、「お客さまの生産性向上」をミッションとし、中・長期的な重点テーマとして、以下の分野に取り

組んでいる。 

＜IT技術（情報技術）＞ 

 情報化技術（最新計測技術・通信技術を活用した機械の位置情報・稼働情報や機械診断情報などのリモート管理

技術等）及び制御技術・知能化技術の研究開発を進めている。これらの技術を利用した建設・鉱山機械の制御シス

テムと管理システムは急速に普及しており、建設・鉱山機械の稼働と管理の自動化、効率化が図られ生産性向上に

寄与している。 

＜環境対応技術等＞ 

 地球環境への負荷低減と資源の有効利用などの経済性とは両立し得るという理念のもと、省エネルギー化や部品

のリサイクル・リユースの推進、LCA（ライフサイクルアセスメント）による環境負荷評価などの研究開発を進め

ている。平成18年１月より実施のエンジン排ガス規制（130～560kW）対応は開発完了し、引き続き平成19年１月よ

り実施のエンジン排ガス規制（75～129kW）対応もほぼ開発完了した。また平成23年１月より実施される新エンジ

ン排ガス規制対応のため、平成18年度よりエンジンの開発に着手している。 

 また、環境対応は地球環境だけではなく人間への環境という観点から、安全対応や騒音・振動低減、オペレータ

ー居住環境改善にも取り組んでいる。 

 当連結会計年度の主な成果は次のとおりである。 

① 当社：油圧ショベル      （PC2000-8、PC228US-3E0、PC308US-3E0、PC1250-8、PC128US-8、 

PC138US-8、PC160LC-7E0） 

ブルドーザー      （D375AX-5E0） 

ホイールローダー    （WA470-6、WA480-6、WA420-6、WA800-3E0、WA900-3E0） 

ダンプトラック     （HD785-7) 

グレーダー       （GD655-3E0、GD675-3E0） 

自走式破砕機      （BR380JG-1E0） 

② 英国コマツ㈱： 

ホイール式油圧ショベル （PW130-7) 

③ コマツハノマーグ㈲： 

ホイール式油圧ショベル （PW180-7) 

④ コマツユーティリティヨーロッパ㈱： 

スキッドステアローダー （CK25-1,CK35-1） 

バックホーローダー   （WB93R-5、WB97R-5、WB146-5、WB156-5) 

油圧ショベル      （PC88MR-6) 

ホイール式油圧ショベル （PW98MR-6) 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は37,644百万円である。 



(2）産業機械・車両他事業セグメント 

 主として、大型プレスや板金鍛圧機械［コマツ産機㈱］、工作機械［コマツ工機㈱］等の産業機械事業、及び物

流用の産業車両事業［小松フォークリフト㈱］等の分野に関する研究開発を行っている。 

 産業機械事業の分野では、大型プレスや板金鍛圧機械の生産性向上、フレキシブル化のニーズに対応して、機能

向上と周辺装置自動化等のための研究開発を推進し、大型ACサーボタンデムプレスライン（系列機）、大型プレス

用リニアフィーダー（Bタイプ）、汎用小型サーボプレスH１F等を開発した。また、プラズマ加工機では√（ルー

ト）ツイスターTFPV、工作機械ではクランクシャフト加工機GPM170F、GPM320F等を開発した。 

 産業車両事業の分野では、FGシリーズ１～５トン系米国向エンジン車（ＥＰＡ ガソリンエンジン対応）、FBシ

リーズ１トン系カウンタバッテリ・ハイブリッド仕様車、FGシリーズ中国向２トン系ガソリンエンジン併用ＬＰＧ

仕様車等を開発した。 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は各事業部門に配分できない基盤研究費用を含め、7,202百万円である。 

(3）エレクトロニクス事業セグメント 

 主として、温度制御機器事業の分野に関する研究開発を行っており、半導体製造業向けの高性能温調機器、その

要素である高性能サーモモジュール熱交換ユニット、及び光通信用のマイクロモジュール（超小型サーモモジュー

ル）に関する研究開発等を推進した［小松エレクトロニクス㈱］。 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は1,460百万円である。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものである。 

１．重要な会計方針及び見積り 

 当社の連結財務諸表は米国で一般的に認められている会計原則に従って作成されている。作成にあたって当社の

マネジメントは、知り得る限りの情報に基づいて妥当であると考えられる見積りや判断を継続して実施している。

これらの見積りや判断は連結財務諸表において、決算日の資産・負債の報告数値、報告期間における収益・費用の

報告数値及び偶発資産・債務の開示情報に影響を与える。これらの見積りや判断は当社の過去からの経験、存在す

る諸契約の文言、当社の業界慣行の遵守、顧客からの情報、他の外部からの情報に基づいているものであるが、そ

の性質上、内在する不確実性の度合いが影響するため、実際の結果はこれらと異なる場合がある。当社の重要な会

計方針は、連結財務諸表注記１に記載されている。 

 当社は特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表等に重要な影響を及ぼすと考えている。 

(1）貸倒引当金 

 当社は債権の回収可能性を推定している。それぞれの顧客の財務状態等を含む多くの要素を考慮して最終的な

実現可能性を判定することが必要である。 

 当社は過去の実績を含む顧客の信用情報をもとに、貸倒れが発生すると推定される金額の引当を計上してい

る。顧客の信用状況は継続的に内外の情報を入手分析して把握している。これまで実際に発生した貸倒れは、当

社が予測し、計上した引当金の範囲内であり、当社のマネジメントは当社の見積りが妥当であると信じている

が、債権の種類の構成が変化したり、予見できない大きな経済環境の変動により顧客の財務状態に変化が生じる

ような場合、見積りを変更する必要が生じ、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性がある。

詳細は、連結財務諸表注記５に記載されている。 

(2）繰延税金資産 

 当社は連結財務諸表を作成するにあたって、各構成単位で納税地の税法に基づいて法人所得税・未払法人税の

見積り計上を行っており、また繰越欠損金や税務上と会計上との取り扱いの違いに起因する一次差異について

は、税効果計算を実施し、連結貸借対照表に繰延税金資産・負債を計上している。 

 繰延税金資産を計上するにあたっては、これらが将来の課税所得や有効な税務計画により実現されることの確

実性を検証する必要がある。 

 当社のマネジメントは、取締役会で承認された経営計画や、期中での各社からの経営報告、将来の市場状況、

実行性の高い税務戦略等に基づき、将来の課税所得を推定し繰延税金資産の回収可能性を判断しており、実現で

きないと考えられる部分については評価性引当金を計上している。 

 当社のマネジメントは、計上した繰延税金資産（評価性引当金控除後）は全額が実現可能であると判断してい

るが、もし、経営計画が実現できず、将来の課税所得の見積りが大幅に減少する場合等、これらの判断が結果と

して現実と異なる場合は、評価性引当金額を見直す必要があり、追加の税金費用が発生することで当社の財政状

態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性がある。詳細は、連結財務諸表注記16に記載されている。 



(3）長期性資産及び営業権の評価 

 当社は長期性資産に関して、経営環境の変化により、将来その資産から生み出されるキャッシュ・フローが減

少するなど、帳簿価額相当額を回収することができないと判断されるような事象や状況の変化が生じた場合に

は、減損に関する検討を実施している。 

 所有し、使用している資産の回収可能性は、帳簿価額とその資産から生じる現在価値への割引前キャッシュ・

フローとの比較で判定される。この割引前キャッシュ・フローは、承認された経営計画に基づき算出される。こ

の経営計画は、外部調達機関や顧客からの情報をもととした市場予測により売上量を推定し、それを前提に販売

価格の変動、製造原価、販売費及び一般管理費の変動などマネジメントの最良の判断による推定を可能な限り織

り込んで策定される。もし、資産の帳簿価額が割引前キャッシュ・フローを下回り、回収可能性が認められずそ

の資産が減損状態であると判定されれば、帳簿価額がキャッシュ・フローの割引後現在価値から算出される公正

価値を上回った額が減損額として測定され計上される。この割引計算においては、主に市場において想定される

キャッシュ・フローの変動リスクを考慮した加重平均資本コストを割引率として使用している。 

 処分予定の長期性資産については、帳簿価額と公正価値から処分のためのコストを差し引いた額とのいずれか

低い方で評価される。公正価値は割引後キャッシュ・フローモデル、あるいは独立した鑑定評価で測定される。

 当社は営業権について年に一度減損の検討を実施している。それは次の２段階のテストによって実施されてい

る。まず、第１段階では潜在的な減損を識別するため報告単位の公正価値と営業権を含む帳簿価額とを比較す

る。報告単位の帳簿価額が公正価値を超える場合、減損損失の額を測定するためにテストの第２段階を行う。第

２段階のテストでは報告単位の営業権の想定公正価値と帳簿価額とを比較する。報告単位の営業権の帳簿価額が

営業権の想定公正価値を超える場合、その超える額が減損損失として認識される。 

 経営戦略の変更、市場の変化があった場合には、その資産から将来得られるキャッシュ・フローの予想や公正

価値の算出に影響し、長期性資産及び営業権の回収可能性の評価判断が変更となり、当社の財政状態及び経営成

績に重要な影響を及ぼす可能性がある。 

(4）金融商品の公正価値 

 主に外国為替予約や金利スワップ契約などのデリバティブ金融商品の公正価値は、業者からの情報をもとに評

価している。この公正価値の情報は、特定のある時点での適切な市場の情報と商品についての情報に基づいて推

定されるものであるが、これらの推定はその性格上、市場の不確実性をはらんでいるために実際の結果と異なっ

てくる可能性がある。 

 投資有価証券の公正価値については、市場性のあるものは市場で値付けされた価額で評価しているが、公正価

値の下落があった場合、定期的に、それが一時的かどうかについて、下落の期間や程度、被投資会社の財政状態

及び業績予想等を考慮して判断している。公正価値が６ヶ月以上にわたって原価を下回っている場合には、公正

価値の減価が一時的でないと判断し、原価額を公正価額まで引き下げ、差額を評価損として計上している。 

 市場性のない投資有価証券の価値の下落が一時的かどうかの判断は、被投資会社の財政状態及び業績予想等か

ら行っている。 

 現状では重要な投資有価証券の減損の発生はないと考えているが、将来の経済環境の変化によっては投資先の

企業の業績が悪化し、減損を認識する可能性がある。 

(5）退職給付債務及び費用 

 当社の年金債務及び年金費用の額は算出時に使用した仮定に影響される。これらの仮定は連結財務諸表注記13

に記載されており、割引率、長期期待収益率、平均報酬水準増加率などを含む。一般に認められた会計基準に従

って、仮定と実績が乖離した場合には、その差額は累積され従業員の平均残存年数にわたって償却される。よっ

てこの将来の期間にわたって、当社の認識される費用及び債務に影響を及ぼすことになる。 

 平成17年度及び平成18年度における当社及び国内連結子会社の割引率は、それぞれ2.0％及び1.9％である。こ

の割引率は、現在かつ年金受給が満期となる間に利用可能と予想される信用度の高い固定利付き債券の利率に基

づいて算出される。 

 当社はこれらの仮定は妥当なものであると信じているが、重要な実績との乖離もしくは重要な仮定の変化があ

った場合、年金債務と将来の費用に影響を与える可能性がある。 

(6）売上債権の証券化 

 当社はいくつかの売上債権証券化プログラムを有しており、これらは将来においても引き続き当社の重要な資

金調達源になるものと考えている。このプログラムによって証券化された売上債権は、売却された時点で連結貸

借対照表から除外される。当社は債権の証券化のためだけに特別目的会社と契約を締結している。証券化取引に

関連して留保された持分の公正価値の測定に使用された主要な仮定は、連結財務諸表注記５に記載されている。



２．業績報告 

(1）概要 

 当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の業績は、売上高、利益とも、過去最高を更新

し、５期連続の増収増益となった。当連結会計年度の連結業績は次のとおりである。 

 当連結会計年度の連結売上高は、１兆8,933億円（前連結会計年度比17.4％増）と、４期連続で過去最高とな

った。建設・鉱山機械部門では、世界的な資源開発の活況やインフラ整備の進展などによる需要の拡大を着実に

とらえ、当連結会計年度も売上げを伸ばした。産業機械・車両他部門では、各子会社の業績が好調であり、売上

げを伸ばした。エレクトロニクス部門では、前連結会計年度に実施した多結晶シリコン事業の譲渡の影響などに

より、売上げは前連結会計年度を下回った。 

 営業利益は、2,447億円（前連結会計年度比49.8％増）となり、売上高営業利益率は前連結会計年度を2.8ポイ

ント上回る12.9％となった。建設・鉱山機械部門を中心とした売上げの拡大に加え、国内外における販売価格の

改善もあり、収益は更に向上した。継続事業税引前当期純利益は、営業利益の大幅な増加により、2,364億円と

なった。継続事業当期純利益に非継続事業当期純利益を加えた当期純利益は1,646億円となった。 

(2）為替レート変動の影響 

 当連結会計年度は前連結会計年度に比較し、米ドル、ユーロともに円安に推移した。この為替レートの変動に

より、建設・鉱山機械部門のセグメント利益は前連結会計年度比約161億円増加したと試算される。為替レート

変動の影響は、各社の外貨建取引額に各為替レートの変動を乗じて算出した金額の合計として試算されている。

為替レート変動に対応した販売価格変更の影響は考慮していない。 

(3）売上高 

 （この項では各事業部門の対外部顧客向け売上高を表示してある。） 

 売上高は前連結会計年度比17.4％増の１兆8,933億円となり、４期連続で過去最高となった。国内売上高は前

連結会計年度比0.9％増の4,871億円、海外売上高は前連結会計年度比24.5％増の１兆4,062億円となった。 

＜建設・鉱山機械＞ 

 建設・鉱山機械部門の売上高は、世界的な市場拡大が続く中、サプライヤーとの協力のもと生産能力を増強

し、販売代理店とともに日米欧での新たな排出ガス規制に対応したモデルチェンジ車の市場導入及び「グレータ

ー・アジア」を中心とした販売・サービス体制の強化などに努めた結果、前連結会計年度比21.4％増の１兆

5,677億円となった。 

 生産面では、エンジン・油圧機器など主要コンポーネントの生産能力の増強を積極的に実施した。また、平成

19年１月、茨城県ひたちなか市に茨城工場を新設し、大型ダンプトラック及び大型ホイールローダーの生産能力

を増強した。成長著しいインドにおいても、コマツインディア㈲を設立し、鉱山分野で今後更に需要の拡大が見

込まれる大型ダンプトラックの生産を開始した。 

（日本） 

 公共投資は低調に推移したが、民間設備投資が増加し、また堅調な中古車輸出により国内のストック調整が進

み、レンタル向けを中心に需要が伸長した。 

 新たな排出ガス規制に対応した新車販売の拡大と販売価格の改善に加え、中古車販売の増加もあり、売上げは

前連結会計年度を上回った。また、平成18年10月、国内レンタル会社10社の統合を行うなど、経営効率の更なる

改善に取り組んだ。 

  平成18年度 実績 前連結会計年度比 

売上高 １兆8,933億円 17.4％増

営業利益 2,447億円 49.8％増

継続事業税引前当期純利益 2,364億円 51.8％増

非継続事業当期純利益 113億円 120.9％増

当期純利益 1,646億円 44.1％増



（米州） 

 北米では、米国における住宅着工減速の影響を受け、特に小型建設機械の需要が減少したが、非住宅関連の建

設工事、道路関連工事及び資源開発向けの需要は引き続き堅調だった。中南米においても、鉱山機械を中心に需

要が伸長した。このような環境のもと、北米で第３次排出ガス規制対応車の販売拡大を進めるとともに、販売価

格の改善に取り組んだ。また、両地域で鉱山向けの販売・プロダクトサポート体制の強化に努めた。 

 これらの結果、北米、中南米ともに売上げは前連結会計年度を上回った。 

（欧州・CIS） 

 欧州では、最大市場であるドイツとともに、東欧諸国での需要が増加し、引き続き市場は拡大した。これに加

えて、機能を強化した大型ホイールローダーをはじめとする第３次排出ガス規制対応車の販売拡大や生産の効率

化、東欧における代理店網の強化に取り組み、欧州の売上げは前連結会計年度を上回った。 

 CISでは、資源関連及び都市部におけるインフラ整備の需要が好調であり、売上げを伸ばした。 

（中国） 

 第11次５ヵ年計画に基づく地域振興策及び都市化の進展に伴う土木建設工事の増加に加え、鉱山経営の効率化

及び新規鉱山の開発などにより、中国市場は当連結会計年度も高い成長を維持した。IT（情報通信技術）を活用

して得られる商談情報や機械稼動情報などをベースに、生産・販売活動の効率化に努めるとともに、大型ダンプ

トラックを中心に鉱山機械の販売を伸ばし、売上げは前連結会計年度を大幅に上回った。 

（アジア・オセアニア） 

 オセアニア市場が鉱山機械を中心に好調を維持したことに加え、東南アジアの最大市場であるインドネシアに

おいて土木建設・農業・林業向けに需要が回復した結果、アジア・オセアニアの売上げは前連結会計年度を上回

った。 

（中近東・アフリカ） 

 サウジアラビアなどの産油国やトルコにおけるインフラ整備の増加、アフリカ諸国での鉱山開発の活況などに

より、需要は引き続き伸長した。このような環境のもと、積極的な販売活動とプロダクトサポート体制の整備・

強化に努め、中近東・アフリカの売上げは前連結会計年度を大幅に上回った。 

＜産業機械・車両他＞ 

 産業機械・車両他部門の売上高は、小松フォークリフト㈱やコマツ産機㈱など、主要子会社の売上げが好調で

あり、前連結会計年度比6.6％増の2,980億円となった。 

 小松フォークリフト㈱は、中近東やアジアなど海外市場において販売を拡大するとともに、バッテリー式フォ

ークリフトのフルモデルチェンジを実施し、売上げを伸ばした。当社は、平成18年８月、ドイツのリンデ社 

（Ｌｉｎｄｅ ＡＧ）より小松フォークリフト株式35.0％を買い取り、小松フォークリフト㈱を当社の100％子会

社とした。 

 産業機械事業では、コマツ産機㈱の板金・鍛圧機械の販売が好調に推移した。大型プレス機械については、AC

サーボ技術を取り入れた商品の受注が増加しており、平成19年１月に石川県金沢市に金沢工場を新設し、生産能

力増強に取り組んだ。また、当社は、自動車エンジン加工用トランスファーマシンや各種研削盤などの分野で高

い市場シェアを有する㈱日平トヤマの株式29.3％を取得し、板金・鍛圧機械、工作機械の分野において同社との

提携関係を構築している。 

 一方、小松ゼノア㈱の農林機器事業については、スウェーデンのハスクバーナ社の日本子会社に譲渡すること

で正式契約を締結し、平成19年４月に譲渡した。 

＜エレクトロニクス＞ 

 エレクトロニクス部門の売上高は、半導体製造用温度制御機器の製造・販売を行う小松エレクトロニクス㈱の

売上げが伸長したが、前連結会計年度に実施した多結晶シリコン事業譲渡に伴う売上げの減少などもあり、前連

結会計年度比33.4％減の275億円となった。 

 なお、当社は、㈱ＳＵＭＣＯが実施したコマツ電子金属㈱に対する株式公開買付けに応募し、平成18年10月、

当社が保有する同社株式61.9％のうち51.0％を譲渡した。 



(4）売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、売上高の増加に伴い前連結会計年度比14.5％増加し１兆3,565億円となった。購買品価格の改善

活動や生産工程での作業の効率化による製造原価低減の効果などにより、売上高に対する比率は71.6％と前連結

会計年度比1.9ポイント改善した。 

 販売費及び一般管理費は、売上高の増加による販売直接費の増加等の影響で前連結会計年度比9.4％増加し

2,870億円となった。研究開発費、生産・販売サービス拠点の体制強化及び安全・環境管理・コンプライアンス

強化のための固定費は増えたものの、売上高に対する比率は平成13年度以降進めてきた経営構造改革の一環とし

ての固定費削減活動の成果を反映して15.2％と前連結会計年度比1.1ポイントの改善となった。 

 なお、売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、前連結会計年度比3.9％増の463億円となっ

た。この増加は、主として特長ある新商品（ダントツ商品）の開発に加え、次世代のエンジンの排ガス規制への

対応など、建設・鉱山機械部門での開発を積極的に行ったことによる。 

(5）セグメント利益 

 （セグメント利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出し

ている。） 

 建設・鉱山機械のセグメント利益は、鋼材等を含む購入品価格の増加、排ガス規制に対応したモデルチェンジ

車のための研究開発費の増加、さらに生産・販売サービス拠点の体制強化等の固定費の増加などがあったもの

の、売上量の拡大による物量差、為替が米ドル、ユーロともに円安に推移したことによる為替レート差、販売価

格差などにより、前連結会計年度比777億円増の2,206億円となった。 

 産業機械・車両他セグメントでは、小松フォークリフト㈱、コマツ産機㈱、コマツ工機㈱、コマツ物流㈱とい

った主要な子会社を中心に業績が伸長し、前連結会計年度比70億円増の295億円となった。 

 エレクトロニクスセグメントでは、半導体製造用温度制御機器の製造・販売を行う小松エレクトロニクス㈱の

業績は伸長したが、前連結会計年度に実施した多結晶シリコン事業譲渡に伴うセグメント利益の減少などもあ

り、前連結会計年度比９億円減の21億円となった。 

 これらの結果、全社及びセグメント間取引消去を差し引いたセグメント利益の合計額は、前連結会計年度比

852億円増の2,497億円となった。 

(6）長期性資産の減損 

 長期性資産の減損は前連結会計年度の47億円に比較して47億円減少して０億円となった。 

(7）営業権の減損 

 営業権の減損は前連結会計年度の30億円に対して当連結会計年度の計上はなかった。 

(8）その他の営業収益（費用） 

 その他の営業収益（費用）は、前連結会計年度の67億円の収益に対し116億円減少して49億円の費用となっ

た。これは主に、前連結会計年度に多結晶シリコン事業における持分売却による子会社株式売却益を計上したこ

とによるものである。 

(9）営業利益 

 営業利益は以上の結果、前連結会計年度の1,634億円に比較して813億円増の2,447億円となった。 

(10）その他の収益（費用） 

 受取利息及び配当金は、前連結会計年度の68億円に比較して17億円増の85億円となった。支払利息は、市場金

利率の上昇に伴い前連結会計年度の122億円に比較して32億円増の154億円となった。 

(11）継続事業税引前当期純利益 

 継続事業税引前当期純利益は以上の結果、前連結会計年度の1,557億円に比較して807億円増の2,364億円とな

った。 

(12）法人税等 

 法人税等は前連結会計年度の439億円に対し357億円増の797億円となった。継続事業税引前当期純利益に対す

る法人税の比率（実効税率）は、前連結会計年度の28.2％に対し当連結会計年度は33.7％となった。法定税率

40.8％と実効税率33.7％との差異は、子会社の繰越欠損金の利用及び海外子会社の適用税率の差異を原因とする

実効税率の減少が、税務上損金とならない費用を原因とする実効税率の増加により部分的に相殺されて生じたも

のである。 

(13）少数株主損益 

 少数株主損益は、コマツオーストラリア㈱や小松山推建機公司等の業績が好調であったことから、これらの会

社の利益のうち少数株主に帰属する部分が拡大し、前連結会計年度の53億円（損失）から65億円（損失）となっ

た。 



(14）持分法投資損益 

 持分法投資損益は関連会社の業績改善等により、前連結会計年度の26億円の利益から30億円の利益に改善し

た。 

(15）継続事業当期純利益 

 継続事業当期純利益は以上の結果、前連結会計年度の1,091億円に比較して441億円増の1,532億円となった。 

(16）非継続事業当期純利益 

 非継続事業当期純利益は、前連結会計年度の51億円に比較して62億円増の113億円となった。当連結会計年度

の非継続事業当期純利益は、コマツ電子金属株式の売却益約75億円を含んでいる。 

(17）当期純利益 

 継続事業当期純利益に非継続事業当期純利益を加えた当期純利益は、前連結会計年度の1,142億円に対し

44.1％増の1,646億円となった。１株当たり当期純利益は前連結会計年度の115.13円から165.70円となった。

（潜在株式調整後１株当たり当期純利益はそれぞれ114.93円、165.40円である。） 

３．流動性及び資金の源泉 

(1）資金調達と流動性管理 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、事業活動に必要な資金を確保し、適切な流動性を維持することを財

務の基本方針としている。 

 将来の設備投資資金及び運転資金については、営業活動から得られたキャッシュ・フロー及び借入等の資金調

達でまかなっている。平成19年３月31日現在のキャピタルリース債務を含めた有利子負債残高は前連結会計年度

末比288億円減少の3,490億円となり、さらに現預金を差し引いたネット有利子負債残高は前連結会計年度末比

510億円減少の2,568億円となった。この結果、平成19年３月31日現在のネット・デット・エクイティ・レシオ

（ネット有利子負債と資本の比率）は0.33となり、前連結会計年度末に比べて、0.16ポイント改善した。 

 有利子負債残高のうち、短期債務残高は1,022億円となり、前連結会計年度末に比べて41億円増加し、長期債

務残高（１年以内期限到来分含む）は2,468億円で前連結会計年度末に比べて329億円減少した。短期債務は主に

銀行借入であり、各グループ会社の運転資金として使用されている。長期債務（公正価値への調整前）は銀行、

保険会社等からの借入金等964億円、ユーロ・ミディアム・ターム・ノート644億円、平成19年満期無担保社債

200億円、平成21年満期無担保社債100億円、キャピタルリース債務558億円で構成されており、主に設備投資資

金及び長期運転資金に使用されている。 

 これらの中長期資金需要に機動的に対応するため、当社は1,000億円の社債発行枠を登録しており、また、当

社、コマツファイナンスアメリカ㈱及び欧州コマツコーディネーションセンター㈱で合わせて12億米ドルのユー

ロ・ミディアム・ターム・ノートプログラムを保有している。平成19年３月31日現在、当該社債発行枠は使用さ

れておらず、またユーロ・ミディアム・ターム・ノートプログラムにより発行された債券の残高は644億円であ

る。 

 これらに加えて、売上債権の早期資金化を図り、多様な資金調達源泉を確保するため、当社と一部の連結子会

社は受取手形及び売掛金の証券化プログラムを設定している。平成19年３月31日現在の証券化残高は1,849億円

で、これらの債権は連結貸借対照表には含まれていない。 

 平成19年３月31日現在、流動資産は11,437億円となり、前連結会計年度末に対し1,958億円増加したが、流動

負債は963億円の増加に留まり、7,851億円となった。その結果、流動比率は145.7％と前連結会計年度末に対し

8.1ポイントのプラスとなり、十分な流動性を確保しているものと考える。短期資金需要に対しては、営業活動

から得られたキャッシュ・フローを主として、銀行借入、売上債権証券化及びコマーシャル・ペーパーの発行等

でまかなっている。当社と一部の連結子会社は、金融機関との間に合計431億円のコミットメントライン契約を

締結して代替流動性を確保しており、平成19年３月31日現在、その未使用枠は364億円となっている。さらに、

コマーシャル・ペーパーについては、当社で800億円のプログラムを保有しており、平成19年３月31日現在、全

額が未使用となっている。 

(2）キャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、需要拡大に対応した運転資本の増加があったが、さらなる業績の伸長

により、前連結会計年度に比べて260億円増加して、1,621億円の収入となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、国内外で積極的な生産能力の増強及び生産性向上のための投資を行っ

たことにより、996億円の支出（前連結会計年度比178億円の支出増）となった。コマツ電子金属㈱の株式を 

㈱ＳＵＭＣＯへ譲渡したことによる収入353億円を、㈱日平トヤマの株式取得など、当社のコアビジネスの一つ

である産業機械・車両他事業への投資に充当した。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べて420億円支出が減少して、413億円の支出とな

った。 



 これらの結果、現金及び現金同等物の平成19年３月31日現在残高は、前連結会計年度末に比べて222億円増加

して、921億円となった。 

 なお、非継続事業によるキャッシュ・フローは独立表示せず、継続事業の営業活動、投資活動、財務活動の各

活動に含めて表示している。平成17年度及び平成18年度における非継続事業によるキャッシュ・フローは、営業

活動によるキャッシュ・フローがそれぞれ248億円、148億円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローがそれ

ぞれ216億円、182億円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローがそれぞれ40億円の支出、18億円の収入であ

った。 

 非継続事業においては、これまでも営業活動によるキャッシュ・フローとのバランスを重視しながら投資活動

を行なっており、財務活動によるキャッシュ・フローにも重要性はなかった。当社は、非継続事業によるキャッ

シュ・フローの減少が当社の今後の資金調達及び流動性管理に重要な影響を及ぼすことはないと考えている。 

(3）設備投資 

 建設・鉱山機械事業分野に重点を置き、需要の増加に対応するため、鉱山向け大型機械などの車体組立工場の

能力増強投資、並びに主要コンポーネント（トランスミッション、アクスル、減速機、油圧機器、エンジン）の

生産能力増強を進めた。また、「ダントツ商品」やエンジン排ガス規制対応のための設備投資を実施した。産業

機械・車両他事業の分野では、増産対応のための設備投資を行った。エレクトロニクス事業の分野では、生産効

率向上や品質向上のための設備投資を行った。 

 これらの結果、当連結会計年度の設備投資額は1,296億円と前連結会計年度比157億円の増加となった。 

(4）契約上の債務 

 平成19年３月31日現在の契約上の債務は次のとおりである。 

１．短期債務及び長期債務の金額は、財務基準書第133号「金融派生商品及びヘッジ活動に関する会計処理」の

公正価値の調整額158百万円及び1,581百万円を含んでいない。 

２．有利子負債に関する利息は、平成19年３月31日現在有効な利率に基づき計算されている。 

３．平成20年度以降の拠出額は未確定であるため、年金及びその他の退職給付債務は平成19年度に生じるものだ

けを記載している。 

 なお、平成19年３月31日現在の設備発注残高は、約12,900百万円である。 

  期間別支払見込額 （百万円）

  合計 １年以内 １－３年 ３－５年 ５年超 

短期債務 102,406 102,406 － － － 

長期債務 

（キャピタルリース債務を除く） 
192,525 54,340 108,496 29,281 408 

キャピタルリース債務 55,882 19,188 25,289 9,187 2,218 

オペレーティングリース債務 11,629 3,220 3,850 1,706 2,853 

有利子負債に関する利息 14,841 9,720 3,869 972 280 

年金及びその他の退職給付債務 5,096 5,096 － － － 

合計 382,379 193,970 141,504 41,146 5,759 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、建設・鉱山機械事業分野に重点を置き、新製品の開発・生産に関わる投

資と生産部門の合理化投資等を実施している。当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベースの数値。金額に

は消費税等を含まない。）の内訳は次のとおりである。 

（注）１．財務基準書第13号「リース会計処理」に基づき、リースとして資産計上された機械装置等を含んでいる。

２．当連結会計年度に非継続事業となった事業に係る設備投資額は含まれていない。これに伴い、前連結会計

年度比についても非継続事業に係る設備投資額控除後で算出している。 

 建設・鉱山機械事業では、需要の増加に対応するため、鉱山向け大型機械を生産する茨城工場の新設など車体組立

工場の能力増強投資、並びに日本一極生産コンポーネント（トランスミッション、アクスル、減速機、油圧機器、エ

ンジン）の生産能力増強投資を行った。また「ダントツ商品」やエンジン排ガス規制対応のための設備投資を行っ

た。 

 産業機械・車両他事業では、大型プレス機械を生産する金沢工場を新設し、増産対応のための設備投資を行った。

 エレクトロニクス事業では、生産効率向上や品質向上のための設備投資を行った。 

 また、当社は平成18年９月12日開催の当社の取締役会決議に基づき、当社が保有していたコマツ電子金属㈱の株式

61.9％のうち51％を同年10月18日に㈱ＳＵＭＣＯに譲渡した。これにより、コマツ電子金属㈱及び同社の子会社は当

社の連結対象範囲から除外されることとなった。（有形固定資産帳簿価額：60,397百万円） 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1）提出会社 

※１．大阪工場には六甲工場を含めて記載している。 

  平成18年度   前連結会計年度比

建設・鉱山機械 111,003百万円   11.4％

産業機械・車両他 18,541   31.0％

エレクトロニクス 136   △13.4％

合計  129,680   13.8％

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
(所 在 地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳  簿  価  額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

粟津工場 

（石川県小松市） 

建設・鉱山機械、

産業機械・車両他 

ブルドーザー、

油圧ショベル、

ホイールローダ

ー、モーターグ

レーダー、装甲

車等生産設備 

8,964 10,187 
2,513 

(634)
1,388 23,053 1,598 

小松工場 

（石川県小松市） 
産業機械・車両他 プレス生産設備 1,571 1,283 

1,259 

(148)
182 4,297 273 

大阪工場  ※１ 

（大阪府枚方市等） 
建設・鉱山機械 

ブルドーザー、

油圧ショベル、

自走式破砕機等

生産設備 

6,687 9,496 
3,610 

(554)
1,589 21,384 1,345 

小山工場 

（栃木県小山市） 
建設・鉱山機械 

エンジン、油圧

機器生産設備 
7,508 13,427 

584 

(584)
1,243 22,764 956 

真岡工場 

（栃木県真岡市） 
建設・鉱山機械 

ダンプトラッ

ク、ホイールロ

ーダー等生産設

備 

2,630 5,060 
143 

(168)
658 8,491 609 

金沢工場 

（石川県金沢市） 
産業機械・車両他 プレス生産設備 4,688 1,164 

971 

(48)
67 6,891 15 

茨城工場 

（茨城県ひたちなか市） 
建設・鉱山機械 

ダンプトラッ

ク、ホイールロ

ーダー等生産設

備 

9,545 3,602 
7,013 

(190)
241 20,402 121 

本社 

（東京都港区） 
───── その他設備 1,367 388 

1,179 

(2)
284 3,220 776 



(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
（所 在 地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳  簿  価  額（百万円） 
従業 
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

小松ゼノア㈱ 

（埼玉県川越市） 

建設・鉱山機械、 

産業機械・車両他 

農林業機器、油

圧ショベル等生

産設備 

1,573 1,793 
181 

(106)
231 3,778 499 

  〃 

（福島県郡山市） 
建設・鉱山機械 

油圧機器生産設

備 
1,992 1,740 

895 

(377)
67 4,694 204 

コマツキャステックス㈱ 

（富山県氷見市） 
建設・鉱山機械 

鋳鋼品、鋳鉄品

等生産設備 
2,123 3,373 

1,180 

(292)
831 7,507 545 

小松フォークリフト㈱ 

（栃木県小山市） 
産業機械・車両他 

産業車両、物流

システム生産設

備 

2,089 2,306 
182 

(190)
335 4,912 483 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
（所 在 地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳  簿  価  額（百万円） 
従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

コマツアメリカ㈱ 

（アメリカチャタヌガ） 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル等

生産設備 
1,382 1,576 

212 

(217)
－ 3,170 315 

   〃 

（カナダキャンディアック） 
建設・鉱山機械 

ホイールローダ

ー等生産設備 
783 680 

84 

(90)
222 1,769 294 

   〃 

（アメリカニューベリー） 
建設・鉱山機械 

バックホーロー

ダー等生産設備 
845 672 

132 

(319)
277 1,926 238 

   〃 

（アメリカピオリア） 
建設・鉱山機械 

ホイールローダ

ー、ダンプトラ

ック等生産設備 

609 1,260 
－ 

(518)
42 1,911 521 

ヘンズレー・インダストリー

ズ㈱ 

（アメリカダラス） 

建設・鉱山機械 
建設・鉱山機械

部品生産設備 
352 933 

466 

(72)
1,253 3,004 458 

コマツブラジル㈲ 

（ブラジルスザノ） 
建設・鉱山機械 

ブルドーザー、

油圧ショベル等

生産設備 

666 1,242 
41 

(717)
951 2,900 719 

コマツマイニングジャーマニ

ー㈲ 

（ドイツデュッセルドルフ） 

（注）２ 

建設・鉱山機械 
油圧ショベル生

産設備 
120 1,378 

－ 

(－)

[106]

235 1,733 392 

英国コマツ㈱ 

（イギリスバートレー） 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル等

生産設備 
1,218 1,552 

－ 

(200)
57 2,827 479 

コマツハノマーグ㈱ 

（ドイツハノーバー） 
建設・鉱山機械 

ホイールローダ

ー等生産設備 
1,090 1,176 

593 

(160)
2,014 4,873 590 

 



 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含ん

でいない。 

２．土地及び建物の一部又はすべてを賃借している。年間賃借料は約215百万円である。賃借している土地の面

積については、［ ］内で外書きしている。 

３．上記のほか、リース資産については、「第５ 経理の状況」の「連結財務諸表に関する注記１」を参照のこ

と。 

会社名 
（所 在 地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳  簿  価  額（百万円） 
従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

コマツユーティリティヨーロ

ッパ㈱ 

（イタリアエステ） 

建設・鉱山機械 

油圧ショベル、

バックホーロー

ダー等生産設備 

2,285 1,830 
273 

(134)
16 4,404 650 

コマツフォレスト㈱ 

（スウェーデンウメオ） 
建設・鉱山機械 

林業機械生産設

備 
856 351 

59 

(40)
－ 1,266 378 

コマツインドネシア㈱ 

（インドネシアジャカルタ） 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル、

ブルドーザー、

モーターグレー

ダー等生産設備 

1,342 1,923 
1,390 

(177)
71 4,726 727 

コマツアンダーキャリッジイ

ンドネシア㈱ 

（インドネシアブカシ） 

建設・鉱山機械 
建設鉱山機械部

品生産設備 
363 320 

277 

(43)
－ 960 52 

バンコックコマツ㈱ 

（タイチョンブリー） 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル生

産設備 
573 470 

591 

(81)
692 2,326 336 

小松山推建機公司 

（中国済寧）（注）２ 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル生

産設備 
1,243 920 

－ 

(－)

[129]

195 2,358 426 

小松（常州）建機公司 

（中国常州）（注）２ 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル、

ホイールローダ

ー等生産設備 

681 193 

－ 

(－)

[141]

177 1,051 228 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、当連結会計年度末時点ではその設備の新設・拡充の計

画を個々のプロジェクトごとに決定していない。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示する方法に

よっている。 

 当連結会計年度後１年間の設備投資（新設・拡充）は138,000百万円であり、事業の種類別セグメントごとの内

訳は次のとおりである。 

 （注）１．金額には消費税を含まない。 

２．各セグメントの計画概要は、次のとおりである。 

 建設・鉱山機械事業では日本一極生産コンポーネントの増産対応や、グローバルに生産工場を活用するため

の生産再編投資を実施する。また、引き続き「ダントツ商品」やエンジン排ガス規制対応のための量産設備投

資を実施する。 

 産業機械・車両他事業では、増産対応投資、生産合理化投資、設備の老朽更新、海外での生産に関わる投資

を実施する。なお、産業機械・車両他事業の計画金額には、従来区分表示していたエレクトロニクス事業の設

備投資金額を含んでいる。 

(2）重要な設備の除却等 

 当社の連結子会社である小松ゼノア㈱は、同社が開発・製造・販売を行うチェンソーや芝刈機などの農林機器事

業を、吸収分割により同社の子会社である㈱ゼノアに継承させ、保有する㈱ゼノアの株式全部を平成19年４月２日

にスウェーデンのハスクバーナ社の日本子会社に売却した。（有形固定資産帳簿価額：1,874百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
平成19年３月末計画金額 

（百万円） 
設備の主な内容・目的 資金調達方法 

建設・鉱山機械 121,000 
増産対応、新機種対応用設備

投資等 

自己資金 

借入金等 

産業機械・車両他 17,000 
増産対応、生産合理化、設備

更新等 

自己資金 

借入金等 

合計 138,000     



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2)【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成14年６月26日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 3,955,000,000 

計 3,955,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月25日） 

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 998,744,060 998,744,060 
東京証券取引所（市場第一部） 

大阪証券取引所（市場第一部） 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

計 998,744,060 998,744,060 － － 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 170   （注）１ 100   （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 170,000 100,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 445   （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成15年８月１日～ 

平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格  445 

資本組入額 223 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1)「新株予約権者」は当社の取

締役又は使用人の地位を失

った後も、当社とその者と

の間で締結する新株予約権

の割当に関する契約（以

下、「新株予約権割当契

約」という。）に定める条

件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

(2)「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予

約権割当契約」に定める条

件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に定める転換社債の転換並びにストック・オプションとして

発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

② 平成15年６月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に定める転換社債の転換並びにストック・オプションとして

発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個）  470   （注）１ 290   （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 470,000 290,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 595 （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日～ 

平成21年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格  595 

資本組入額 298 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1)「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地

位（当社の取締役若しくは

使用人又は当社の子会社の

代表取締役）を失った後

も、当社とその者との間で

締結する新株予約権の割当

に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従

い、新株予約権を行使する

ことができる。 

(2)「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予

約権割当契約」に定める条

件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成16年６月25日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 800   （注）１ 380   （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 800,000 380,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 673 （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日～ 

平成24年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格  673 

資本組入額 337 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1)「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地

位（当社の取締役若しくは

使用人又は当社の子会社の

代表取締役）を失った後

も、当社とその者との間で

締結する新株予約権の割当

に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従

い、新株予約権を行使する

ことができる。 

(2)「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予

約権割当契約」に定める条

件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 ④ 平成17年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,270  （注）１ 1,035  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,270,000 1,035,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 1,126 （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月１日～ 

平成25年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格  1,126 

資本組入額   563 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1)「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地

位（当社の取締役若しくは

使用人又は当社の関係会社

の代表取締役）を失った後

も、当社とその者との間で

締結する新株予約権の割当

に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従

い、新株予約権を行使する

ことができる。 

(2)「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予

約権割当契約」に定める条

件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 会社法に基づき当社取締役に対して報酬として発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成18年６月23日定時株主総会決議及び平成18年７月11日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．当社が当社普通株式の株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

３．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 

(1) 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

(2) 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただし、

当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除

く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 331  （注）１ 331  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 331,000  （注）２ 331,000  （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  2,325  （注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日～ 

平成26年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   2,325 

資本組入額  1,163 
（注）４ 同左 （注）４ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役）を失った後

も、当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権の割

当に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従い、

新株予約権を行使することが

できる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が新株予約権

割当契約に定める条件に従

い、新株予約権を行使するこ

とができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５ 

新株予約権の取得条項に関する事項 
新株予約権の取得条項は定めな

い。 
同左 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
1 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後行使価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当を

行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価

額は適切に調整されるものとする。 

４．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

５．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①の資本金等増

加限度額から上記①の増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



 会社法に基づき当社使用人等に対して無償で発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成18年６月23日定時株主総会決議及び平成18年７月11日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．当社が当社普通株式の株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

３．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 

(1）新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

(2）新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただし、

当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除

く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

(3）新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当を

行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価

額は適切に調整されるものとする。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 497  （注）１ 497  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 497,000  （注）２ 497,000  （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  2,325  （注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日～ 

平成26年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   2,325 

資本組入額  1,163 
（注）４ 同左 （注）４ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の使用人又は当社子会

社の代表取締役）を失った後

も、当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権の割

当に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従い、

新株予約権を行使することが

できる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が新株予約権

割当契約に定める条件に従

い、新株予約権を行使するこ

とができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５ 

新株予約権の取得条項に関する事項 
新株予約権の取得条項は定めな

い。 
同左 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
1 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後行使価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



４．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

５．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①の資本金等増

加限度額から上記①の増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はない。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成14年10月１日に当社と当社の連結子会社である小松フォークリフト株式会社及び小松ゼノア株式会社が実

施した株式交換に伴う、新株発行による。 

なお、平成19年４月、小松フォークリフト株式会社は小松ゼノア株式会社を吸収合併し、コマツユーティリテ

ィ株式会社に商号変更した。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式4,375,992株（うち、ストック・オプション制度に係るもの2,790,000株）は「個人その他」に

43,759単元及び「単元未満株式の状況」に92株含まれている。 

２．上記の「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ247単元及び16株含まれている。 

３．所有株式数の割合は、小数点第３位を切り捨てて記載している。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成15年３月31日 

（注） 
39,822,359 998,744,060 － 70,120 30,802 140,140 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 1 278 110 1,259 704 39 116,416 118,807 － 

所有株式数

（単元） 
100 4,210,672 288,432 354,043 3,517,082 709 1,605,520 9,976,558 1,088,260 

所有株式数の

割合（％） 
0.00 42.20 2.89 3.54 35.25 0.00 16.09 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を切り捨てて記載している。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）及び資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｂ口）の所有株式数は、全数が信託業務に係る株式である。 

３．太陽生命保険株式会社及びその共同保有者であるＴ＆Ｄアセットマネジメント株式会社は、証券取引法第27

条の26第２項に基づき、平成17年６月13日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.２を提出して

いるが、平成19年３月31日現在の実質保有状況等の確認ができないので、上記大株主の状況は、株主名簿上

の保有株式数に基づき記載している。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

（太陽生命保険株式会社の住所並びにＴ＆Ｄアセットマネジメント株式会社の名称及び住所は、平成18年９

月13日付で提出された当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.３によって変更されている。） 

・氏名又は名称、住所及び保有株式数（平成17年５月31日現在） 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 69,041 6.91 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 61,174 6.12 

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 56,464 5.65 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 31,783 3.18 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

505103 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証

券決済業務室） 

P.O.BOX 351,BOSTON,MASSACHUSETTS 02101,U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
20,872 2.08 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 17,835 1.78 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 15,653 1.56 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 13,962 1.39 

ナッツクムコ 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証

券決済業務室） 

C/O CITIBANK NEW YORK,111 WALL STREET,NEW YORK,NY,U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
13,408 1.34 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｂ口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 13,036 1.30 

計 － 313,233 31.36 

氏名又は名称 住所 
保有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する割
合（％） 

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 56,864,718 5.69 

Ｔ＆Ｄアセットマネジメント株式

会社 
東京都港区海岸一丁目２番３号 586,000 0.06 

計 － 57,450,718 5.75 



４．バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及び共同保有者11名が連名により、証券取引

法第27条の26第２項に基づき、平成19年１月10日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.１を提

出しているが、平成19年３月31日現在の実質保有状況等の確認ができないので、上記大株主の状況は、株主

名簿上の保有株式数に基づき記載している。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

・氏名又は名称、住所及び保有株式数（平成18年12月31日現在） 

氏名又は名称 住所 
保有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する割
合（％） 

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ信託銀行株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 1,248,300 0.12 

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 16,352,600 1.64 

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ市 フリーモン

ト・ストリート45 
13,940,550 1.40 

バークレイズ・グローバル・ファ

ンド・アドバイザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ市 フリーモン

ト・ストリート45 
7,161,400 0.72 

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ・オーストラリア・リ

ミテッド 

オーストラリア ニュー・サウス・ウェールズ州 シドニー

ハーリントン・ストリート111 
681,000 0.07 

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ・リミテッド 
英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・コート１ 8,917,600 0.89 

バークレイズ・ライフ・アシュア

ランス・カンパニー・リミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・コート１ ムーレイ

ハウス 
127,000 0.01 

バークレイズ・バンク・ピーエル

シー 
英国 ロンドン市 チャーチル・プレイス１ 1,344,800 0.13 

バークレイズ・キャピタル・セキ

ュリティーズ・リミテッド 
英国 ロンドン市 カナリーワーフ ノース・コロネード５ 1,228,706 0.12 

バークレイズ・キャピタル証券株

式会社 
東京都千代田区大手町二丁目２番２号 200,000 0.02 

バークレイズ・キャピタル・イン

ク 

米国 コネチカット州 ハートフォード コマーシャル・プ

ラザ・シーテー・コーポレーションシステム 
121,584 0.01 

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ・カナダ・リミテッド 

カナダ オンタリオ州 トロント市 ベイ・ストリート161, 

2500号 
71,900 0.01 

計 － 51,395,440 5.15 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．議決権の行使が可能な「総株主の議決権」の数は9,919,818個である。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が24,700株（議決権の数

247個）及び香川小松重機株式会社（同社は平成13年３月１日付で清算結了した子会社）名義となっている

が同社が実質的に保有していない株式が700株（議決権の数７個）含まれている。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     5,648,600 － 
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式    992,007,200 9,920,072 同上 

単元未満株式 普通株式      1,088,260 － 同上 

発行済株式総数 998,744,060 － － 

総株主の議決権 － 9,920,072 － 



②【自己株式等】 

 （注）１．「他人名義」欄に記載している株式の名義人は、小松ディーラー持株会（東京都港区赤坂二丁目３番６号）

である。 

２．「他人名義」欄に記載している株式の名義人は、小松製作所協力企業持株会（東京都港区赤坂二丁目３番６

号）である。 

３．「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を切り捨てて記載しているため、各株主の

割合を合計したものと「計」で表示している割合とは一致しない。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株） 

他人名義所有

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％） 

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂二丁目３番６号 4,375,900 － 4,375,900 0.43 

コマツ栃木株式会社（注）１ 
栃木県宇都宮市平出工業団地38番

地12 
60,000 262,100 322,100 0.03 

コマツ道東株式会社 
北海道帯広市西二十四条北一丁目

３番４号 
300,000 － 300,000 0.03 

コマツ山形株式会社（注）１ 
山形県山形市蔵王成沢字町浦192番

地 
198,400 73,300 271,700 0.02 

コマツ山陰株式会社（注）１ 島根県松江市東津田町1876番地 100,000 4,000 104,000 0.01 

コマツ秋田株式会社（注）１ 秋田県秋田市川尻大川町９番48号 － 60,300 60,300 0.00 

栃木シヤーリング株式会社 

（注）２ 
栃木県真岡市松山町２番地２ 19,400 36,100 55,500 0.00 

コマツ淡路株式会社（注）１ 兵庫県洲本市桑間一丁目１番７号 － 53,300 53,300 0.00 

コマツ愛媛株式会社（注）１ 愛媛県松山市高岡町151番地 31,600 800 32,400 0.00 

福岡小松フォークリフト株式会

社 

福岡県福岡市東区馬出三丁目３番

１号 
27,500 － 27,500 0.00 

東和株式会社（注）２ 
石川県能美市吉原釜屋町ワ48番地

８ 
13,000 10,300 23,300 0.00 

コマツ茨城株式会社（注）１ 茨城県水戸市千波町1946番地の１ － 7,900 7,900 0.00 

浜松小松フォークリフト株式会

社 

静岡県浜松市西区桜台一丁目６番

15号 
6,000 － 6,000 0.00 

静岡小松フォークリフト株式会

社 

静岡県静岡市駿河区北丸子一丁目

31番４号 
3,800 － 3,800 0.00 

大分小松フォークリフト株式会

社 
大分県大分市豊海四丁目２番12号 3,000 － 3,000 0.00 

コマツ宮崎株式会社（注）１ 
宮崎県宮崎市佐土原町下那珂2957

番地12 
－ 1,600 1,600 0.00 

山形小松フォークリフト株式会

社 

山形県山形市流通センター一丁目

２番地の１ 
300 － 300 0.00 

計 － 5,138,900 509,700 5,648,600 0.56 



(8）【ストック・オプション制度の内容】 

 当社はストック・オプション制度を採用している。当該制度は、①旧商法に基づき当社が自己株式を買い付け

る方法、②旧商法に基づき新株予約権を当社の取締役及び使用人並びに主要子会社の代表取締役に対して無償で

発行する方法、③会社法に基づき当社取締役に対して報酬として新株予約権を発行する方法、④会社法に基づき

当社使用人等に対して新株予約権を無償で発行する方法によるものである。当該制度の内容は、次のとおりであ

る。 

① 旧商法に基づき当社が自己株式を買い付ける方法 

［平成13年６月27日定時株主総会決議］ 

 （注）１．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使の場合を

含まない。）するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上

げる。 

２．権利を付与された者が権利行使期間の末日までに死亡した場合、相続人による権利行使は、死亡の日から最
長24カ月を経過する日までとする。 

決議年月日 平成13年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 平成13年６月27日開催の定時株主総会終結時に在任する取締役中７名、平成13年６月27日開催

の定時株主総会終結時に在籍する当社執行役員制度に基づく執行役員及びグローバルフィナン

シャルオフィサー並びに当社処遇制度に基づく理事相当の者及び使用人身分を有するグローバ

ルオフィサー40名、計47名 

株式の種類 普通株式 

株式の数 取締役に対し410,000株、使用人に対し690,000株、計1,100,000株 

権利行使時の払込金額 １株につき559円 

（注）１． 

権利行使期間 平成14年８月１日～平成19年７月31日（注）２． 

権利行使の条件 ① 当社取締役又は使用人の地位を失った後も権利行使できる。 

② 権利者が死亡した場合には、相続人による権利行使が可能である。 

権利譲渡に関する事項 ① 権利の譲渡及び質入れは認めない。 

② その他、平成13年６月27日開催の定時株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と対象取

締役・使用人との間で締結する「株式譲渡請求権付与契約」に従う。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ 

調整後譲渡価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前譲渡価額 ×
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 旧商法に基づき新株予約権を当社の取締役及び使用人並びに主要子会社の代表取締役に対して無償で発行する

方法 

［平成14年６月26日定時株主総会決議］ 

 （注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に定める転換社債の転換並びにストック・オプションとして

発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

２．新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の末日までに死亡した場合、相続人による権利行使は、死亡の

日から最長24カ月を経過する日までとする。 

３．上記のほか、新株予約権の割当に関しては、会社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約

権の割当に関する契約に定める。 

［平成15年６月26日定時株主総会決議］ 

 （注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に定める転換社債の転換並びにストック・オプションとして

発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

２．新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の末日までに死亡した場合、相続人による権利行使は、死亡の

日から最長24カ月を経過する日までとする。 

３．上記のほか、新株予約権の割当に関しては、会社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約

権の割当に関する契約に定める。 

決議年月日 平成14年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 取締役７名、使用人32名、計39名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 950,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき445円 

（注）１． 

新株予約権の行使期間 平成15年８月１日～平成20年７月31日（注）２． 

新株予約権の行使の条件（注）３． ① 取締役・使用人としての地位を失った後も権利行使できる。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合には、相続人による権利行使が可能である。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

決議年月日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 取締役８名、使用人35名、主要子会社の代表取締役10名、計53名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,280,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき595円 

（注）１． 

新株予約権の行使期間 平成16年８月１日～平成21年７月31日（注）２． 

新株予約権の行使の条件（注）３． ① 割当時の地位を失った後も権利行使できる。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合には、相続人による権利行使が可能である。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



［平成16年６月25日定時株主総会決議］ 

 （注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

２．新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の末日までに死亡した場合、相続人による権利行使は、死亡の

日から最長24カ月を経過する日までとする。 

３．上記のほか、新株予約権の割当に関しては、会社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約

権の割当に関する契約に定める。 

［平成17年６月24日定時株主総会決議］ 

 （注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

２．新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の末日までに死亡した場合、相続人による権利行使は、死亡の

日から最長24カ月を経過する日までとする。 

３．上記のほか、新株予約権の割当に関しては、会社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約

権の割当に関する契約に定める。 

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数 取締役10名、使用人37名、主要子会社の代表取締役10名、計57名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,430,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき673円 

（注）１． 

新株予約権の行使期間 平成17年８月１日～平成24年７月31日（注）２． 

新株予約権の行使の条件（注）３． ① 割当時の地位を失った後も権利行使できる。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合には、相続人による権利行使が可能である。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 取締役10名、使用人42名、主要関係会社の代表取締役16名、計68名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,610,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき1,126円 

（注）１． 

新株予約権の行使期間 平成18年８月１日～平成25年７月31日（注）２． 

新株予約権の行使の条件（注）３． ① 割当時の地位を失った後も権利行使できる。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合には、相続人による権利行使が可能である。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 会社法に基づき当社取締役に対して報酬として新株予約権を発行する方法 

［平成18年６月23日定時株主総会及び平成18年７月11日取締役会決議］ 

 （注）１．当社が当社普通株式の株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

２．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 

① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただ

し、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場

合を除く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式

の処分を行う場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

③ 新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当

を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行

使価額は適切に調整されるものとする。 

決議年月日 平成18年６月23日（定時株主総会）及び平成18年７月11日（取締役会） 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 331,000株（注）１． 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,325円 

（注）２． 

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日～平成26年７月31日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、新株予約権の割当を受けた時の地位（当社の取締役）を失った後も、当

社と新株予約権者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約（以下、「新株予約権

割当契約」という。）に定める条件に従い、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約に定める条件に従い、新株

予約権を行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
（注）３． 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１ 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後行使価額

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①の資本金等増

加限度額から上記①の増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



［平成19年６月22日定時株主総会決議］ 

 （注）１．当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う

場合には、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。ま

た、上記のほか、付与株式数の調整を必要とする場合は、当社は合理的な範囲で当該新株予約権に係る付与

株式数を適切に調整することができる。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

２．権利行使価額の調整 

新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式の株式分割若しくは株式併合を行う場合、時価を下回る価額で

当社普通株式の発行若しくは当社普通株式の自己株式の処分を行う場合、他の種類株式の普通株主への無償

割当て若しくは他の株式会社の株式の普通株主への配当を行う場合、その他これらの場合に準じ権利行使価

額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で権利行使価額を適切に調整することができる。 

決議年月日 平成19年６月22日（定時株主総会） 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役（人数は提出日後の当社取締役会において定める。） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 239,000株を上限とする。（注）１． 

新株予約権の行使時の払込価格 未定 

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「権利

行使価額」という。）は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する

月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数

は、切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近の取引日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。 

（注）２． 

新株予約権の行使期間 割当日の翌年の応当日から７年以内の期間で当社取締役会において定める期間。 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、当社の取締役、監査役若しくは使用人、又は当社の関係会社の取締役、監査

役若しくは使用人のいずれの地位も喪失した場合、その喪失日より３年間に限り新株予約権の

権利行使を可能とし、その他の新株予約権の行使の条件等については、当社取締役会において

定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
未定（提出日後の当社取締役会において定める。） 



④ 会社法に基づき当社使用人等に対して新株予約権を無償で発行する方法 

［平成18年６月23日定時株主総会及び平成18年７月11日取締役会決議］ 

 （注）１．当社が当社普通株式の株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

２．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 

① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただ

し、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場

合を除く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式

の処分を行う場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

③ 新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当

を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行

使価額は適切に調整されるものとする。 

決議年月日 平成18年６月23日（定時株主総会）及び平成18年７月11日（取締役会） 

付与対象者の区分及び人数 当社使用人40名、当社子会社の代表取締役15名、計55名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 497,000株（注）１． 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,325円 

（注）２． 

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日～平成26年７月31日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、新株予約権の割当を受けた時の地位（当社の使用人又は当社子会社の代

表取締役）を失った後も、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権の割当に関す

る契約（以下、「新株予約権割当契約」という。）に定める条件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約に定める条件に従い、新株

予約権を行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
（注）３． 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１ 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後行使価額

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①の資本金等増

加限度額から上記①の増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



［平成19年６月22日定時株主総会決議］ 

 （注）１．当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う

場合には、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割または株式併合の比率に応じ比例的に調整する。

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とする場合は、当社は合理的な範囲で当該新株予約

権に係る付与株式数を適切に調整することができる。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数はこれを切り捨てるものとする。 
２．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 
① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により権利行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により権利行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。

ただし、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社

普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使

の場合を除く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式

の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

③ 新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への株式無償割当て、他の株式会社の株式の普通株主

への配当を行う場合、その他これらの場合に準じ権利行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な

範囲で、権利行使価額は適切に調整されるものとする。 

決議年月日 平成19年６月22日（定時株主総会） 

付与対象者の区分及び人数 当社の使用人及び当社の主要な子会社の取締役 

（区分及び人数は、提出日後の当社取締役会において定める。） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 323,000株を上限とする。（注）１． 

新株予約権の行使時の払込価格 未定 

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「権利

行使価額」という。）は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する

月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数

は、切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近の取引日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。（注）２． 

新株予約権の行使期間 平成20年９月１日～平成27年８月31日 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、当社の取締役、監査役若しくは使用人、又は当社の関係会社の取締役、監査

役若しくは使用人のいずれの地位も喪失した場合、その喪失日より３年間に限り新株予約権の

権利行使を可能とし、その他の新株予約権の行使の条件等については、当社取締役会において

定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
（注）３． 

調整後権利行使価額 ＝ 調整前権利行使価額×
１ 

株式分割（または株式併合）の比率 

調整後権利行使価額 

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

＝ 調整前権利行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して、以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発

生の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それ

ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま

たは株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一

の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

調整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得

られる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①の資本金等増

加限度額から上記①の増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法の規定に基づく

単元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はない。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はない。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   旧商法及び会社法の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 （注） 「当期間における取得自己株式」には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれていない。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）１．「当期間」の欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までのストック・オプション行使による

株式数及び単元未満株式の売渡し請求による株式数は含まれていない。 

２．ストック・オプションの行使による処分価額の総額は、ストック・オプションの権利行使に伴い払込みがな

された金額の合計を記載している。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 135,220 309,529,937 

当期間における取得自己株式（注） 10,099 28,768,130 

区分 

当事業年度 当期間（注）１． 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他の処分を行った取得自己株式 

（ストック・オプション行使によるもの)(注)２. 845,000 722,560,000 1,015,000 747,010,000 

（単元未満株式の売渡し請求によるもの） 12,796 27,653,654 389 987,560 

保有自己株式数 4,375,992 － 3,370,702 － 



３【配当政策】 

 当社は、企業価値の増大を目指し、健全な財務体質と柔軟で敏捷な企業体質作りに努めている。配当金について

は、安定的な配当の継続に努めたうえで、連結業績を反映した利益還元を実施していく方針であり、連結配当性向

20％以上を目標にしていく。 

 配当の実施については、期末配当及び中間配当の年２回とし、期末配当は定時株主総会の決議事項、中間配当は取

締役会の決議事項としている。 

 １株当たりの配当金については、中間配当金13円、期末配当金18円とし、年間配当金31円とした。 

 内部留保資金については、国内外での生産能力の増強や技術に優位性ある新商品の開発・導入等に積極的に投資を

し、グループ全体での事業の拡大・経営基盤の強化に努めていく考えである。 

 また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めている。 

 なお、第138期の剰余金の配当は以下の通りである。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成18年10月31日 

取締役会 
12,922 13 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
17,898 18 

回次 第 134 期 第 135 期 第 136 期 第 137 期 第 138 期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 493 715 837 2,255 2,870 

最低（円） 351 408 583 715 1,857 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 2,225 2,170 2,440 2,585 2,870 2,685 

最低（円） 2,025 1,992 2,075 2,265 2,455 2,380 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株）

代表取締役 

会長 
  坂根 正弘 昭和16年１月７日生

昭和38年４月 

平成元年６月 

  元年６月 

  ６年６月 

  ９年６月 

  11年６月 

  13年６月 

  15年６月 

  19年６月 

当社入社 

新事業推進室長 

取締役 

常務取締役 

専務取締役 

代表取締役副社長 

代表取締役社長 

代表取締役社長兼ＣＥＯ 

代表取締役会長（現在に至る） 

注４ 89 

代表取締役 

社長 

兼 ＣＥＯ 

 

＊ 

野路 國夫 昭和21年11月17日生

昭和44年４月 

平成９年３月 

  ９年６月 

  11年６月 

  12年６月 

  13年６月 

  15年４月 

  19年６月 

当社入社 

情報システム本部長 

取締役 

執行役員 

常務執行役員 

常務取締役 

取締役兼専務執行役員 

代表取締役社長兼ＣＥＯ（現在に

至る） 

注４ 61 

取締役 
建機マーケテ

ィング本部長 

＊ 

駒村 義範 昭和23年２月20日生

昭和45年４月 

平成９年１月 

  11年６月 

  17年４月 

  17年４月 

  17年６月 

  19年４月 

当社入社 

建機事業本部国際事業本部販売企

画部長 

欧州コマツ株式会社代表取締役社

長 

建機マーケティング本部長（現在

に至る） 

常務執行役員 

取締役（現在に至る） 

専務執行役員（現在に至る） 

注４ 23 

取締役 経営企画室長 

＊ 

鈴木 康夫 昭和23年１月28日生

昭和45年４月 

平成14年４月 

  14年６月 

  16年４月 

  16年６月 

  17年４月 

  19年４月 

当社入社 

産機事業本部長 

執行役員 

常務執行役員 

取締役（現在に至る） 

経営企画室長（現在に至る） 

専務執行役員（現在に至る） 

注４ 22 

取締役 中国総代表 

＊ 

米山 正博 昭和21年７月３日生

昭和45年４月 

平成８年６月 

  11年６月 

  15年４月 

  16年６月 

  18年４月 

  19年４月 

当社入社 

人事部長 

執行役員 

常務執行役員 

取締役（現在に至る） 

中国総代表（現在に至る） 

専務執行役員（現在に至る） 

注４ 26 

取締役  

＊ 

礒田  進 昭和22年１月20日生

昭和44年４月 

平成９年10月 

  10年６月 

  11年６月 

  15年４月 

  18年４月 

  19年４月 

  19年６月 

当社入社 

大阪工場長 

取締役 

執行役員 

常務執行役員 

専務執行役員（現在に至る） 

コマツユーティリティ株式会社 

代表取締役社長（現在に至る） 

取締役（現在に至る） 

注４ 19 

取締役 ＣＦＯ 

＊ 

木下 憲治 昭和22年10月７日生

昭和46年７月 

平成８年１月 

  12年６月 

  13年６月 

  16年４月 

  19年６月 

当社入社 

経理本部財務部長 

執行役員 

ＣＦＯ（現在に至る） 

常務執行役員（現在に至る） 

取締役（現在に至る） 

注４ 22 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株）

取締役   森川 敏雄 昭和８年３月３日生

昭和30年４月 

  55年６月 

  59年２月 

  60年10月 

平成２年10月 

  ５年６月 

  ９年６月 

  11年６月 

  13年３月 

  13年４月 

  14年６月 

  17年３月 

株式会社住友銀行（現、株式会社

三井住友銀行）入行 

同行取締役 

同行常務取締役 

同行代表取締役専務取締役 

同行代表取締役副頭取 

同行代表取締役頭取 

同行代表取締役会長 

当社取締役（現在に至る） 

株式会社住友銀行相談役 

株式会社三井住友銀行相談役 

同行特別顧問 

同行名誉顧問（現在に至る） 

注４ 5 

取締役   佐々木 元 昭和11年４月６日生

昭和36年４月 

  63年６月 

平成３年６月 

  ６年６月 

  ８年６月 

  11年３月 

  15年６月 

日本電気株式会社入社 

同社取締役 

同社常務取締役 

同社専務取締役 

同社代表取締役副社長 

同社代表取締役会長（現在に至

る） 

当社取締役（現在に至る） 

注４ 2 

取締役   池田 守男 昭和11年12月25日生

昭和36年４月 

平成２年６月 

  ７年６月 

  ９年６月 

  12年６月 

  13年６月 

  17年６月 

  17年６月 

  18年６月 

株式会社資生堂入社 

同社取締役 

同社常務取締役 

同社代表取締役専務取締役 

同社代表取締役副社長 

同社代表取締役 執行役員社長  

同社取締役会長 

当社取締役（現在に至る） 

株式会社資生堂相談役（現在に至

る） 

注４ 1 

常勤監査役   中村  眞 昭和21年５月31日生

昭和46年４月 

平成13年６月 

  13年６月 

  16年６月 

当社入社 

国際事業本部長 

執行役員 

常勤監査役（現在に至る） 

注５ 8 

常勤監査役   兼本 雅文 昭和22年５月11日生

昭和45年４月 

平成11年３月 

  14年６月 

当社入社 

監査室長 

常勤監査役（現在に至る） 

注６ 17 

監査役   土肥 孝治 昭和８年７月12日生

昭和33年４月 

平成４年５月 

  ５年７月 

  ７年７月 

  ８年１月 

  10年６月 

  10年７月 

  11年６月 

検事任官 

次長検事 

大阪高等検察庁検事長 

東京高等検察庁検事長 

検事総長 

退官 

弁護士登録（現在に至る） 

当社監査役（現在に至る） 

注６ － 

監査役   興津 誠 昭和14年12月２日生

昭和38年４月 

平成６年６月 

  ８年６月 

  10年６月 

  11年６月 

  15年９月 

  16年６月 

  17年６月 

  17年６月 

  18年６月 

  18年６月 

帝人株式会社入社 

帝人製機株式会社（現、ナブテス

コ株式会社）取締役 

同社常務取締役 

同社代表取締役社長 

帝人株式会社取締役 

ナブテスコ株式会社代表取締役社

長 

帝人株式会社取締役 

同社代表取締役会長 

ナブテスコ株式会社取締役会長

（現在に至る） 

帝人株式会社取締役会長（現在に

至る） 

当社監査役（現在に至る） 

注７ － 

 



 （注）１．取締役森川敏雄、佐々木元及び池田守男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２．監査役土肥孝治、興津 誠及び蒲野宏之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

３．当社では平成11年６月より「執行役員制度」を導入しており、平成19年６月25日現在、執行役員は26名（上

記氏名欄に＊印を付した取締役兼務者６名を含む）である。 

４．取締役の任期は平成19年６月22日開催の定時株主総会から、１年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までである。 

５．監査役中村 眞の任期は平成16年６月25日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち、

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。 

６．監査役兼本雅文及び土肥孝治の任期は平成17年６月24日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業

年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。 

７．監査役興津 誠の任期は平成18年６月23日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち、

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。 

８．監査役蒲野宏之の任期は平成19年６月22日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち、

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株）

監査役   蒲野 宏之 昭和20年７月21日生

昭和46年４月 

  53年12月 

  56年４月 

  63年10月 

平成19年６月 

外務省入省 

外務省退官 

弁護士登録（現在に至る） 

蒲野綜合法律事務所代表弁護士

（現在に至る） 

当社監査役（現在に至る） 

注８ 3 

        計   302 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

 当社は、「企業価値とは、我々を取り巻く社会とすべてのステークホルダーからの信頼度の総和である」と考えて

いる。株主の皆さまをはじめ、すべてのステークホルダーから更に信頼される会社となるため、グループ全体でコー

ポレート・ガバナンスを強化し、経営効率の向上と企業倫理の浸透、経営の健全性確保に努めている。 

 株主や投資家の皆さまに対しては、公正かつタイムリーな情報開示を進めるとともに、株主懇談会やIRミーティン

グなどの積極的なIR活動を通じて、一層の経営の透明性向上を目指している。 

＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞ 

１．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関する経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

（機関構成、組織運営等に関する事項） 

(1）会社の機関の内容 

 当社は、平成11年に執行役員制度を導入し、法令の範囲内で、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能の

分離に努めている。同時に、取締役会の構成員数を少数化、社外取締役及び社外監査役の招聘などを行うととも

に、取締役会の実効性を高めるべく、経営の重要事項に対する討議の充実、迅速な意思決定ができる体制の整備

など運用面での改革を図っている。 

 取締役会は、毎月開催し、重要事項の審議・決議と当社グループの経営方針の決定を行うとともに、代表取締

役以下の経営執行部の業務執行を厳正に管理・監督している。取締役10名のうち３名を社外取締役が占め、経営

の透明性と客観性の確保に努めている。 

 監査役５名についても、従前から社外監査役が半数以上を占める構成としている。各監査役は取締役会その他

の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査するとともに、毎月監査役会を開催し、監査方針、監査役間の

職務分担などの決定を行い、経営執行部から業務執行状況を聴取し、適正な監査を行っている。また、監査役の

職務を補助する監査役スタッフ室を設置し、監査役をサポートしている。 

(2）社外取締役（社外監査役）のサポート体制 

 取締役会資料は、原則として事前配布し、社外取締役（社外監査役）が十分に検討する時間を確保している。

また、決議事項のうち特に重要な案件については、決議を行う取締役会より前の取締役会において、討議を行っ

ている。これにより決議に至るまでに十分な検討時間を確保するとともに、討議において指摘のあった事項を、

決議する際の提案内容の検討に活かしている。 

(3）監査役と会計監査人の連携状況 

 監査役は、監査計画時において会計監査人と相互の監査方針、重点監査項目や監査の着眼点に関する意見交換

を通して、効果的、効率的な監査を目指している。また、期中における会計監査人の事業所、関係会社などの監

査への立会いをはじめ、適宜監査情報の交換会を設け、相互の連携を深め、機動的な監査に取組んでいる。更

に、中間、期末時の重要事項の確認、監査役会での監査報告書の受領や監査概要の聴取を通して、会計監査人の

監査の方法と結果の検証を行っている。 



 監査役会は、会計監査人の監査業務及び非監査業務を承認するに当って、方針、手続きなどを定め、個別事前

審査を通して、当社及び連結子会社に対する会計監査人の独立性の保持を図っている。 

(4）監査役と内部監査部門の連携状況 

 監査室が関係部門の協力を得て、国内外の事業拠点及び関係会社を対象に定期的に監査を行い、内部統制の有

効性を評価し、リスク管理の強化、不正・誤謬の防止に努めている。監査役は、監査室の監査に立会い、自らの

監査所見を形成するとともに監査室に対して助言や提言を行っている。 

 監査室の監査結果は監査役会に報告されているほか、日常的な情報提供を受けるなど、密接な実質的連携が保

たれている。 

（業務執行、監査・監督、報酬決定等の機能に係る事項） 

 取締役会の効率的な運営に資することを目的として、役付執行役員などで構成された戦略検討会を設置してい

る。各執行役員などは、戦略検討会での審議を踏まえ、取締役会から委譲された権限の範囲内で職務を執行する

こととしている。 

 当社は、あずさ監査法人と監査契約を締結し、単独決算、連結決算の双方につき、会計監査を受けている。な

お、業務を執行した公認会計士等の内容は次のとおりである。 

 また、複数の法律事務所と顧問契約を結び、重要な法律問題につき適時アドバイスを受け、法的リスクの軽減

に努めている。 

 また、当社は、業務執行を補完する手段として、グローバル企業としてのあり方について、海外の有識者から

客観的な助言・提案を取り入れることを目的として、平成７年にインターナショナル・アドバイザリー・ボード

を設置し、原則として毎年２回、意見交換・議論を行っている。 

 取締役の報酬については、平成11年に社外の有識者を主体とした報酬諮問機関を設け、透明性、客観性、妥当

性などの確保に努めている。 

 なお、取締役・監査役の報酬等及び監査報酬等の内容は、次のとおりである。 

取締役及び監査役の報酬等の内容 

 （注）１．上記の取締役及び監査役の「報酬等の額」のうち、社外取締役及び社外監査役の報酬等の額は以下の

とおりである。 

２．平成16年６月開催の第135回定時株主総会において、取締役の報酬限度額（賞与、ストック・オプシ

ョン及び退職慰労金を除く。）は月額60百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）及び監査

役の報酬限度額（退職慰労金を除く。）は月額10百万円以内と決議されている。また、平成18年６月

開催の第137回定時株主総会において、取締役に対する報酬としてのストック・オプションに関する

報酬等の限度額は年額360百万円以内と決議されている。 

３．上記の取締役及び監査役の「報酬等の額」には、以下のものが含まれている。 

① 取締役賞与（第138回定時株主総会における第４号議案「取締役賞与支給の件」において決議され

た支給総額） 

② ストック・オプション（当事業年度の報酬として費用計上した額） 

③ 退職慰労金（当事業年度に係る「役員退職慰労引当金」計上額） 

４．当社は、監査役に対して、賞与及びストック・オプションは支給していない。 

業務を執行した公認会計士 鈴木 輝夫（継続監査年数４年） 

  山本 美晃（継続監査年数４年） 

  岡野 隆樹（継続監査年数２年） 

所属監査法人 あずさ監査法人 

監査業務に係る補助者 公認会計士 ５名 

会計士補等 24名 

その他   13名 

取締役 10名 993百万円（賞与、ストック・オプション及び退職慰労金を含む） 

監査役 ５名 85百万円（退職慰労金を含む） 

合計 15名 1,078百万円  

社外取締役 ３名 89百万円（賞与、ストック・オプション及び退職慰労金を含む） 

社外監査役 ３名 27百万円（退職慰労金を含む） 

合計 ６名 116百万円  

取締役 10名 348百万円（うち、社外取締役 ３名  ９百万円） 

取締役 10名 265百万円（うち、社外取締役 ３名  38百万円） 

取締役 10名 30百万円（うち、社外取締役 ３名  ２百万円） 

監査役 ５名 ４百万円（うち、社外監査役 ３名  １百万円） 



５．使用人兼務取締役の使用人分給与は、上記「報酬等の額」には含まれていない。 

監査報酬等の内容 

・当社及び連結子会社が当社の会計監査人であるあずさ監査法人に支払うべき報酬等の額 

２．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

(1）内部統制に係る基本方針 

 当社は、「企業価値とは、我々を取り巻く社会とすべてのステークホルダーからの信頼度の総和である」と考

えている。 

 企業価値を高めるためには、コーポレート・ガバナンスの強化が重要であると認識している。取締役会での議

論の実質性を高めるために、取締役会の少人数体制を維持する一方、社外取締役及び社外監査役を選任し、経営

の透明性と健全性の維持に努めている。また、取締役会によるガバナンスの実効性を高め、充分な審議と迅速な

意思決定が行われるよう、取締役会の運営の改善を図っている。 

(2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 当社は、取締役会の記録及びその他稟議書等、取締役の職務執行に係る重要な情報を、法令及び社内規則の定

めるところにより保存し、管理する。 

(3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、企業価値を高める努力を続けると同時に、当社の持続的発展を脅かすあらゆるリスク、特にコンプラ

イアンス問題、環境問題、品質問題、災害発生、情報セキュリティ問題等を主要なリスクと認識してこれに対処

すべく、以下の対策を講ずる。 

① リスクを適切に認識し、管理するための規定として「リスク管理規程」を定め、その中で個々のリスクに関

する管理責任者を任命し、リスク管理体制の整備を推進する。 

② リスク管理に関するグループ全体の方針の策定、リスク対策実施状況の点検・フォロー、リスクが顕在化し

た時のコントロールを行うためにリスク管理委員会を設置する。リスク管理委員会は、審議・活動の内容を定

期的に取締役会に報告する。 

③ 重大なリスクが顕在化した時には緊急対策本部を設置し、被害を最小限に抑制するための適切な措置を講ず

る。 

(4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために以下を実施する。 

① 取締役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時に開催する。社外取締役の参加により、経営の

透明性と健全性の維持に努める。また、取締役会の運営のための規定を定める。 

② 取締役及び執行役員等の職務分掌を定める。また、取締役の職務執行が効率的かつ適正に行われるよう「決

定権限規程」等の社内規定を定める。 

③ 取締役会の効率的な運営に資することを目的として、役付執行役員等で構成された戦略検討会を設置する。

各執行役員等は、戦略検討会での審議を踏まえ、取締役会から委譲された権限の範囲内で職務を執行する。 

(5）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、コンプライアンスを統括する組織として、コンプライアンス委員会を設置し、審議・活動の内容を定

期的に取締役会に報告する。また、すべての役員及び使用人が守るべきビジネス社会のルールとして、「コマツ

の行動基準」を定めるとともに、コンプライアンスを担当する執行役員を任命し、コンプライアンス室を設置す

るなど、ビジネスルール順守を周知徹底する体制を整備する。併せて、法令順守上疑義のある行為等の内部通報

に関して、通報者に不利益を及ぼさないことを保障した内部通報制度の構築を行う。 

(6）当該株式会社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 当社は、関係会社の経営の自主独立を尊重しつつ、グループ経営の適正かつ効率的な運営に資するため「関

係会社規程」及び関連規則を定める。また、「コマツの行動基準」は、グループに属する関係会社すべてに適

用する行動指針として位置付ける。これらの規定及び基準をもとに、グループ各社では業務を適正に推進する

ための諸規定を定める。 

② 当社のコンプライアンス委員会、リスク管理委員会、輸出管理委員会などの重要な委員会は、グループを視

野に入れて活動することとし、随時、各関係会社の代表者を会議に参加させる。 

③ 特に重要な関係会社には、リスク及びコンプライアンスも含めた事業の状況について、当社取締役会に定期

的に報告させる。 

④ 当社の監査室は、当社各部門の監査を実施するとともに、グループに属する関係会社の監査を実施または統

括し、各関係会社が当社の内部統制に準拠した体制を構築し、適正に運用するよう監視、指導する。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 421百万円 （内、当社240百万円） 

上記以外の報酬 36百万円 （内、当社15百万円） 



(7）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

 監査役の職務を補助する監査役スタッフ室を設置し、専任及び兼任の使用人を配置する。 

(8）上記使用人（監査役補助者）の取締役からの独立性に関する事項 

① 監査役スタッフ室所属の使用人の人事取り扱い（採用、任命、異動）については、常勤監査役の承認を前提

とする。 

② 監査役専任の使用人は、取締役の指揮命令から独立しており、その人事考課等については、常勤監査役が行

う。 

(9）監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

① 取締役及び執行役員は、取締役会及び監査役会において定期的にその担当する業務の執行状況を報告する。

② 取締役は、当社及びグループ内の各関係会社における重大な法令違反、その他コンプライアンスに関する重

要な事実を発見した場合には、直ちに監査役に報告する。 

③ 監査役は、内部統制に関わる各種委員会及び主要会議体にオブザーバーとして出席するとともに、当社の重

要な意思決定の文書である稟議書及び重要な専決書を閲覧する。 

３．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係又はその他の利害関係の概要 

 当社の取締役のうち森川敏雄、佐々木元、池田守男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、い

ずれも当社と特別な利害関係はない。また、監査役のうち土肥孝治、興津誠、蒲野宏之は、会社法第２条第16

号に定める社外監査役である。 

４．その他 

 平成17年７月、当社は、事業活動を終了していた当社子会社オランダコマツファイナンス有限会社の解散を

証券取引法が定める重要事実（投資者の投資判断に影響を及ぼす事実）に該当するものと認識せず、その公表

前に自己株式買付を実施した。 

 しかしながら、証券取引等監視委員会による調査の結果、当該子会社の解散は重要事実に当たることから、

その公表に先立つ自己株式買付は証券取引法の禁止する売買等に相当すると認められた。 

 平成19年３月、金融庁は証券取引等監視委員会の勧告に従い、当社に対して証券取引法に基づく課徴金納付

を命令し、同年４月、当社は課徴金4,378万円を金融庁に納付した。 

 なお、上記の法令違反の事実を厳粛に受け止め、社内管理体制の強化及び社員教育の徹底等の再発防止を図

っている。 

役名 氏名 就任年月 現職

社外取締役 森川 敏雄 平成11年６月 株式会社三井住友銀行 名誉顧問

  佐々木 元 平成15年６月 日本電気株式会社 代表取締役会長 

  池田 守男 平成17年６月 株式会社資生堂 相談役

社外監査役 土肥 孝治 平成11年６月 弁護士

  興津  誠 平成18年６月
帝人株式会社 取締役会長
ナブテスコ株式会社 取締役会長 

  蒲野 宏之 平成19年６月 蒲野綜合法律事務所 代表弁護士



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、

以下「連結財務諸表規則」という。）第93条に基づき、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠 

して作成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  なお、第137期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第138期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて 

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第137期事業年度

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び第138期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日 

まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けている。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 株式会社小松製作所及び連結子会社 

※は「連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平 成 17 年 度 

（平成18年３月31日） 
平 成 18 年 度 

（平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

流動資産     

現金及び現金同等物 ※10 69,997 92,199 

定期預金   54 54 

受取手形及び売掛金 
－貸倒引当金（平成17年度11,786百万円、
平成18年度11,808百万円）控除後 

※１，５，10，
26 

397,998 478,063 

たな卸資産 ※１，６ 370,074 437,894 

売却予定資産 ※４ － 16,321 

繰延税金及びその他の流動資産 
※１，７，16，
20，21, 23, 
26 

109,778 119,214 

流動資産合計   947,901 57.4 1,143,745 62.0

長期売上債権 ※５ 72,844 4.4 73,669 4.0

投資     

関連会社に対する投資及び貸付金 ※１，８ 21,726 36,688 

投資有価証券 ※１，７，21 94,744 108,173 

その他   9,047 10,285 

投資合計   125,517 7.6 155,146 8.4

有形固定資産 
－減価償却累計額控除後 

※１，９，10，
17 

400,667 24.3 388,393 21.1

営業権 ※１，11 22,000 1.3 20,594 1.1

その他の無形固定資産 ※１，11 25,418 1.5 25,243 1.4

繰延税金及びその他の資産 
※１，16，20，
21, 26 

57,778 3.5 37,192 2.0

資産合計   1,652,125 100.0 1,843,982 100.0 



※は「連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

   
平 成 17 年 度 

（平成18年３月31日） 
平 成 18 年 度 

（平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

流動負債     

短期債務 ※10，12 98,130 102,248 

長期債務 
－１年以内期限到来分 

※10，12，17，
21 

84,580 72,486 

支払手形及び買掛金   304,776 365,065 

未払法人税等 ※16 37,004 54,933 

売却予定負債 ※４ － 7,919 

繰延税金及びその他の流動負債 
※１，16，20, 
  21 

164,353 182,529 

流動負債合計   688,843 41.7 785,180 42.6

固定負債     

長期債務 
※10，12，17，
21 

195,203 174,340 

退職給付債務 ※１，13 45,148 37,783 

繰延税金及びその他の負債 
※１，16，20，
21 

52,065 50,188 

固定負債合計   292,416 17.7 262,311 14.2

少数株主持分   47,869 2.9 19,774 1.1

契約残高及び偶発債務 ※19 － － 

      

（資本の部） ※１，14   

資本金 
－普通株式 
授権株式数 

平成17年度：3,955,000,000株 
平成18年度：3,955,000,000株 

発行済株式数 
平成17年度：  998,744,060株 
平成18年度：  998,744,060株 

自己株式控除後発行済株式数 
平成17年度：  993,645,492株 
平成18年度：  993,786,759株 

  67,870 67,870 

資本剰余金   136,137 137,155 

利益剰余金     

利益準備金   23,416 24,267 

その他の剰余金   376,522 517,450 

その他の包括利益（△損失）累計額 
※１，７，13，
15 

23,095 33,501 

自己株式 
－取得価額 

平成17年度：5,098,568株 
平成18年度：4,957,301株 

※14 △  4,043 △  3,526 

資本合計   622,997 37.7 776,717 42.1

負債及び資本合計   1,652,125 100.0 1,843,982 100.0 



②【連結損益計算書】 

 株式会社小松製作所及び連結子会社 

※は「連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

   

平 成 17 年 度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 
組替再表示後 ※１ 

平 成 18 年 度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

売上高 ※１，８ 1,612,140 100.0 1,893,343 100.0

売上原価 ※17，24 1,185,240 73.5 1,356,511 71.6 

販売費及び一般管理費 ※17，24 262,399 16.3 287,086 15.2 

長期性資産の減損 ※１ 4,791 0.3 81 0.0 

営業権の減損 ※１，11 3,041 0.2 －   

その他の営業収益（△費用） ※24 6,759 0.4 △  4,924 △ 0.3 

営業利益   163,428 10.1 244,741 12.9

その他の収益（△費用） ※24 △  7,649 △  8,250 

受取利息及び配当金   6,824 0.4 8,532 0.5

支払利息   △ 12,208 △ 0.7 △  15,485 △ 0.8

その他（純額）   △  2,265 △ 0.1 △  1,297 △ 0.1

継続事業税引前当期純利益   155,779 9.7 236,491 12.5

法人税等 ※１，16   

当期分   45,751 76,102 

繰延分   △  1,781 3,643 

合計   43,970 2.8 79,745 4.2

少数株主損益及び持分法投資損益調整前継続事業
当期純利益 

  111,809 6.9 156,746 8.3

少数株主損益   △  5,335 △ 0.3 △  6,580 △ 0.4

持分法投資損益   2,667 0.2 3,098 0.2

継続事業当期純利益   109,141 6.8 153,264 8.1

非継続事業当期純利益 ※４ 5,149 0.3 11,374 0.6

当期純利益   114,290 7.1 164,638 8.7

１株当たり当期純利益 ※１，18   

継続事業当期純利益       

基本的   109.94円 154.25円 

希薄化後   109.75円 153.97円 

非継続事業当期純利益       

基本的   5.19円 11.45円 

希薄化後   5.18円 11.43円 

当期純利益       

基本的   115.13円 165.70円 

希薄化後   114.93円 165.40円 

１株当たり配当金 ※１ 14.00円 23.00円 



③【連結資本及び剰余金計算書】 

 株式会社小松製作所及び連結子会社 

※は「連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

   
平 成 17 年 度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平 成 18 年 度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

資本金（普通株式）  

期首残高   67,870 67,870

期末残高   67,870 67,870

資本剰余金  

期首残高   135,792 136,137

自己株式の売却   345 394

新株予約権の付与 ※１，14 － 663

株式発行費   － △     39

期末残高   136,137 137,155

利益剰余金  

利益準備金  

期首残高   22,341 23,416

その他の剰余金からの振替   1,075 851

期末残高   23,416 24,267

その他の剰余金  

期首残高   277,196 376,522

当期純利益   114,290 164,638

現金配当   △ 13,889 △ 22,859

利益準備金への振替   △  1,075 △    851

期末残高   376,522 517,450

その他の包括利益（△損失）累計額  

期首残高   △ 21,485 23,095

その他の包括利益当期発生額（税控除後） ※15 44,580 20,263

財務基準書第158号による調整（税控除後） ※13 － △  9,857

期末残高   23,095 33,501

自己株式  

期首残高   △  4,570 △  4,043

自己株式の購入等   △  2,027 △    632

自己株式の売却等   2,554 1,149

期末残高   △  4,043 △  3,526

資本合計   622,997 776,717

包括利益の注記  

当期純利益   114,290 164,638

その他の包括利益当期発生額（税控除後） ※15 44,580 20,263

当期包括利益   158,870 184,901



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 株式会社小松製作所及び連結子会社 

※は「連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

   
平 成 17 年 度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平 成 18 年 度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

当期純利益   114,290   164,638

当期純利益を営業活動による現金及び現金同等物 
の増加（純額）に調整するための修正 

    

減価償却費等   72,640 72,709 

法人税等繰延分   △  747 4,334 

有価証券及び投資有価証券売却損益   △ 20,989 △ 19,101 

有形固定資産売却損益   △  132 △   13 

固定資産廃却損   8,284 2,121 

長期性資産の減損   4,899 81 

未払退職金及び退職給付債務の増減   5,123 1,078 

資産及び負債の増減     

受取手形及び売掛金の増減   △ 58,821 △ 93,141 

たな卸資産の増減   △ 52,228 △ 73,448 

支払手形及び買掛金の増減   32,360 70,693 

未払法人税等の増減   24,532 19,680 

その他（純額）   6,896 21,817 12,493 △ 2,514

営業活動による現金及び現金同等物の増加 
（純額） 

  136,107   162,124

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の購入   △112,915   △122,860

有形固定資産の売却   12,915   17,626

売却可能投資有価証券の売却   4,112   1,844

売却可能投資有価証券等の購入   △ 5,681   △ 6,737

子会社株式の売却（現金流出額との純額）   26,610   35,368

子会社及び持分法適用会社株式の取得 
（現金取得額との純額） 

  △ 10,464   △ 24,621

貸付金の回収   12,874   5,736

貸付金の貸付   △ 9,244   △ 5,974

定期預金の増減   1   △   2

投資活動による現金及び現金同等物の減少 
（純額） 

  △ 81,792   △ 99,620

財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期債務による調達   51,432   44,781

長期債務の支払   △118,165   △ 74,943

短期債務の増減（純額）   7,108   22,526

キャピタルリース債務の減少   △ 10,473   △ 11,411

自己株式の売却及び取得（純額）   527   517

配当金支払   △ 13,889   △ 22,859

財務活動による現金及び現金同等物の減少 
（純額） 

  △ 83,460   △ 41,389

為替相場変動による現金及び現金同等物への影響額   1,632   1,087

現金及び現金同等物純増減額   △ 27,513   22,202

現金及び現金同等物期首残高   97,510   69,997

現金及び現金同等物期末残高   69,997   92,199

      



連結財務諸表に関する注記 

１．経営活動の概況、連結財務諸表の作成基準及び重要な会計方針 

経営活動の概況 

 当社及び連結子会社は、世界全域で各種建設・鉱山機械を主に製造、販売するほか、産業機械・車両等の

製造、販売及びその他の事業、温度制御機器事業を含むエレクトロニクスの事業活動を行っている。 

平成18年度における連結売上高の事業別の構成比は次のとおりである。 

建設・鉱山機械－82.8％、産業機械・車両他－15.7％、エレクトロニクス－1.5％。 

製品は主としてコマツブランドで、各国の販売子会社及び販売代理店を通じて販売している。これら子会社

と販売代理店はマーケティングと物流を担当し、主にその担当地域の再販店を通して販売している。平成18

年度の連結売上高の74.3％は日本以外の市場向けで、米州が28.4％、欧州・CISが17.1％、中国が6.8％、ア

ジア（日本、中国を除く）及びオセアニアが13.4％、中近東及びアフリカが8.6％となっている。 

当社及び連結子会社の生産活動は、主に日本、米国、ドイツ、英国、スウェーデン、インドネシア、ブラジ

ル、イタリア、中国の工場で行っている。 

連結財務諸表の作成基準 

① 当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して作成している。 

なお、当期に組み替えが行なわれた場合、当期の表示に合わせて過年度の表示を組み替えている。 

② 当連結財務諸表上では、連結会社の会計帳簿には記帳されていないいくつかの修正が加えられている。

それらは主として注記26．「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法について－④会計処理基準につい

て」で述べられている日米会計基準の相違によるものである。 

連結財務諸表の作成状況及び米国証券取引委員会における登録状況 

 当社は昭和39年の欧州における外貨建転換社債の発行を契機として、昭和38年より米国会計基準での連結

財務諸表を作成している。また、当社は昭和45年の新株式発行に伴い、米国株主に対する割当てのために普

通株式を米国証券取引委員会に登録した。以来、外国発行会社として、米国1934年証券取引法に基づいて、

米国会計原則に基づいて作成された連結財務諸表を含む年次報告書を米国証券取引委員会に届け出、登録す

ることが義務付けられている。 

重要な会計方針 

① 連結及び投資 

 当連結財務諸表は一部の重要性のない子会社を除き、当社及び当社が持分の過半数を所有する国内外の

すべての子会社の財務諸表を含んでいる。米国財務会計基準審議会解釈指針第46号（平成15年12月に改

訂。解釈指針第46号改）「変動持分事業体の連結」に従って当社が便益の主たる受益者に該当すると判断

したため連結しなければならない変動持分事業体の諸勘定は連結財務諸表に反映される。 

 当社及び連結子会社が、20％から50％を所有し営業及び財務の方針に関して重要な影響を与えることの

できる関連会社に対する投資は、持分法によって評価している。 

② 在外子会社の財務諸表項目の換算 

 在外子会社の財務諸表項目の換算は、米国財務会計基準審議会基準書（以下「財務基準書」という）第

52号「外貨換算」に準拠して行っており、資産及び負債は期末時の為替レートで、収益及び費用は各年度

の平均為替レートで換算している。その結果生じた外貨換算差額は、資本の部にその他の包括利益（△損

失）累計額として表示している。すべての外貨為替差損益は、発生した期間のその他の収益（△費用）に

含まれている。 



③ 貸倒引当金 

 当社及び連結子会社は、売上債権に対する貸倒見積額を貸倒引当金として計上している。貸倒見積額

は、一般債権については過去の貸倒実績率、回収懸念債権等特定の債権については顧客ごとの信用状況及

び期日未回収債権の状況調査に基づいて決定している。なお、破産申請や業績悪化等により顧客の支払能

力に疑義が生じたときは、個別に追加的な引当金を計上している。また、貸倒見積額は顧客の状況に応じ

て修正している。 

④ たな卸資産 

 たな卸資産の評価方法は低価法を採用している。 

 たな卸資産の取得原価は、製品及び仕掛品は個別法、原材料及び貯蔵品は総平均法で算定している。ま

た、補給部品の取得原価については主として先入先出法により算定しているが、一部で後入先出法を使用

している。 

⑤ 投資有価証券 

 財務基準書第115号「特定の債券及び株式への投資の会計処理」に従い、平成17年度及び平成18年度に

おいて、負債証券及び市場性ある持分証券は、売却可能投資有価証券として分類され、公正価額で評価さ

れている。公正価額の変動は、連結貸借対照表のその他の包括利益（△損失）累計額の一部を構成してい

る。投資有価証券の公正価額の減価が一時的か否かの判断と、市場価格の下落の期間とその程度につい

て、被投資会社の財政状態及び将来の業績予想等の観点から定期的に評価を行っている。公正価額が６ヵ

月以上にわたって原価を下回っている場合は一時的でないと判断し、原価額を公正価額まで切り下げてい

る。 

 原価で評価されている投資有価証券の減価が一時的か否かの判断において、当社は各被投資会社の財政

状態及び将来の業績予想等を考慮している。認識すべき減価額は、帳簿価額が見積り公正価額を上回る金

額であり、見積り公正価額は割引キャッシュ・フローまたはその他の適切な評価方法により算定されてい

る。 

⑥ 有形固定資産及び減価償却の方法 

 有形固定資産は取得価額（減価償却累計額控除後）で表示されており、減価償却費は見積耐用年数に基

づき、主として、定率法によって計算されている。 

 平成17年度及び平成18年度の平均償却率は、建物が共に約８％、機械装置他がそれぞれ約26％及び約

27％となっている。 

 当社及び連結子会社の平均耐用年数は建物が約26年、機械装置他が約７年となっている。 

 当社及び連結子会社は、財務基準書第13号「リースの会計処理」を適用し、特定の機械装置他をキャピ

タルリースとして資産計上している。 

 平成18年３月31日現在及び平成19年３月31日現在においてキャピタルリースとして資産計上された有形

固定資産は、取得価額がそれぞれ72,700百万円及び81,618百万円、減価償却累計額がそれぞれ26,864百万

円及び26,145百万円である。 

 通常の修繕費用は発生時に費用計上し、規模の大きな更新や改善については資産計上している。固定資

産が廃棄あるいは処分された時には、当該取得価額と減価償却累計額は連結貸借対照表より除外し、両者

の差額を連結損益計算書のその他の営業収益（△費用）に計上している。 

⑦ 営業権及びその他の無形固定資産 

 当社及び連結子会社は、財務基準書第141号「企業結合」及び財務基準書第142号「営業権及びその他の

無形固定資産」を適用している。財務基準書第141号は、企業結合についてパーチェス法で会計処理され

ること、また、企業結合における無形固定資産の定義を明確化することを求めている。財務基準書第142

号は、営業権の償却を中止し、各年度での減損テストの実施を要求している。さらに、財務基準書第142

号は耐用年数が明確に見積り可能な無形固定資産について、見積耐用年数で償却し、財務基準書第144号

「長期性資産の減損又は処分の会計処理」に従い減損テストをすることを求めている。資産の帳簿価額が

割引前見積りキャッシュ・フローを超える場合、減損損失が認識される。減損損失の額は、割引キャッシ

ュ・フロー計算により算出した資産の公正価値と帳簿価額との差額として計算される。耐用年数が明らか

ではない無形固定資産については耐用年数が明らかになるまでの期間は償却せず、無形固定資産の公正価

値に基づき各年度での減損テストを実施することが求められている。 



⑧ 収益の認識 

 当社及び連結子会社は、(1）取引を裏付ける説得力のある証拠が存在し、(2）顧客やディーラに対する

製品の引渡しあるいは役務の提供が実行され、(3）販売価格が確定または確定可能であり、(4）代金の回

収可能性が合理的に確保された場合に収益を認識している。 

 建設・鉱山機械、産業機械及び車両の販売による収益は、製品の所有権及び所有に関わるリスクがすべ

て外部の顧客やディーラに移転した時点で認識している。これは顧客やディーラの検収または据付工事の

完了の時点となる。検収条件は顧客やディーラとの契約や協定によって決定される。製品、据付、メンテ

ナンスなどの組み合わせによる多様な取引契約については、米国発生問題専門委員会基準書第00－21号

「複数の物品・サービス等を提供する取引における収益の認識」に規定されている別個の会計単位の要件

を満たす場合、会計単位ごとにその公正価値に基づき収益を計上している。当社及び連結子会社は、主に

大型プレス等の大型産業機械の販売に関連して、輸送または据付指導の役務提供契約を顧客と別途締結す

る場合があるが、これらの役務収益については、製品の販売とは別に契約条件に基づき役務の提供が完了

した時点で認識している。 

 修理保守や輸送サービスによる収益は、役務の提供が完了した時点で認識している。当社及び連結子会

社は、長期にわたる固定価格でのメンテナンス契約を顧客と締結している場合があるが、この役務収益は

契約期間にわたって認識している。 

 当社の一部の連結子会社は、建設機械を顧客にレンタルしているが、この賃貸収益は定額法により賃貸

期間にわたって認識している。 

 なお、収益は売上値引き控除後で計上している。 

⑨ 法人税等 

 財務基準書第109号「法人所得税の会計処理」に従い、資産負債法により法人税等を計算している。繰

延税金資産及び負債は、財務諸表上の資産及び負債の計上額とそれらに対応する税務上の金額との差異、

並びに税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除に係る将来の税効果額に基づいて認識されている。当該繰延

税金資産及び負債は、それらの一時差異及び繰延が解消あるいは実現すると見込まれる年度の課税所得に

対して適用されると見込まれる法定税率を使用して算出されている。税率変更による繰延税金資産及び負

債への影響は、その税率変更に関する法律の制定日を含む年度の期間損益として認識されることになる。

税法または税率の変更により、その他の包括利益（△損失）累計額に蓄積されている残存税率差について

は、個別に取崩しを行っている。 

⑩ 製品保証引当金 

 製品販売後のアフターサービス費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき必要額をその他の流動負

債に計上している。 

⑪ 退職後給付 

 退職年金制度については、重要でない一部の子会社を除いて財務基準書第87号「事業主の年金会計」及

び財務基準書第158号「給付建年金及び他の退職後給付制度に関する雇用主の会計処理－財務基準書第87

号、第88号、第106号及び第132号改の改訂」を適用している。また、退職金制度を有する一部の国内子会

社では、確定給付債務（従業員の期末自己都合要支給額）を退職給付債務として計上している。 

 年金数理計算上の純損益の償却は、当社及び連結子会社の当期年金費用を構成している。期首時点にお

いて純損失が予測給付債務及び年金資産の公正価値のうち、大きい方の10％を超える場合は、償却として

費用計上している。その場合、従業員の平均残存勤務年数で均等償却している。年金資産の期待収益率

は、過去の年金資産の長期収益率をもとに決定している。年金計算で用いられている割引率は、現在入手

可能で、かつ給付期間にわたって入手可能と予想される格付けの高い確定利付債の市場金利に基づいて決

定している。 



⑫ ストック・オプション制度 

 当社は、平成18年度から修正将来法により財務基準書第123号（平成16年12月に改訂。財務基準書第123

号改）「株式に基づく報酬の会計処理」を適用している。財務基準書第123号改に従い、報酬コストを公

正価値基準法により認識している。報酬コストは、ストック・オプションの権利付与日における公正価値

として算定され、権利確定日までの期間にわたって費用計上されている。 

 なお、平成17年度においては、米国会計審議会原則意見書（以下「原則意見書」という）第25号「従業

員に発行した株式の会計処理」により規定された本源的価値基準法を採用しており、権利行使価格は権利

付与日の株価を上回っていたので、追加的に報酬コストは発生していない。 

 次の表は、平成17年度において、財務基準書第123号改により規定された公正価値基準法に基づき計算

した場合、報酬コストが当社の当期純利益にどのような影響を与えたかを表した仮定の数値である。 

⑬ １株当たりの情報 

 基本的１株当たり当期純利益は当期純利益を各年度の自己株式控除後の平均発行済普通株式数で除して

算出している。希薄化後１株当たり当期純利益は予想される希薄化がある場合には、それを反映して算出

している。すなわち、すべての希薄化効果のあるストック・オプションは行使されたものとし、平均市場

価格で払込金により購入できるとみなされる自己株式数を控除したものを使用している。 

 連結損益計算書に表示した１株当たり配当金は承認され、各事業年度に支払われた額をもとに算定して

いる。 

⑭ 連結キャッシュ・フロー計算書 

 連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、現金及び現金同等物は取得日から満期日までの期間が

３カ月以内の流動性の高い短期金融資産を含んでいる。 

⑮ 金融派生商品 

 当社及び連結子会社は、金利の変動や為替の変動リスクをヘッジするために、さまざまな金融派生商品

を利用している。当社は、金融派生商品について改訂後の財務基準書第133号「金融派生商品及びヘッジ

活動に関する会計処理」に従って処理している。当該基準書は、他の金融商品に組み込まれている金融派

生商品を含むすべての金融派生商品を公正価額で資産または負債として、貸借対照表に計上することを要

求している。当該基準書のもとでヘッジとして認められない金融派生商品の公正価額の変動及びヘッジの

非有効部分については当期の損益に計上される。公正価値ヘッジとして有効な金融派生商品の公正価額の

変動は、ヘッジ対象の公正価額の変動と共に発生した期の損益に計上される。公正価額の変動のうちキャ

ッシュ・フローヘッジとして有効な部分については、その他の包括利益（△損失）累計額に計上され、ヘ

ッジ対象が損益として認識されたときに損益に計上される。 

  平成17年度 

    百万円

当期純利益   114,290 

報酬コスト   699 

仮定 当期純利益   113,591 

      

１株当たり当期純利益－基本的及び希薄化後     

    平成17年度 

    円

基本的－財務数値   115.13 

基本的－仮定数値   114.42 

希薄化後－財務数値   114.93 

希薄化後－仮定数値   114.23 



⑯ 長期性資産の減損及び処分予定の長期性資産に関する会計 

 当社は財務基準書第144号に従い、使用目的で保有している長期性資産及び特定の無形固定資産につ

き、資産の帳簿価額相当が回収できないという事象や状況の変化が生じた場合には、その資産から生じる

キャッシュ・フローに基づき、減損に関する検討を実施している。使用目的で保有している資産の減損

は、当該資産の使用及びその後の処分から生じると予測される割引前見積りキャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回った場合に認識される。減損損失は、その資産の帳簿価額がその公正価額を上回った額と

して測定される。また、処分予定の長期性資産及び特定の無形固定資産について、帳簿価額もしくは売却

に要する費用を控除した公正価額のうちどちらか低い価額で評価している。 

⑰ 見積りの使用 

 当社は米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に従って、種々の仮定と見積りを行っている。それ

らの仮定と見積りは、連結財務諸表上の資産・負債・収益・費用の計上金額に影響を及ぼしている。実際

の結果がこれらの見積りと異なることもあり得る。当社は仮定と見積りについて、６分野において財務諸

表に特に重要な影響を及ぼすと認識している。それらは、貸倒引当金の設定、長期性資産及び営業権の減

損、退職給付債務及び費用、金融商品の公正価額、繰延税金資産の認識、売上債権の証券化である。 

⑱ 新会計基準 

 平成18年２月に、財務基準書第155号「特定の混成金融商品に関する会計処理－財務基準書第133号及び

財務基準書第140号「金融資産の譲渡及びサービス業務並びに負債の消滅に関する会計処理」の改訂」が

公表された。財務基準書第155号は、デリバティブを包含するすべての混成金融商品について、公正価値

による再測定を許容している。また、証券化した金融商品中の権益が、独立したデリバティブか、デリバ

ティブを包含する混成金融商品かを識別するための、当該権益の評価要求を設定している。財務基準書第

155号は、平成18年９月15日より後に開始する連結会計年度より適用され、当社においては平成19年４月

１日より開始する連結会計年度から適用となる。当社は、当該基準書が当社の財政状態及び経営成績に与

える影響を検討しているが、重要な影響はないと考えている。 

 平成18年３月に、財務基準書第156号「金融資産のサービスに関する会計処理－財務基準書第140号の改

訂」が公表された。財務基準書第156号は、財務基準書第140号を改訂することにより、サービス資産及び

サービス負債に関する会計処理を明確にしている。特に財務基準書第156号は、実務上可能な場合には、

すべての個別に認識したサービス資産及びサービス負債を、認識した時点で、公正価値により認識するこ

とを要求している。財務基準書第156号は、平成18年９月15日より後に開始する連結会計年度より適用さ

れ、当社においては平成19年４月１日より開始する連結会計年度から適用となる。当社は、当該基準書が

当社の財政状態及び経営成績に与える影響を検討しているが、重要な影響はないと考えている。 

 平成18年６月に、解釈指針第48号「法人税等の不確実性に関する会計処理－財務基準書第109号の解

釈」が公表された。解釈指針第48号は、財務基準書第109号「法人所得税の会計処理」に従って認識する

法人所得税について、税務上の取扱いが不確実な場合における会計処理を明確にするものである。また、

解釈指針第48号は、認識の中止、計上区分、利息及び課徴金、期中の会計処理、開示及び移行措置につい

ての指針を提供している。解釈指針第48号は、平成18年12月15日より後に開始する連結会計年度より適用

され、当社においては平成19年４月１日より開始する連結会計年度から適用となる。当社は、当該解釈指

針が当社の財政状態及び経営成績に与える影響を検討しているが、重要な影響はないと考えている。 

 平成18年９月に、財務基準書第157号「公正価値による測定」が公表された。財務基準書第157号は、公

正価値を定義し、公正価値を測定するための枠組みを確立するとともに、公正価値の測定に関する開示の

拡大を要求している。財務基準書第157号は、平成19年11月15日より後に開始する連結会計年度より適用

され、当社においては平成20年４月１日より開始する連結会計年度から適用となる。当社は、当該基準書

が当社の財政状態及び経営成績に与える影響を検討しているが、重要な影響はないと考えている。 

 平成19年２月に、財務基準書第159号「金融資産及び金融負債に関する公正価値の選択－財務基準書第

115号の改訂を含む」が公表された。財務基準書第159号は、特定の金融資産及び金融負債を公正価値で測

定することを選択できることを規定しており、公正価値を選択した項目に関する未実現損益は損益に計上

される。財務基準書第159号は、平成19年11月15日より後に開始する連結会計年度より適用され、当社に

おいては平成20年４月１日より開始する連結会計年度から適用となる。当社は、当該基準書が当社の財政

状態及び経営成績に与える影響を検討しているが、重要な影響はないと考えている。 



⑲ 組替 

 平成18年度において連結損益計算書の表示をマルチプルステップ方式に変更した。 

 平成17年度の連結損益計算書についても、平成18年度の表示に合わせて組替表示している。 

 この組替による連結貸借対照表及び連結キャッシュ・フロー計算書への影響はない。 

⑳ 非継続事業 

 連結財務諸表注記のうち連結損益計算書関連の注記については、平成18年度に非継続となった事業の数

値を含んでいない。 

２．補足的キャッシュ・フロー情報 

 連結キャッシュ・フロー計算書の補足的情報は次のとおりである。 

３．企業結合の状況 

 平成17年７月に、当社の100％出資子会社であるコマツアメリカ㈱は、アドバンスト・シリコン・マテリア

ルズ㈲の持分の75％をノルウェーのリニューアブル・エナジー社の米国子会社であるソーラー・グレード・シ

リコン・ホールディングス社へ売却し、残りの25％持分を保有している。売却時に同社の持分はユニットＡと

ユニットＢに区分され、ユニットＡにのみ議決権がある。また売却時にコマツ電子金属㈱（現ＳＵＭＣＯ Ｔ

ＥＣＨＸＩＶ㈱）は同社と材料の長期供給契約を締結した。コマツアメリカ㈱の保有する25％持分は、ユニッ

トＢに区分される持分のため議決権はない。ただし、同社の清算や材料の長期供給契約に関連する特定の事項

については、ユニットＢの同意が必要となる。また、ユニットＢを保有することによって、コマツアメリカ㈱

は将来にわたって同社から利益配当を受けたり損失を被ることはない。 

 同社の売却により当社は18,340百万円の売却益を認識し、その収益は平成17年度の連結損益計算書上、その

他の営業収益（△費用）の中に含まれている。売却日までの同社の業績はエレクトロニクスセグメントに含ま

れている。議決権のない25％持分は原価法で評価されており、その計上価額は連結財務諸表に重要な影響を与

えるものではない。 

 当社は保有する25％持分と材料の長期供給契約の諸条件を、米国発生問題専門委員会基準書第03－13号「廃

止事業を報告するか否かの判断における財務基準書第144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」の第42

項の要件の適用」に照らして評価し、当該持分は同社の事業と重要かつ継続的な関連性があると判断した。し

たがって、連結財務諸表では同社の財政状態及び経営成績を非継続事業としていない。 

年間現金支出額 
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

利息支払額 12,963 15,513 

法人税等支払額 26,929 75,058 

非現金支出項目 
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

リース資産計上による影響     

キャピタルリース債務の発生額 23,713 23,584 



４．非継続事業 

 当社が保有していた、エレクトロニクスセグメントに属するコマツ電子金属㈱（現ＳＵＭＣＯ ＴＥＣＨＸ

ＩＶ㈱）の株式61.9％のうち51.0％を平成18年10月18日に㈱ＳＵＭＣＯに譲渡したことに伴い、コマツ電子金

属㈱及び同社の子会社は、当社の連結範囲から除外された。 

 また、産業機械・車両他セグメントに属する小松ゼノア㈱の農林機器事業をスウェーデンのハスクバーナ社

（Ｈｕｓｑｖａｒｎａ ＡＢ）の日本子会社に譲渡することで、平成19年１月30日に正式契約を締結したこと

に伴い、小松ゼノア㈱の農林機器事業及び同社の農林機器事業に係る子会社については、当社の連結範囲から

除外されることとなる。（平成19年４月２日譲渡）。 

 コマツ電子金属株式の譲渡に係る損益並びに同社及び同社の子会社の損益、また小松ゼノア㈱の農林機器事

業及び同社の農林機器事業に係る子会社の損益は、財務基準書第144号の規定に従い、税引後の金額を連結損

益計算書に非継続事業当期純利益として表示している。小松ゼノア㈱の農林機器事業及び同社の農林機器事業

に係る子会社の資産及び負債は、当連結会計年度末の連結貸借対照表上、それぞれ売却予定資産及び売却予定

負債として表示している。連結キャッシュ・フロー計算書上は、非継続事業のキャッシュ・フローは独立表示

せずに継続事業のキャッシュ・フローと合算して表示している。 

 平成17年度及び平成18年度における非継続事業に係る主な財務情報は次のとおりである。 

 平成19年３月31日現在における売却予定資産及び売却予定負債の主な内訳は次のとおりである。 

  
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

売上高 89,829 63,416 

税引前当期純利益（平成18年度は譲渡に係る

損益18,769百万円を含む。） 
13,294 29,544 

法人税等 3,051 14,566 

少数株主損益 △ 5,132 △ 3,613 

持分法投資損益 38 9 

非継続事業当期純利益  5,149 11,374 

売却予定資産 
平成19年３月31日 

（百万円） 

受取手形及び売掛金 9,088 

たな卸資産 3,567 

有形固定資産 1,874 

その他の資産 1,792 

計 16,321 

売却予定負債 
平成19年３月31日 

（百万円） 

短期債務 1,294 

支払手形及び買掛金 4,242 

その他の負債 2,383 

計 7,919 



５．受取手形及び売掛金 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在における売上債権の内訳は次のとおりである。 

 割賦受取債権及びリース債権（前受利息控除後）は、受取手形及び売掛金並びに長期売上債権に含めてい

る。リース債権は、主に小松フォークリフト㈱が、顧客にフォークリフトを賃貸することにより生じたもので

ある。この賃貸は財務基準書第13号に基づき販売型リースに分類され、販売収入は賃貸開始時に認識されてい

る。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の最低年間賃貸料残高は次のとおりである。 

 平成17年度及び平成18年度中におけるすべての証券化取引から生じたキャッシュ・フローは、受取手形及び

売掛金の売却による入金額382,669百万円及び355,627百万円である。 

 当社と一部の連結子会社は債権の証券化取引により証券化された債権の回収責任を負っているが、第三者と

の契約に基づく回収手数料は受取っていない。当社とこれらの連結子会社には、投資家や信託銀行に対し、債

務者が債務不履行となっても返済の義務は負わない会社と有限の返済義務を負う会社がある。ただし、そのよ

うな有限の返済義務に対しては、潜在的な損失に備えて適切な引当がされている。一部の米国の連結子会社を

除き、当社とこれらの連結子会社は、譲渡した債権に対するいかなる権利も有していない。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在における証券化した資産とともに管理される他の資産の内訳は

次のとおりである。 

 米国の連結子会社の有する、遡及条項を含む留保持分は、投資家持分に劣後している。またその公正価額

は、加重平均期間、期間に亘る早期償還速度、期間に亘る予定信用損失等の主要な仮定を用い、将来キャッシ

ュ・フローの現在価値に基づいて見積られている。 

 平成17年度及び平成18年度中に完了した証券化に係る主要な仮定は次のとおりである。 

  
平成18年３月31日 

（百万円） 
平成19年３月31日 

（百万円） 

受取手形 98,085 136,837 

売掛金 311,699 353,034 

計 409,784 489,871 

貸倒引当金 △ 11,786 △ 11,808 

売上債権－短期 397,998 478,063 

長期売上債権 72,844 73,669 

  
平成18年３月31日 

（百万円） 
平成19年３月31日 

（百万円） 

最低年間賃貸料残高 20,298 22,935 

未認識金利残高 △ 1,842 △ 2,212 

最低年間賃貸料残高（純額） 18,456 20,723 

  
平成18年３月31日 

（百万円） 
平成19年３月31日 

（百万円） 

売上債権合計額 654,638 748,478 

証券化された売上債権額 △172,010 △184,938 

貸借対照表上の売上債権額 482,628 563,540 

  
平成17年度 平成18年度 

加重平均期間 31ヵ月   30ヵ月 

期間に亘る早期償還速度 0.6％   0.7％ 

期間に亘る予定信用損失 1.6％   1.0％ 



 平成17年度及び平成18年度中の留保持分の帳簿価額は、それぞれ817百万円（負債）及び202百万円（負債）

であった。平成19年３月31日現在、主要な仮定が10％から20％変化しても、留保持分の公正価額に与える影響

は重要ではない。 

６．たな卸資産 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在のたな卸資産の内訳は次のとおりである。 

７．投資有価証券 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の投資有価証券は主として売却可能投資有価証券である。当社

及び連結子会社は、これらの投資有価証券を１年以内に売却する予定はない。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の主な投資有価証券の種類別の原価額、未実現保有利益、未実

現保有損失及び公正価額は次のとおりである。 

 その他の投資有価証券は、主に市場性のない持分証券である。 

 一時的と考えられる未実現保有損益は、実現するまでその他の包括利益（△損失）累計額に区分計上されて

いる。 

 平成17年度及び平成18年度の売却可能投資有価証券の売却手取金額は、それぞれ4,112百万円及び1,844百万

円である。 

 平成17年度及び平成18年度の売却可能投資有価証券の売却損益は、純額でそれぞれ18百万円の売却益及び

344百万円の売却益で、連結損益計算書のその他の収益（△費用）の中に含まれている。有価証券及び投資有

価証券の売却原価は平均原価法で算定している。 

  
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

製品（含む補給部品） 243,164 294,154 

仕掛品 78,869 85,687 

原材料及び貯蔵品 48,041 58,053 

計 370,074 437,894 

        平 成 18 年 ３ 月 31 日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

    百万円  百万円  百万円  百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある持分証券   18,341   63,514   111   81,744 

その他の投資有価証券   13,000   －   －   13,000 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  415   －   －   415 

    31,756   63,514   111   95,159 

                  

        平 成 19 年 ３ 月 31 日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

    百万円  百万円  百万円  百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある持分証券   24,589   68,167   57   92,699 

その他の投資有価証券   15,474   －   －   15,474 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  417   －   －   417 

    40,480   68,167   57   108,590 

                  



８．関連会社に対する投資及び貸付金 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の関連会社に対する投資及び貸付金は次のとおりである。 

 関連会社に対する投資及び貸付金は、主に20％から50％を所有し営業及び財務の方針に関して重要な影響を

与えることのできる会社に対するものである。 

 平成17年度及び平成18年度における関連会社からの受取配当金は、それぞれ130百万円及び679百万円であ

る。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、関連会社に対する受取手形及び売掛金は、それぞれ27,763百

万円及び30,919百万円、短期貸付金は、それぞれ2,064百万円及び2,764百万円であり、また、支払手形及び買

掛金は、それぞれ7,560百万円及び9,164百万円である。 

 平成17年度及び平成18年度における関連会社に対する売上高は、それぞれ56,916百万円及び54,731百万円で

ある。 

 関係会社間の未実現損益は連結財務諸表上、消去されている。 

 平成18年度の連結上の未処分利益には持分法により処理されている会社の未分配利益に対する連結会社の持

分6,068百万円が含まれている。 

 平成19年３月31日現在、関連会社に対する投資の連結貸借対照表計上額が関連会社の純資産に対する当社及

び連結子会社の持分を超過する金額は5,487百万円である。この超過金額は主に持分法適用開始時に生じた暖

簾の金額より構成されている。 

 平成19年３月31日現在、関連会社に対する投資には証券市場に上場している株式が含まれており、その連結

貸借対照表計上額及び時価は、それぞれ13,288百万円及び20,294百万円である。 

 平成17年度及び平成18年度の関連会社に関する要約財務情報は次のとおりである。 

  
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

投資 16,559 32,647 

貸付金 5,167 4,041 

計 21,726 36,688 

  
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

流動資産 98,735 163,411 

有形固定資産－減価償却累計額控除後 35,992 64,245 

投資及びその他の資産 7,272 18,785 

資産合計    141,999 246,441 

流動負債 77,376 139,661 

固定負債 23,625 33,515 

資本 40,998 73,265 

負債・資本合計 141,999 246,441 

売上高 176,250 197,434 

当期純利益 4,700 6,486 



９．有形固定資産 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の有形固定資産の内訳は次のとおりである。 

10．担保資産 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の短期債務、長期債務及び保証債務の担保に供している資産は

次のとおりである。 

 上記の担保資産を対応する債務の種類別に分類すると次のとおりである。 

  
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

取得価額     

土地 83,119 78,437 

建物 278,696 278,214 

機械装置他 611,725 561,416 

建設仮勘定 14,737 8,250 

計 988,277 926,317 

減価償却累計額 587,610 537,924 

期末残高 400,667 388,393 

  
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

現金及び現金同等物 727 881 

受取手形及び売掛金 30 － 

有形固定資産－減価償却累計額控除後 2,853 500 

計 3,610 1,381 

  
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

連結貸借対照表に表示されている債務     

短期債務 1,408 － 

長期債務 1,475 500 

保証債務 727 881 

計 3,610 1,381 



11．営業権及びその他の無形固定資産 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の、営業権を除く無形固定資産は次のとおりである。 

 平成17年度及び平成18年度の償却対象無形固定資産の償却費合計額は、それぞれ5,665百万円及び5,656百万円

である。（当連結会計年度に非継続事業となった事業に係る償却費は、平成17年度及び平成18年度の償却費合計

額には含まれていない。） 

 また、平成19年３月31日現在、連結貸借対照表に計上されている償却対象無形固定資産に係る次期以降５年間

における見積償却費は次のとおりである。 

年度 

 平成17年度及び平成18年度における営業権の帳簿価額の変動は次のとおりである。 

 平成19年３月31日現在の営業権は、建設・鉱山機械セグメントに20,569百万円、産業機械・車両他セグメント

に25百万円割り当てられている。 

 平成18年度において、建設・鉱山機械セグメントに属する連結子会社の税務上の繰越欠損金、及び将来減算一

時差異に対する繰延税金資産を1,387百万円認識した。これに伴い、同額の営業権が減少している。 

 平成17年度において、建設・鉱山機械セグメントに属する連結子会社の営業権の減損を3,041百万円実施し

た。これは、その連結子会社が所在する地域の市況が予想を下回り、取得時に期待されたレベルの収益が見込め

なくなったことによるものである。また、エレクトロニクスセグメントにおける営業権の減損認識額は540百万

円である。これらの減損認識額は、営業権が割り当てられている報告単位の簿価総額が、将来の見積りキャッシ

ュ・フローに基づいて算定された公正価値の見積り額を上回る額に基づいている。 

 平成17年度に取得した営業権は、主にコマツインドネシア㈱の株式を追加取得したことによるものである。取

得した営業権は、建設・鉱山機械セグメント及び産業機械・車両他セグメントに割り当てられている。 

12．短期債務及び長期債務 

① 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の短期債務は主として銀行借入である。 

平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の短期債務の加重平均利率は、それぞれ3.8％及び5.0％であ

る。 

当社と一部の連結子会社は金融機関との間に合計43,192百万円のコミットメントライン契約を締結してお

り、平成19年３月31日現在の未使用枠36,438百万円はすべて即時利用可能である。また当社は、80,000百万

円のコマーシャルペーパープログラムを保有しており、平成19年３月31日現在、全額が未使用となってい

る。この未使用枠は通常の手続きを実施することにより利用可能となる。 

  平成18年３月31日   平成19年３月31日 

  取得価額 償却累計額 期末残高   取得価額 償却累計額 期末残高 

  百万円 百万円 百万円  百万円 百万円 百万円

償却対象無形固定資産             

ソフトウェア 26,941 △16,751 10,190  23,541 △11,553 11,988

その他 10,476 △ 2,692 7,784  11,776 △ 3,714 8,062

合計 37,417 △19,443 17,974  35,317 △15,267 20,050

             

非償却無形固定資産     7,444     5,193

その他無形固定資産合計     25,418     25,243

平成19年 4,517百万円 

平成20年 4,186 

平成21年 3,567 

平成22年 2,503 

平成23年 1,513 

  
平成17年度 平成18年度 

  百万円  百万円

期首残高 21,277   22,000 

当期取得額 3,904   124 

減損認識額 △ 3,581   － 

繰延税金資産認識による振替額 －   △ 1,387 

外貨換算修正額 400   57 

その他 －   △   200 

期末残高 22,000   20,594 



② 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の長期債務の内訳は次のとおりである。 

③ 当社、コマツファイナンスアメリカ㈱及びオランダコマツファイナンス㈲は、ロンドン証券取引所に10億

米ドルのユーロ・ミディアム・ターム・ノート（MTN）プログラムを平成７年度に登録し、平成11年４月１

日付でMTNプログラムの登録金額を12億米ドルに増額した。また、平成15年10月14日に欧州コマツコーディ

ネーションセンター㈱は、このプログラムに発行体として追加登録された。 

 なお、平成19年３月31日現在で、発行体として登録されているのは、当社、コマツファイナンスアメリカ

㈱及び欧州コマツコーディネーションセンター㈱である。 

 このプログラムに基づき、それぞれの発行体はディーラーとの間で合意されたすべての通貨の債券を発行

できる。コマツファイナンスアメリカ㈱はいくつかの異なる利率と返済期限を持つMTNを総額で平成17年度

に12,000百万円、平成18年度に26,500百万円発行した。欧州コマツコーディネーションセンター㈱はいくつ

かの異なる利率と返済期限を持つMTNを総額で平成17年度に6,500百万円、平成18年度に13,500百万円発行し

た。 

 また、当社は100,000百万円の社債発行枠を登録している。 

  
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

担保付長期債務（注記10）     

銀行、保険会社等 最終返済期限  平成24年 

加重平均利率  9.7％ 
417 339 

無担保長期債務     

銀行、保険会社等     最終返済期限  平成29年 

加重平均利率  2.2％ 
137,226 86,914 

ユーロ・ミディアム・ターム・ノート 

最終返済期限  平成24年 

加重平均利率  5.1％ 

57,071 64,486 

平成19年満期1.07％無担保社債 20,000 20,000 

平成21年満期1.45％無担保社債 10,000 10,000 

キャピタルリース債務（注記17） 47,692 55,882 

その他の債務 7,377 9,205 

計 279,783 246,826 

１年内期限到来分 △ 84,580 △ 72,486 

長期債務－１年以内期限到来分控除後 195,203 174,340 



④ 国内における大部分の長短銀行借入金は、一般的な銀行取引約定に基づいて行われている。 

⑤ 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の長期債務の決算日後の返済額は次のとおりである。ただ

し、平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の公正価値ヘッジによる公正価額の調整額2,369百万円

（益）及び1,581百万円（益）を除いている。 

次へ 

返済年度 
平 成 18 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 
平 成 19 年 ３ 月 31 日 

（百万円） 

決算日後１年以内 85,616 73,528 

１年超２年以内 64,877 83,191 

２年超３年以内 64,571 50,594 

３年超４年以内 47,695 17,450 

４年超５年以内 15,148 21,018 

５年超６年以内及びそれ以降 4,245 2,626 

計 282,152 248,407 



13．年金及びその他の退職給付債務 

 当社は一部の例外を除き、従業員に対し退職金と確定給付企業年金（キャッシュバランス型）の制度を採用

している。この制度は、60才に達した定年退職者には退職時の給与、勤続年数その他の要素に基づき算定され

る支給額の約６割を年金より支給し、残りの部分を退職金より支給する。また、この制度は定年退職前の退職

者についても退職金を支給する。確定給付企業年金（キャッシュバランス型）では、年金加入者の個人別勘定

に、毎年の給与水準と市場連動金利に基づいて計算された金額が積立てられる。一部の連結子会社において

も、勤続年数その他の要素に基づき算定される、さまざまな外部積立の年金基金制度または内部引当の退職金

制度を有している。当社及び連結子会社の年金積立方針は、現在までに提供された役務に対する給付に加え、

将来提供されるであろう役務に対する給付を賄うことを考慮して拠出されている。 

 当社及び連結子会社は、平成19年３月31日に財務基準書第158号「給付建年金及び他の退職後給付制度に関

する雇用主の会計処理－財務基準書第87号、第88号、第106号及び第132号改の改訂」の積立状況の認識及び開

示に関する規定を適用している。これにより、年金制度の積立状況、すなわち予測給付債務と年金資産の公正

価値の差額を平成19年３月31日現在の連結貸借対照表で認識しており、対応する調整を税効果調整後でその他

の包括利益（△損失）累計額に計上している。その他の包括利益（△損失）累計額への調整項目は、従来財務

基準書第87号に従い、連結貸借対照表上で積立状況と相殺していた年金数理計算上の純損益及び過去勤務費用

である。これらの金額は、従来と同じ償却方法により、期間純費用として認識される。さらに、翌年度以降に

発生し、期間純費用として発生年度に認識されない年金数理計算上の純損益は、その他の包括利益（△損失）

に計上される。これらの金額は、財務基準書第158号の適用時にその他の包括利益（△損失）累計額に認識さ

れた金額と同様の方法によって翌年度以降の期間純費用として認識される。 

 また、財務基準書第158号は予測給付債務及び年金資産の公正価値を貸借対照表日現在で測定することを要

求している。当社及び連結子会社は平成19年度において測定日に関する規定を適用する予定である。当社及び

大部分の連結子会社はすでに３月31日を測定日としているため、測定日の変更に関する規定が当社の財政状態

及び経営成績に与える重要な影響はないと考えている。 

財務基準書第158号の適用による、平成19年３月31日現在の連結貸借対照表への影響額は次のとおりである。 

    
財務基準書第158号
適用前 

  
財務基準書第158号
適用による影響額 

  
財務基準書第158号
適用後 

    百万円   百万円   百万円

繰延税金及びその他の資産   37,125   67   37,192 

繰延税金及びその他の流動負債   181,577   952   182,529 

退職給付債務   28,795   8,988   37,783 

少数株主持分   19,758   16   19,774 

その他の包括利益（△損失）累計額   △  5,443   △  9,857   △ 15,300 



 当社及び連結子会社の確定給付制度の予測給付債務及び年金資産の公正価額の期首残高と期末残高との調整

は次のとおりである。 

 平成19年３月31日現在の連結貸借対照表上の認識額は次のとおりである。 

 平成19年３月31日現在のその他の包括利益（△損失）累計額における認識額は次のとおりである。 

 平成18年３月31日現在の積立状況から連結貸借対照表における認識額への調整は次のとおりである。 

    平成18年３月31日   平成19年３月31日 

    百万円   百万円

予測給付債務の変動：         

予測給付債務期首残高   146,617   150,897 

勤務費用   7,454   7,081 

利息費用   3,565   3,770 

年金数理計算上の純損益   4,625   △ 1,661 

制度改訂   －   434 

新規連結の影響   66   － 

連結除外の影響   △ 3,180   △ 4,937 

給付額   △ 9,975   △ 10,102 

外貨換算修正額   1,725   1,277 

予測給付債務期末残高   150,897   146,759 

年金資産の変動：         

年金資産の公正価額期首残高   97,959   115,630 

資産の実際収益   16,294   5,249 

事業主拠出   8,007   5,039 

連結除外の影響   △ 1,583   － 

給付額   △ 6,343   △ 6,449 

外貨換算修正額   1,296   724 

年金資産の公正価額期末残高   115,630   120,193 

          

期末時点の積立状況   △ 35,267   △ 26,566 

        平成19年３月31日 

        百万円

前払年金費用       624 

その他の流動負債        △  196 

退職給付債務       △ 26,994 

        △ 26,566 

        平成19年３月31日 

        百万円

年金数理計算上の純損益       12,080 

過去勤務費用       7,851 

        19,931 

    平成18年３月31日     

    百万円    

  積立状況   △ 35,267     

未認識純損失   21,749     

未認識過去勤務費用   2,018     

前払（未払）退職金及び年金費用純額   △ 11,500     



 平成18年３月31日現在の連結貸借対照表上の認識額は次のとおりである。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在のすべての確定給付制度の累積給付債務は、それぞれ142,338

百万円、138,085百万円であった。 

 累積給付債務及び予測給付債務が年金資産を上回っている退職給付及び年金制度における累積給付債務、予

測給付債務及び年金資産の公正価値は次のとおりである。 

期間純費用の内訳： 

 当社及び連結子会社の平成17年度及び平成18年度における確定給付制度の期間純費用の内訳は次のとおりで

ある。 

 平成19年度において、その他の包括利益（△損失）累計額から期間純費用として償却される年金数理計算上

の純損益及び過去勤務費用の予測額は次のとおりである。 

    平成18年３月31日     

    百万円    

前払年金費用   6,967     

退職給付債務   △ 37,452     

その他資産に含まれている無形資産   2,018     

その他の包括利益（△損失）累計額に含ま

れている金額（税効果調整前） 
  16,967     

前払（未払）退職金及び年金費用純額   △ 11,500     

    平成18年３月31日   平成19年３月31日 

    百万円   百万円

累積給付債務が年金資産を上回っている制度         

累積給付債務   136,491   118,701 

年金資産   108,104   97,092 

予測給付債務が年金資産を上回っている制度         

予測給付債務   150,506   133,583 

年金資産   115,188   106,637 

    平成17年度   平成18年度 

    百万円   百万円

勤務費用   7,454   7,081 

利息費用   3,565   3,770 

年金資産の期待収益   △ 2,947   △ 3,339 

純償却   2,951   1,187 

期間純費用   11,023   8,699 

    平成19年度     

    百万円     

年金数理計算上の純損益償却額   1,577     

過去勤務費用償却額   630     



 当社及び連結子会社の確定給付制度に関する前提条件等は次のとおりである。 

測定日：当社及び大部分の連結子会社の退職給付及び年金制度は、３月31日を測定日としている。 

前提条件： 

平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の給付債務に係る前提条件（加重平均）は、次のとおりであ

る。 

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付企業年金（キャッシュバランス型）の年金制度を採用して

いる。これらの会社ではポイント制に基づく予定昇給率を採用している。 

 当社及び一部の連結子会社は、年金資産の長期期待収益率について、投資対象の様々な資産カテゴリー

別に将来収益に対する予測や過去の運用実績を考慮し、設定している。 

年金資産： 

平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の資産のカテゴリー別の年金資産構成（加重平均）は次のとお

りである。 

 当社及び連結子会社の投資政策は、受給権者に対する将来の年金給付及び一時金たる給付の支払いを確

実に行うため、必要とされる総合収益を長期的に確保すべく策定されている。また当社及び連結子会社

は、年金資産の長期期待収益率を考慮した上で、持分有価証券及び負債有価証券の適切な組み合わせから

なる基本ポートフォリオを策定している。年金資産は、中長期的に期待されるリターンを生み出すべく、

基本ポートフォリオの指針に基づいて個別の持分有価証券及び負債有価証券に投資される。当社及び連結

子会社は、この基本ポートフォリオを修正する必要があるかどうかを判断するため、年金資産の長期期待

収益と実際の運用収益との乖離幅を毎年検証している。また年金資産の長期期待収益率を達成するため

に、基本ポートフォリオの見直しが必要だと考えられる場合は、必要な範囲で基本ポートフォリオを見直

す。当社では、こうした年金資産の運用について社内に「年金・退職金委員会」を設置して定期的に監視

している。 

 平成18年３月31日現在、当社が年金資産として保有している持分有価証券に含まれる当社株式及び一部

の国内上場の子会社株式は、41百万円（当社の年金資産合計の0.05％相当）であり、平成19年３月31日現

在、当社が年金資産として保有している持分有価証券に含まれる当社株式は13百万円（当社の年金資産合

計の0.02％相当）である。 

  国内制度   海外制度 

  平成18年 平成19年   平成18年 平成19年 

割引率 2.0％ 1.9％   5.3％ 5.6％

予定昇給率（ポイント制） 3.7％ 3.7％   － －

将来の平均報酬水準増加率 2.4％ 2.3％   4.3％ 4.1％

           

平成17年度及び平成18年度の期間純費用に係る前提条件（加重平均）は次のとおりである。 

  国内制度   海外制度 

  平成17年度 平成18年度   平成17年度 平成18年度 

割引率 2.0％ 2.0％   5.9％ 5.3％

予定昇給率（ポイント制） 3.9％ 3.7％   － －

将来の平均報酬水準増加率 2.4％ 2.4％   4.4％ 4.3％

年金資産の長期期待収益率 1.9％ 2.0％   7.7％ 7.6％

    平成18年３月31日   平成19年３月31日 

持分有価証券   45.9％   46.3％ 

負債有価証券   33.7％   36.3％ 

生保一般勘定   18.2％   15.4％ 

その他資産   2.2％   2.0％ 

    100.0％   100.0％ 



キャッシュ・フロー 
① 拠出 

当社及び連結子会社は、平成19年度において当該確定給付制度に対して4,347百万円の拠出を見込んで
いる。 

② 予想将来給付額 
翌年度以降10年間における予想将来給付額は次のとおりである。 

次へ 

  年度      

  平成19年度 12,787百万円  

  平成20年度 12,535   

  平成21年度 12,956   

  平成22年度 12,088   

  平成23年度 12,779   

  平成24年度～平成28年度 計 42,966   



その他の退職後給付 
 一部の米国連結子会社は、従業員に対して退職後の健康管理及び生命保険の給付制度を有している。 
 当該制度は、給与水準に応じた拠出を行う制度である。従業員拠出額は、当該制度に係る費用のうち、当該
子会社の支払額を超過した額が充当されるように調整される。当該制度は給付金や保険料の支払に応じて退職
後給付費用を拠出する方針としている。 
 なお、現在これらの退職後給付に対する外部積立は行っていない。 
  
 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の当該制度に係る累積退職後給付債務及び積立状況は次のとお
りである。 

 平成19年３月31日現在の連結貸借対照表上の認識額は次のとおりである。 

 平成19年３月31日現在のその他の包括利益（△損失）累計額における認識額は次のとおりである。 

 平成18年３月31日現在の積立状況から連結貸借対照表における認識額への調整は次のとおりである。 

期間純費用の内訳： 
 平成17年度及び平成18年度における当該制度に係る期間純費用の内訳は次のとおりである。 

 平成19年度において、その他の包括利益（△損失）累計額から期間純費用として償却される年金数理計算上
の純損益及び過去勤務費用の予測額は次のとおりである。 

    平成18年３月31日   平成19年３月31日 

    百万円   百万円

 累積退職後給付債務   12,224   11,614 

 積立状況   △ 12,224   △ 11,614 

        平成19年３月31日 

        百万円

その他の流動負債       △  756 

退職給付債務       △ 10,858 

        △ 11,614 

        平成19年３月31日 

        百万円

年金数理計算上の純損益       1,733 

過去勤務費用       3,534 

        5,267 

    平成18年３月31日     

    百万円    

積立状況   △ 12,224     

未認識純損失   4,561     

未認識過去勤務費用   1,976     

前払（未払）退職金及び年金費用純額   △ 5,687     

    平成17年度   平成18年度 

    百万円   百万円

勤務費用   266   329 

利息費用   625   608 

純償却   369   419 

期間純費用   1,260   1,356 

    平成19年度    

    百万円    

年金数理計算上の純損益償却額   226     

過去勤務費用償却額   148     



当該制度に関する前提条件等は次のとおりである。 

測定日：当該米国連結子会社の制度は12月31日を測定日としている。 

前提条件： 

平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の給付債務に係る前提条件（加重平均）は、次のとおりであ

る。 

 平成17年度及び平成18年度において、前提となる医療費のトレンドレートが１％変動したと仮定した場合の

影響は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼすものではなかった。 

キャッシュ・フロー 

① 拠出 

米国の連結子会社は、平成19年度において当該退職後給付制度に対して749百万円の拠出を見込んでい

る。 

② 予想将来給付額 

翌年度以降10年間における予想将来給付額は次のとおりである。 

  前述の制度に加えて、一部の連結子会社では従業員に対する退職金制度を有している。これらの退職金制度

は一般的に外部積立を行っていない。平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在において、各連結子会社は

当該退職金の支払に備え、全額を引当てている。これらの金額は当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を

及ぼすものではない。 

 当社及び一部の国内連結子会社は、役員に対する退職給付制度を有しているが、これらの制度の多くは外部

積立を行っていない。平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在において、対象者全員が退職した場合に必

要な金額は全額引当てられている。それらの金額は当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすもので

はなかった。 

 一部の海外連結子会社では、従業員に対して確定拠出型の給付制度を有している。平成17年度及び平成18年

度において認識された費用は、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすものではない。 

次へ 

    平成18年   平成19年 

割引率   5.3％   5.5％ 

          

平成17年度及び平成18年度の期間純費用に係る前提条件（加重平均）は次のとおりである。 

    平成17年度   平成18年度 

割引率   5.8％   5.3％ 

  年度      

  平成19年度 749百万円  

  平成20年度 760   

  平成21年度 781   

  平成22年度 796   

  平成23年度 811   

  平成24年度～平成28年度 計 4,322   



14．資本及び剰余金 

① 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、関連会社は当社の普通株式をそれぞれ1,134,000株（自己

株式控除後発行済株式数の0.11％）及び1,010,200株（同0.10％）所有している。 

② 会社法では、剰余金の分配可能額の算出に一定の制限を設けているが、平成19年３月31日現在の帳簿上、

資本合計として報告されている金額のうち305,568百万円はこの制約を受けていない。 

 平成19年６月22日の定時株主総会において、17,898百万円の現金配当が決議された。なお、連結資本及び

剰余金計算書上では、配当金は実際に決議され、支払われた連結会計年度で計上している。 



③ 平成10年６月26日開催の当社第129回定時株主総会における決議により、当社は改正前の商法第210条の２

の規定に基づくストック・オプション制度を採用した。平成16年６月25日開催の取締役会において、当社が

平成16年７月30日までに、当社普通株式1,500,000株を取得価額総額1,200百万円を限度として買い付けるこ

とを決議した。また、平成17年６月24日開催の取締役会において、当社が平成17年７月29日までに、当社普

通株式1,700,000株を取得価額総額1,800百万円を限度として、買い付けることを決議した。 

 当社は当社の取締役及び特定の従業員並びに子会社の取締役に対して自己株式を一定の価格で購入する権

利を付与する。当社株式の購入価額は、権利付与日の属する月の直前月各日の東京証券取引所の終値の平均

値に1.05を乗じた価額である。ただし、権利付与日の終値を下回らないこととされている。当社は平成17年

６月24日開催の定時株主総会の決議に基づき、平成17年度にストック・オプションとして新株予約権を

1,610個発行した。また、平成18年６月23日開催の定時株主総会及び平成18年７月11日の取締役会決議に基

づき、平成18年度にストック・オプションとして新株予約権を833個発行した。それぞれのストック・オプ

ションへの受給権は、権利付与日に100％発生し、平成18年８月１日付及び平成19年８月１日付で行使可能

になる。 

 当社はストック・オプションの会計処理として、原則意見書第25号の本源的価値基準法を採用していた

が、平成18年度から修正将来法により財務基準書第123号改「株式に基づく報酬の会計処理」に基づいた処

理に変更している。 

 財務基準書第123号改の適用により、平成18年度では663百万円の報酬コストを計上しており、原則意見書

第25号適用の場合と比べて、継続事業税引前当期純利益と当期純利益がそれぞれ663百万円、394百万円減少

している。なお、１株当たり当期純利益への影響は軽微である。平成17年度については、上記のとおり本源

的価値基準法を採用しており、権利行使価格は権利付与日の市場価格を上回っていたので、追加的に報酬コ

ストは発生していない。 

 新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

 平成17年度、平成18年度におけるストック・オプションの状況は次のとおりである。 

 平成17年度及び平成18年度において行使されたストック・オプションの本源的価値総額はそれぞれ2,093百

万円、1,180百万円である。 

 平成19年３月31日現在のストック・オプションの未行使残高及び行使可能残高の情報は次のとおりである。

 平成17年度に付与したストック・オプションの公正価額は、次の前提条件のもとで、ブラックショールズ・

オプション・プライシングモデルを用いて見積られた。 

    平成17年度   平成18年度 

  株数
加重平均権利
行使価格 

円 
株数   

加重平均権利
行使価格 

円 
期首現在未行使残高 6,409,000 665 3,665,000   848
権利付与 1,610,000 1,126 833,000   2,325
権利行使 △4,254,000 678 △ 845,000   855
権利喪失または終了 △ 100,000 820 △  5,000   2,325
期末現在未行使残高 3,665,000 848 3,648,000   1,182
期末現在行使可能分 2,055,000 630 2,820,000   846

権利行使価格の範囲 

  未行使残高   行使可能残高 

  株数 

加重平均
権利行使
価格 

円 

本源的
価値 
合計  
百万円 

加重平
均残存
年数 

年 

株数

加重平均
権利行使
価格 

円 

本源的 
価値 
合計  
百万円 

加重平
均残存
年数 

年 
 445円－ 650円   750,000 556 1,443 1.8 750,000 556 1,443 1.8
 651円－ 900円   800,000 673 1,446 5.3 800,000 673 1,446 5.3
 901円－1,350円   1,270,000 1,126 1,719 6.3 1,270,000 1,126 1,719 6.3
1,351円－2,325円   828,000 2,325 129 7.3 － － － －
 445円－2,325円   3,648,000 1,182 4,737 5.4 2,820,000 846 4,608 4.8

  平成17年８月１日現在
権利付与日公正価額 434円
見積残存期間 ８年
無リスク資産の金利 1.12％
見積株価変動率 40.00％
見積配当率 1.24％



 平成18年度に付与したストック・オプションの公正価値は、次の前提条件のもとで、離散時間モデル（二項

モデル）を用いて見積られた。二項モデルは、公正価値測定の前提条件に幅を持たせているため、それらの幅

を開示している。見積株価変動率は、当社株式の過去の株価変動率から予想された値に基づいている。 

 当社は、二項モデルで使用されるストック・オプションの権利行使状況と権利行使に係る従業員等の離職動

向を見積るためにヒストリカルデータを使用している。見積行使期間は、オプション・プライシング・モデル

により算定されており、当該オプションの権利行使が予想される期間を表している。ストック・オプションの

満期までの期間に対応する無リスク資産の金利は、権利付与日時点の日本国債の利回りに基づいている。 

＊キャッシュ・フローの割引期間に応じて対応する金利を適用しており、それぞれ、１年後0.52％、２年後

0.79％、３年後1.03％、４年後1.26％、５年後1.44％、６年後1.60％、７年後1.72％、８年後1.83％、９

年後1.94％、10年後2.00％を使用している。 

 平成19年６月22日に開催された定時株主総会において、当社普通株式を目的とするストック・オプションを

発行する旨の決議の内容は、562個を上限に１個当たりの目的となる当社普通株式数は1,000株とし、総株式数

の上限は562,000株としている。 

15．その他の包括利益（△損失） 

 外貨換算修正勘定、未実現有価証券評価勘定、年金債務調整勘定、未実現デリバティブ評価損益から構成され
るその他の包括利益（△損失）は、連結資本勘定に含まれている。 
 平成17年度及び平成18年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は次のとおりである。 

  平成18年８月１日現在
権利付与日公正価額 801円
見積行使期間 ６年
無リスク資産の金利 0.52％～2.00％＊
見積株価変動率 39.00％
見積配当率 1.27％

  平成17年度 平成18年度

外貨換算修正勘定 百万円 百万円

期首残高 △22,161 △ 2,240

外貨換算替による修正額 19,921 11,444

期末残高 △ 2,240 9,204

  

未実現有価証券評価勘定

期首残高 18,605 36,910

増減（純額） 18,305 2,897

期末残高 36,910 39,807

  

年金債務調整勘定 

期首残高 △17,340 △11,299

期中調整額 6,041 5,856

財務基準書第158号による調整 － 5,443

期末残高 △11,299 －

  

年金債務調整勘定－財務基準書第158号適用後

財務基準書第158号による調整 － △15,300

期末残高 － △15,300

  

未実現デリバティブ評価損益 

期首残高 △   589 △   276

期中増減額 313 66

期末残高 △   276 △   210

  

その他の包括利益（△損失）累計額合計 

期首残高 △21,485 23,095

その他の包括利益当期発生額 44,580 20,263

財務基準書第158号による調整 － △ 9,857

期末残高 23,095 33,501



 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、その他の包括利益（△損失）の各項目に対する税効果は次のと

おりである。 

次へ 

    税効果考慮前     税効果     税効果考慮後  

     百万円     百万円     百万円 

平成18年３月31日現在                     

外貨換算修正勘定    19,921      －      19,921  

未実現有価証券評価勘定                     

未実現損益発生額    31,038      △12,660      18,378  

減少 当期純利益への組替修正損(△益)   △  233      160      △  73  

増減（純額）    30,805      △12,500      18,305  

年金債務調整勘定    11,531      △ 5,490      6,041  

未実現デリバティブ評価損益                     

未実現損益発生額    △ 1,951      796      △ 1,155  

減少 当期純利益への組替修正損(△益)   2,479      △ 1,011      1,468  

増減（純額）    528      △  215      313  

その他の包括利益（△損失）    62,785      △18,205      44,580  

                      

平成19年３月31日現在                     

外貨換算修正勘定    11,444      －      11,444  

未実現有価証券評価勘定                     

未実現損益発生額    5,014      △2,000      3,014  

減少 当期純利益への組替修正損(△益)   △ 199      82      △ 117  

増減（純額）    4,815      △1,918      2,897  

年金債務調整勘定    9,900      △4,044      5,856  

未実現デリバティブ評価損益                     

未実現損益発生額    △ 826      337      △ 489  

減少 当期純利益への組替修正損(△益)   937      △ 382      555  

増減（純額）    111      △   45      66  

その他の包括利益（△損失）    26,270      △6,007      20,263  



16．法人税等 

 平成17年度及び平成18年度における継続事業税引前当期純利益及び法人税等の内訳は次のとおりである。 

      平成17年度      平成18年度   

    百万円  百万円  

継続事業税引前当期純利益           

 国内   56,082   111,220   

 在外   99,697   125,271   

計   155,779   236,491   

法人税等           

当期分           

国内   29,740   44,295   

在外   16,011   31,807   

小計   45,751   76,102   

繰延分           

国内   2,287   681   

在外   △ 4,068   2,962   

小計   △ 1,781   3,643   

計   43,970   79,745   

            



 平成17年度及び平成18年度に認識された法人税等の総額は次のとおり割り当てられている。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、繰延税金資産及び負債の期間帰属差異項目及び税務上の繰越欠

損金等の発生要因別内訳は次のとおりである。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の繰延税金資産及び負債は、連結貸借対照表の以下の科目に含め

て表示している。 

  

 平成17年３月31日現在の評価性引当金は、56,608百万円であった。平成17年度及び平成18年度の評価性引当金

の増減額は、純額でそれぞれ21,118百万円の減少、4,611百万円の減少であった。平成19年３月31日現在の繰延

税金資産に対する評価性引当金のうち、後に取り崩す際に営業権及び無形固定資産に割り当てられる金額は719

百万円である。繰延税金資産の実現可能性の評価については、経営者がその一部または全部につき実現するか否

かの検討をしている。最終的な繰延税金資産の実現可能性についてはそれらの将来減算一時差異及び繰越欠損金

が減算されると見込まれる期間に生み出される将来の課税所得に依存している。経営者はこの評価にあたり将来

加算一時差異の使用、将来の課税所得の見込み及びタックス・プランニングを考慮している。経営者は平成17年

度及び平成18年度末の評価性引当金を控除した繰延税金資産の金額が過去の課税所得実績額及び将来の課税所得

見込額から判断して、将来減算一時差異及び繰越欠損金が減算されると見込まれる期間内の将来課税所得金額に

よって実現可能であると判断している。しかしながら、将来課税所得が減少した場合実現可能と思われる繰延税

金資産の額は減少する可能性がある。 

 当社及び国内子会社は、法人税率30％、住民税率約６％と損金算入可能な法人事業税率約８％の納税義務があ

り、合計された法定税率は約40.8％である。住民税率及び法人事業税率は、地方自治体によって異なる。 

    平成17年度   平成18年度   

    百万円  百万円  
継続事業当期純利益   43,970   79,745   
非継続事業当期純利益   3,051   14,566   
その他の包括利益（△損失）           
未実現有価証券評価勘定   12,500   1,918   
年金債務調整勘定   5,490   4,044   
未実現デリバティブ評価損益   215   45   

財務基準書第158号適用によるその他
の包括利益（△損失）累計額への影
響額 

  －   △ 5,560   

法人税等総額   65,226   94,758   

    平成18年３月31日  平成19年３月31日 

    百万円  百万円
貸倒引当金等   5,139   4,044 
未払費用   40,983   47,855 
有形固定資産   8,194   9,561 
たな卸資産   10,752   9,388 
繰越欠損金   31,310   20,926 
研究開発費   4,903   386 
その他   20,018   18,659 
繰延税金資産総額   121,299   110,819 
評価性引当金    △ 35,490    △ 30,879 

繰延税金資産計   85,809   79,940 
          
未実現有価証券評価益   26,034   27,944 
割賦売上繰延利益   398   315 
有形固定資産   12,262   11,645 
海外子会社及び持分法適用関連会
社の未分配利益 

  3,557   3,633 

繰延税金負債計   42,251   43,537 

繰延税金資産純額   43,558   36,403 
          

    平成18年３月31日  平成19年３月31日 

    百万円  百万円
繰延税金及びその他の流動資産   48,750   49,717 
繰延税金及びその他の資産   30,298   20,335 
繰延税金及びその他の流動負債   △     16   △     24 
繰延税金及びその他の負債   △ 35,474   △ 33,625 
    43,558   36,403 



 平成17年度及び平成18年度の法定税率と実効税率の差異理由は次のとおりである。 

 平成17年度において14.0％の法定税率と実効税率との差異理由となった子会社の繰越欠損金の利用は、コマツ

アメリカ㈱が、その子会社の繰越欠損金に対する18,357百万円の税効果を認識したことが要因である。 

 海外の子会社に対しては、その所在国での法人所得税が課せられている。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在における海外子会社の未分配利益は、それぞれ171,391百万円及

び239,400百万円である。当社は海外の子会社の未分配利益の一部を配当する方針であり、平成18年３月31日及

び平成19年３月31日現在、それぞれ1,090百万円及び913百万円の繰延税金負債を計上している。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、海外の子会社の未分配利益のうち、当社が恒久的に再投資する

と考えている部分に係る未認識の繰延税金負債の金額は、それぞれ11,551百万円及び16,785百万円である。 

 平成19年３月31日現在、当社及び一部の子会社で約49,810百万円の将来控除可能な税務上の繰越欠損金があ

る。将来の課税所得と相殺可能な期間はそれぞれの税法によって異なり、次のとおりである。 

  

17．賃借料 

 当社及び連結子会社は事務所、事務機器及び従業員社宅等を解約可能、または解約不能な契約に基づき賃借し

ている。平成17年度及び平成18年度の賃借料のうち、オペレーティングリースに係るものは、それぞれ6,370百

万円及び6,740百万円である。機械設備等のリース契約は、財務基準書第13号のキャピタルリースに該当し、資

産計上している。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、これらの賃借契約に基づく最低年間賃借料の年度別支払内訳は

次のとおりである。 

  平成17年度 平成18年度 

法定税率（％） 40.8 40.8 

税率の増加（△減少）の理由     

評価性引当金の増加（％） 5.5 0.7 

税務上損金とならない費用（％） 3.5 2.4 

子会社の繰越欠損金の利用（％） △14.0 △ 2.2 

海外子会社の適用税率の差異（％） △ 5.5 △ 6.2 

試験研究費税額控除（％） △ 2.2 △ 1.5 

その他－純額（％） 0.1 △ 0.3 

実効税率（％） 28.2 33.7 

平成19年３月31日現在 

百万円

５年以内 6,155  

６～20年 34,691 

無期限 8,964 

合計 49,810 

返済年度 

平成18年３月31日現在 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合      計 
（百万円） 

決算日後１年以内 13,929 2,895 16,824 

１年超２年以内 12,930 2,241 15,171 

２年超３年以内 11,197 1,615 12,812 

３年超４年以内 7,369 1,172 8,541 

４年超５年以内 3,553 810 4,363 

５年超６年以内及びそれ以降 2,960 3,064 6,024 

最低支払賃借料 51,938 11,797 63,735 

控除：利息相当額 △ 4,246     

最低キャピタルリース料の現在価値 47,692     



18．１株当たり当期純利益 

 基本的及び希薄化後１株当たり当期純利益の計算の過程は次のとおりである。 

次へ 

返済年度 

平成19年３月31日現在 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合      計 
（百万円） 

決算日後１年以内 21,931 3,220 25,151 

１年超２年以内 14,631 2,247 16,878 

２年超３年以内 12,326 1,603 13,929 

３年超４年以内 7,029 1,005 8,034 

４年超５年以内 2,745 701 3,446 

５年超６年以内及びそれ以降 2,494 2,853 5,347 

最低支払賃借料 61,156 11,629 72,785 

控除：利息相当額 △ 5,274     

最低キャピタルリース料の現在価値 55,882     

  平成17年度 平成18年度 

    百万円  百万円  

継続事業当期純利益   109,141   153,264   

非継続事業当期純利益   5,149   11,374   

当期純利益   114,290   164,638   

            

期中平均発行済株式数（自己株式控除後）   992,733,616株  993,597,436株  

希薄化証券の影響           

ストック・オプション   1,697,534   1,788,951   

希薄化後期中平均発行済株式数   994,431,150   995,386,387   

            

基本的１株当たり継続事業当期純利益   109.94円   154.25円   

希薄化後１株当たり継続事業当期純利益   109.75円   153.97円   

基本的１株当たり非継続事業当期純利益   5.19円   11.45円   

希薄化後１株当たり非継続事業当期純利益   5.18円   11.43円   

基本的１株当たり当期純利益   115.13円   165.70円   

希薄化後１株当たり当期純利益   114.93円   165.40円   



19．契約残高及び偶発債務 

① 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在、遡及権付債権の譲渡（注記５参照）に係る偶発債務は、それ

ぞれ12,806百万円及び11,671百万円である。 

 当社及び連結子会社は、従業員及び関連会社等の借入金について、第三者に対する債務保証を行っている。

従業員に関する債務保証の主なものは、住宅ローンに対するものである。関連会社等に関する債務保証は、関

連会社等の信用補完のためのものである。契約期間中に従業員及び関連会社等が債務不履行に陥った場合、当

社及び連結子会社は保証債務の履行義務を負う。債務保証の契約期間は、従業員の住宅ローンについては10年

から30年、関連会社等の借入金については１年から５年である。平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在

において、債務不履行が生じた場合に当社及び連結子会社が負う割引前の最高支払額は、それぞれ37,054百万

円及び57,063百万円である。平成19年３月31日現在において、これらの債務保証について認識されている負債

の公正価値には重要性はない。これらの債務保証の一部は、当社への担保の差入及び保険契約により担保され

ている。 

 当社はこれらの偶発債務による損失が仮に発生したとしても連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものではな

いと考えている。 

② 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の設備投資の発注残高は、それぞれ総額で約18,300百万円及び

約12,900百万円である。 

③ 当社及び連結子会社には種々の通常の営業の過程で生じた係争中の案件があるが、経営者及び弁護士の見解

では当社及び連結子会社の財政状態に重要な影響を与えずに解決される見込みである。 

④ 当社及び連結子会社は、世界中の得意先、ディーラー及び関係会社を相手として営業活動を行っており、そ

れらからの売掛金は、信用リスクが集中しないよう分散されている。 

 経営者は、債権から設定済の引当金を超える損失は発生しないと考えている。 

⑤ 当社及び連結子会社は、ある一定期間において、当社の製品及びサービスに対する保証を行っている。 

 平成17年度及び平成18年度における製品保証引当金の変動は次のとおりである。 

20．金融派生商品 

リスク管理方針 

 当社及び連結子会社の借入債務、海外事業及び外貨建資産・負債については、主に為替及び金利の変動に係

る市場リスクにさらされている。通常の業務において発生するこれらのリスクを軽減するために、当社及び連

結子会社の方針及び手続きに準拠してさまざまな金融派生商品をヘッジ目的で活用している。当社及び連結子

会社は、金融派生商品をトレーディングまたは投機目的で契約していない。 

 当社及び連結子会社は、短期及び長期債務に関連する金利及び為替の変動によるキャッシュ・フローまたは

公正価値の変動リスクを管理する目的で、金利スワップ契約及び金利キャップ契約（一部通貨スワップ契約を

併用）を締結している。 

  平成17年度 平成18年度 

  百万円  百万円

期首残高 21,251   26,582 

当期増加額 22,051   39,756 

当期減少額 △17,575   △37,862 

その他 855   523 

期末残高 26,582   28,999 



 当社及び連結子会社の事業活動は海外に及ぶため、外貨建（主に米ドル及びユーロ）の資産・負債及び売買

取引に関する為替の変動リスクにさらされている。当社及び連結子会社は、これらのリスクを軽減するため、

外貨資金繰り予想に基づいて外国為替予約またはオプション契約を締結している。 

 当社及び連結子会社は、金融派生商品に対して取引相手の不履行により信用損失を受けるリスクがあるが、

取引相手の信用度が高いため、取引相手が義務不履行をする可能性は極めて低いと考えている。 

公正価値ヘッジ 

 当社及び連結子会社は、主に借入債務に関連する金利または為替の変動リスクを管理するために、公正価値

ヘッジとして指定された金融派生商品を活用している。これらの借入債務から生じるリスクをヘッジするため

に、主に金利スワップ契約、クロスカレンシースワップ契約が用いられている。ヘッジ対象である借入債務の

公正価額の変動と公正価値ヘッジとして指定された金融派生商品の公正価額の変動は、相殺されその他の費用

に計上されている。平成17年度及び平成18年度において、公正価値ヘッジの非有効部分は、当社の経営成績に

重要な影響を与えるものではない。平成18年度において中止された公正価値ヘッジはない。 

キャッシュ・フローヘッジ 

 当社及び連結子会社は、予定取引に関連する為替の変動リスク及び借入債務に関連する金利の変動リスクを

管理するために、キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派生商品を活用している。外貨建売買取引

については、当社及び連結子会社は主に１年内の予定取引及び確定約定におけるキャッシュ・フローの変動を

ヘッジしている。当社及び連結子会社は変動金利の借入債務については、キャッシュ・フローの変動を管理す

るために金利スワップ契約を締結している。キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派生商品の公正

価額の変動は、その他の包括利益（△損失）累計額に計上されている。これらの金額は、当該ヘッジ対象が損

益に影響を与えるときに、その他の収益（△費用）として損益に振り替えられる。その他の包括利益（△損

失）累計額に計上されている損益のうち、平成19年３月31日以後12ヵ月以内に損益に再分類されると予想され

る金額は純額で約189百万円の損失である。平成18年度において、当初の予定取引が発生しない可能性が高ま

ったため中止されたキャッシュ・フローヘッジはない。 

ヘッジ指定されていない金融派生商品 

 当社及び連結子会社は、当社とグループ会社の短期及び長期債務に対する金利変動リスクに備えるために、

財務基準書第133号のもとでヘッジ手段として指定されない金利スワップ契約を締結している。為替の変動を

ヘッジするために用いられている一部の外国為替予約及びオプション契約についても当該基準書のもとでヘッ

ジ手段として指定されていない。これらの金融派生商品の公正価額の変動は、発生した期の損益として認識し

ている。 

金融派生商品の契約残高 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在における金融派生商品の契約残高は次のとおりである。 

    平成18年３月31日 平成19年３月31日 

    百万円  百万円

外国為替予約及びオプション契約         

外国為替売予約契約   69,675   82,015 

外国為替買予約契約   35,656   41,778 

オプション契約（買建）   2,128   2,532 

金利スワップ、クロスカレンシー 

スワップ契約及び金利キャップ契約 
  212,882   253,372 



21．金融商品の公正価額情報 

① 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、その他の流動資産、短期債務、支払手形及び買掛

金、その他の流動負債 

これらの勘定は短期間で決済されるので、その連結貸借対照表計上額は公正価額に近似している。 

② 市場性ある投資有価証券 

公正価額の見積りが可能な市場性ある投資有価証券の公正価額は、市場価格に基づいて算定している。 

③ 割賦受取債権 

 割賦受取債権の公正価額は、将来のキャッシュ・フローから、現行の予想割引率を用いて割り引いて計算し

ている。その結果、連結貸借対照表計上額は公正価額に近似している（注記５参照）。 

④ 長期債務 

 長期債務の公正価額は、取引所の相場による価格に基づいて算定するか、あるいは、借入ごとに将来のキャ

ッシュ・フローから、類似の満期日の借入金に対して適用される期末時点での借入金利で割り引いて算定した

現在価値に基づいて算定している。 

⑤ 金融派生商品 

 主に外国為替予約及び金利スワップ契約からなる金融派生商品の公正価額は、金融機関から入手した見積価

格に基づいて算定している。 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在における、ヘッジ目的で利用されると会計上認められない金融派

生商品を含む金融商品の連結貸借対照表計上額及び公正価額は次のとおりである。 

※公正価額の見積りについて 

公正価額の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報及び当該金融商品に関する情報に基づいて

算定している。 

これらの見積りは不確実な点及び当社の判断を含んでいる。そのため、想定している前提が変わることによ

り、この公正価額の見積りに影響を及ぼす可能性がある。 

  平成18年３月31日   平成19年３月31日  

    計上金額   公正価額    計上金額   公正価額  

  百万円 百万円 百万円 百万円 

投資有価証券 95,159 95,159 108,590 108,590 

長期債務－１年以内期限到来分を含む 279,783 276,630 246,826 244,921 

金融派生商品        

外国為替予約及びオプション契約        

資産 367 367 614 614 

負債 1,446 1,446 1,079 1,079 

金利スワップ、クロスカレンシー 

スワップ契約及び金利キャップ契約 
       

資産 1,511 1,511 285 285 

負債 3,041 3,041 2,192 2,192 



22．セグメント情報 

 財務基準書第131号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」のもとで、事業の種類別セグメントは、

企業の経営活動の一構成部分であり、独立した財務情報が得られるもので、最高経営政策決定者が経営資源の割

当てや業績の査定のため、定期的に評価を行う対象になっているものである。 

 各事業の種類別セグメントは、異なる製品及びサービスを提供する戦略的事業単位であるため、そのセグメン

トごとに管理される。 

 当社及び連結子会社は、１）建設・鉱山機械、２）産業機械・車両他、３）エレクトロニクスの三つの事業セ

グメントで営業活動を行っている。 



【事業の種類別セグメント情報】 

平成17年度 

平成18年度 

  
建設・鉱山機
械 
（百万円） 

産業機械・車
両他 
（百万円） 

エレクトロニ
クス 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,291,223 279,497 41,420 1,612,140 － 1,612,140 

(2）セグメント間の内部売上高 21,203 82,196 15 103,414 △103,414 － 

計 1,312,426 361,693 41,435 1,715,554 △103,414 1,612,140 

セグメント利益 142,904 22,470 3,045 168,419 △ 3,918 164,501 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 1,167,336 259,951 120,984 1,548,271 103,854 1,652,125 

減価償却費 50,399 6,742 261 57,402 － 57,402 

資本的支出 99,622 14,155 157 113,934 － 113,934 

  
建設・鉱山機
械 
（百万円） 

産業機械・車
両他 
（百万円） 

エレクトロニ
クス 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,567,723 298,022 27,598 1,893,343 － 1,893,343 

(2）セグメント間の内部売上高 20,253 99,229 13 119,495 △119,495 － 

計 1,587,976 397,251 27,611 2,012,838 △119,495 1,893,343 

セグメント利益 220,606 29,555 2,137 252,298 △ 2,552 249,746 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 1,423,744 302,314 15,266 1,741,324 102,658 1,843,982 

減価償却費 57,444 7,751 226 65,421 － 65,421 

資本的支出 111,003 18,541 136 129,680 － 129,680 



 セグメント別利益の合計額と継続事業税引前当期純利益との調整 

 （注）１．事業の種類別セグメントに含まれる主要製品・事業内容は、次のとおりである。 

ａ．建設・鉱山機械事業 

掘削機械、積込機械、整地・路盤用機械、運搬機械、林業機械、地下建設機械、資源リサイクル機械、エ

ンジン、機器、鋳造品 

ｂ．産業機械・車両他事業 

鍛圧機械、板金機械、工作機械、産業車両、物流関連、防衛関連等 

ｃ．エレクトロニクス事業 

温度制御機器等 

２．セグメント間の取引は、独立企業間価格で行われている。 

３．セグメント利益は、売上高より売上原価、販売費及び一般管理費を差し引いたものである。 

４．識別可能資産は、それぞれのセグメントの営業活動に使用されているものである。 

全社資産は、主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物、市場性ある投資有価証券で構

成されている。 

５．平成17年度及び平成18年度の減価償却費には、長期前払費用の償却費1,225百万円及び913百万円、並びに非

継続事業に関する償却費14,013百万円及び6,375百万円は含まれていない。 

６．セグメント情報の一部数値には平成18年度に非継続となった事業に関する数値を含めていない。これに伴

い、平成17年度の数値を平成18年度の表示に合わせ、組替えて表示している。平成17年度及び平成18年度の

産業機械・車両他セグメントには、非継続事業に関する外部顧客に対する売上高20,663百万円及び22,067百

万円、並びにセグメント利益1,753百万円及び1,730百万円は含まれていない。また、平成17年度及び平成18

年度のエレクトロニクスセグメントには、非継続事業に関する外部顧客に対する売上高69,166百万円及び

41,349百万円、並びにセグメント利益10,199百万円及び9,288百万円は含まれていない。 

【地域別情報】 

 平成17年度及び平成18年度における地域別外部顧客向け売上高は次のとおりである。 

 平成17年度及び平成18年度における所在国別売上高及び有形固定資産は次のとおりである。 

 平成17年度 

    平成17年度   平成18年度   

    百万円  百万円

セグメント別利益の合計額   168,419   252,298 

消去又は全社   △ 3,918   △ 2,552 

セグメント利益合計   164,501   249,746 

長期性資産の減損   4,791   81 

営業権の減損   3,041   － 

その他の営業収益（△費用）    6,759   △ 4,924 

営業利益   163,428   244,741 

受取利息及び配当金   6,824   8,532 

支払利息   △ 12,208   △ 15,485 

その他（純額）   △ 2,265   △ 1,297 

継続事業税引前当期純利益   155,779   236,491 

期別   
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

中国 
（百万円） 

アジア(日
本及び中国
除く)及び
オセアニア 
（百万円） 

中近東及び
アフリカ 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

平成17年度 売上高 482,825 477,718 232,329 89,667 213,719 115,882 1,612,140 

平成18年度 売上高 487,103 537,836 324,071 129,443 252,768 162,122 1,893,343 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 682,260 465,726 212,844 251,310 1,612,140 

有形固定資産 298,807 48,871 19,563 33,426 400,667 



 平成18年度 

 （注）１．売上高及び有形固定資産に関して、欧州及びその他の地域には、個別開示すべき重要な国はない。 

２．平成17年度及び平成18年度において、開示すべき単一の外部顧客への売上高はない。 

 平成17年度及び平成18年度の所在地別の売上高、セグメント利益及び資産は次の表のとおりである。当社は、

財務基準書第131号で要求されている開示に加えて、日本の証券取引法による開示要求を考慮し、次の情報を補

足情報として開示している。 

【所在地別セグメント情報】 

平成17年度 

平成18年度 

 （注）１．セグメント間の取引は、独立企業間価格で行われている。 

２．セグメント利益は、売上高より売上原価、販売費及び一般管理費を差し引いたものである。 

３．識別可能資産は、それぞれのセグメントの営業活動に使用されているものである。 

全社資産は、主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物、投資有価証券で構成されてい

る。 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 739,206 527,680 298,509 327,948 1,893,343 

有形固定資産 282,050 60,609 25,808 19,926 388,393 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント

利益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
682,260 466,049 212,844 250,987 1,612,140 － 1,612,140 

(2）セグメント間の内部

売上高 
297,784 22,596 29,760 19,250 369,390 △369,390 － 

計 980,044 488,645 242,604 270,237 1,981,530 △369,390 1,612,140 

セグメント利益 89,913 38,966 20,315 22,539 171,733  △ 7,232 164,501 

Ⅱ 資産 1,046,024 411,091 151,664 201,168 1,809,947 △157,822 1,652,125 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント

利益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
739,206 527,792 298,509 327,836 1,893,343 － 1,893,343 

(2）セグメント間の内部

売上高 
396,361 38,221 34,450 20,678 489,710 △489,710 － 

計 1,135,567 566,013 332,959 348,514 2,383,053 △489,710 1,893,343 

セグメント利益 140,193 51,842 32,104 38,033 262,172 △ 12,426 249,746 

Ⅱ 資産 1,065,487 481,144 221,012 237,839 2,005,482 △161,500 1,843,982 



【海外売上高】 

平成17年度 

平成18年度 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域への外部顧客に対する売上高である。 

２．地域は、地理的近接度により区分している。 

３．各区分に属する主地域の内訳は次のとおりである。 

(1）米州…北米、中南米 

(2）欧州…ドイツ、英国、CIS 

(3）その他…中国、オーストラリア、東南アジア 

23．貸借対照表補足情報 

 平成18年３月31日及び平成19年３月31日現在の繰延税金及びその他の流動資産の内訳は次のとおりである。 

24．損益計算書補足情報 

 平成17年度及び平成18年度における研究開発費及び広告宣伝費は次のとおりである。 

 なお、研究開発費及び広告宣伝費は発生時点で計上している。これらは連結損益計算書の売上原価、販売費及

び一般管理費に含まれている。 

 平成17年度及び平成18年度における販売費及び一般管理費に含まれている運送費及び荷造費は次のとおりであ

る。 

  米州 欧州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 477,718 232,329 419,268 1,129,315 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 1,612,140 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
29.6 14.4 26.1 70.1 

  米州 欧州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 537,836 324,071 544,333 1,406,240 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 1,893,343 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
28.4 17.1 28.8 74.3 

  
平成18年３月31日 

（百万円） 
平成19年３月31日 

（百万円） 

前払費用 4,282 3,663 

短期貸付金     

関連会社 2,064 2,764 

その他 2,106 2,220 

計 4,170 4,984 

繰延税金資産 48,750 49,717 

その他 52,576 60,850 

合計 109,778 119,214 

  
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

研究開発費 44,560 46,306 

広告宣伝費 3,978 4,482 

  
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

運送費及び荷造費 35,735 44,065 



 平成17年度及び平成18年度におけるその他の営業収益（△費用）の内訳は次のとおりである。 

 平成17年度及び平成18年度におけるその他の収益（△費用）の内訳は次のとおりである。 

25．重要な後発事象 

 当社の子会社である小松ゼノア㈱は、同社の農林機器事業を吸収分割により同社の子会社である㈱ゼノアに承

継させ、保有する㈱ゼノアの株式全部を平成19年４月２日にスウェーデンのハスクバーナ社（Husqvarna AB）の

日本子会社に売却した。建設・鉱山機械事業とのシナジーが少ない農林機器事業の売却により、一層の経営効率

を図ることとなる。 

［売却した孫会社の名称及び事業内容］ 

社  名 ：株式会社ゼノア 

事業内容 ：農林業機器の製造、販売 

［売却先の会社の名称］ 

社  名 ：ハスクバーナ・ジャパン株式会社 

［売却価額］ 

売却価額：18,250百万円 

［売却益］ 

売却益（税引前）：約84億円 

26．連結財務諸表の用語、様式及び作成方法について 

 当社の連結財務諸表の用語、様式及び作成方法は、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準（米国会

計基準）に準拠している。 

 わが国の連結財務諸表原則及び連結財務諸表規則に準拠して作成する場合との主な相違点は次のとおりであ

り、その相違点に係る継続事業税引前当期純利益に対する主な影響額は（ ）で示されている。 

① 連結財務諸表の構成について 

 わが国の連結財務諸表は、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書、連結附属明細表及び注記で構成されているが、米国会計基準による連結財務諸表は、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結資本及び剰余金計算書（その他の包括利益（△損失）累計額を含む）、連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記から構成されている。 

  
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

子会社株式売却益 18,484 － 

固定資産売却損及び固定資産廃却損 △ 8,176 △ 2,015 

その他 △ 3,549 △ 2,909 

計 6,759 △ 4,924 

  
平成17年度 
（百万円） 

平成18年度 
（百万円） 

受取利息     

割賦販売 1,112 945 

その他 5,028 6,729 

受取配当金 684 858 

支払利息 △12,208 △15,485 

投資有価証券売却益（純額） 18 344 

為替差損（純額） △ 1,941 △   903 

その他 △   342 △   738 

計 △ 7,649 △ 8,250 



② 連結対象範囲について 

 わが国の連結財務諸表は、実質支配力・影響力基準により連結対象範囲の判断を行っているが、米国会計基

準による連結財務諸表は、議決権により判定を行う持株基準及び解釈指針第46号改「変動持分事業体の連結」

に従い、連結対象範囲の判断を行っている。（注記１．参照） 

なお、当社における範囲の相違による影響は軽微である。 

③ 表示の方法について 

ａ．貸借対照表の表示 

わが国では連結財務諸表規則等の改正に伴い、当連結会計期間より従来の資本の部は純資産の部となり、

少数株主持分については純資産の部に含まれることとなるが、当連結財務諸表では米国会計基準に従い、

従来どおり少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示している。 

ｂ．特別損益について 

わが国では固定資産売却損益等は特別損益として表示されるが、当社のそれらの項目は米国会計基準のも

とで特別損益として表示すべき項目に該当するものではないので、当連結財務諸表では特別損益の表示は

ない。 

ｃ．利益準備金の表示 

わが国では、利益準備金はその他の剰余金とあわせて利益剰余金として記載されるが、当連結財務諸表で

は米国会計基準に従い、別建表示している。 

ｄ．持分法投資損益 

わが国では持分法投資損益は投資に係る損益であるため営業外損益に記載されるが、当連結財務諸表では

米国会計基準に従い、継続事業税引前当期純利益の下に表示している。 

④ 会計処理基準について 

ａ．割賦販売繰延利益（206百万円損） 

わが国では割賦販売に係る利益の繰延は認められているが、当連結財務諸表では米国会計基準に従い、販

売時に利益を認識し、割賦販売利益の繰延処理は行っていない。 

ｂ．株式交付費（65百万円益） 

わが国では株式交付費は損益取引として発生時に費用処理が認められているが、当連結財務諸表では米国

会計基準に従い、資本取引に伴う費用として資本剰余金の控除項目として処理している。 

ｃ．退職給付会計（662百万円益） 

わが国では米国会計基準と同様の年金数理計算（予測単位積増方式）により、予測給付債務を計算し、年

金費用（純額）を計上するが、当連結財務諸表では米国会計基準に従い、年金数理計算上の純損益の償却

方法として回廊アプローチを採用している。 

また、わが国では貸借対照表上に退職給付引当金として、予測給付債務から未認識債務及び年金資産を控

除した金額を計上するが、当連結財務諸表では米国会計基準に従い、年金制度の積立状況、すなわち予測

給付債務と年金資産の差額を計上している。 

ｄ．リース会計（325百万円損） 

わが国ではリース物件の所有権が借手または貸手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準じて会計処理を行うことができるが、米国会計基準に従い、一

定の条件に該当する賃借資産は、キャピタルリースとして固定資産に計上し、主にフォークリフトの賃貸

については販売型リースとしてリース開始時に売上計上している。 

ｅ．企業結合及び営業権（1,083百万円益） 

わが国では営業権を一定期間で償却することが求められているが、米国会計基準である財務基準書第142

号では、営業権の償却を行わず、代わりに各年度の減損テストの実施を要求している。また耐用年数を認

識できない無形固定資産についても償却を行わず、減損テストを行うことを要求している。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 連結財務諸表に関する注記「12．短期債務及び長期債務」参照。 

【借入金等明細表】 

 連結財務諸表に関する注記「12．短期債務及び長期債務」参照。 

【評価性引当金等明細表】 

 （注）１．主として回収不能な受取手形及び売掛金の発生による取崩である。 

２．主として税務上の繰越欠損金の使用または消滅による減少である。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  
前期末残高 
（百万円） 

増加 

減少（百万円） 
当期末残高 
（百万円） 当期原価・費用計上額 

（百万円） 
その他の勘定振替額 

（百万円） 

貸倒引当金           

平成17年度 14,664 160 － 3,038（注）１． 11,786 

平成18年度 11,786 2,653 － 2,631（注）１． 11,808 

繰延税金資産に係る評価

性引当金 
          

平成17年度 56,608 8,546 3,129 32,793（注）２． 35,490 

平成18年度 35,490 1,715 341 6,667（注）２． 30,879 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第137期 

（平成18年３月31日） 
第138期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   32,903 47,426 

２．受取手形 ※1，7 4,179 5,017 

３．売掛金 ※１ 170,750 211,622 

４．製品及び商品 ※４ 33,600 34,818 

５．部品   1,768 1,291 

６．原材料   1,291 1,247 

７．仕掛品   24,141 33,862 

８．貯蔵品   1,141 1,212 

９．前渡金   1,213 588 

10．前払費用   650 648 

11．繰延税金資産   16,881 13,775 

12．関係会社短期貸付金   71,581 51,863 

13．未収入金 ※１ 30,936 30,440 

14．その他の流動資産   3,495 4,218 

15．貸倒引当金   △  990 △  347 

流動資産合計   393,544 45.8 437,686 44.9

Ⅱ 固定資産     

(1）有形固定資産     

１．建物   116,320 132,095   

減価償却累計額   79,098 37,222 81,514 50,581 

２．構築物   27,361 29,755   

減価償却累計額   20,794 6,567 21,154 8,600 

３．機械装置   176,816 193,046   

減価償却累計額   143,934 32,881 146,082 46,963 

４．車両運搬具   1,314 1,391   

減価償却累計額   1,103 210 1,120 271 

５．工具器具備品   62,680 59,882   

減価償却累計額   54,678 8,002 53,835 6,046 

６．土地 ※４ 39,828 39,468 

７．建設仮勘定   4,202 1,267 

有形固定資産合計   128,916 15.0 153,200 15.7

 



   
第137期 

（平成18年３月31日） 
第138期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産     

１．特許権   11 9 

２．借地権   72 72 

３．商標権   2 1 

４．ソフトウェア   8,920 10,815 

５．その他の無形固定資産   714 727 

無形固定資産合計   9,722 1.1 11,626 1.2

(3）投資その他の資産     

１．投資有価証券   82,517 94,021 

２．関係会社株式   256,280 272,119 

３．出資金   11 11 

４．関係会社出資金   24,810 26,007 

５．長期貸付金   1 1 

６．従業員長期貸付金   － 0 

７．関係会社長期貸付金   3,716 1,383 

８．破産・更生債権等   3,113 6,230 

９．長期前払費用   929 679 

10．その他   1,450 2,138 

11．貸倒引当金   △ 5,094 △ 6,069 

12．投資評価引当金   △ 39,962 △ 24,179 

投資その他の資産合計   327,774 38.1 372,344 38.2

固定資産合計   466,413 54.2 537,171 55.1

資産合計   859,957 100.0 974,858 100.0 

      

 



   
第137期 

（平成18年３月31日） 
第138期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形 ※1，7 348 337 

２．買掛金 ※１ 129,340 161,431 

３．短期借入金 ※２ 40,146 3,062 

４．社債（一年以内償還）   － 20,000 

５．未払金 ※１ 12,775 23,688 

６．未払費用 ※１ 21,018 24,336 

７．未払法人税等   17,837 30,712 

８．前受金 ※１ 661 1,473 

９．預り金 ※１ 17,258 30,565 

10．前受収益   6 8 

11．賞与引当金   5,236 5,573 

12．役員賞与引当金   － 348 

13．製品保証引当金   7,387 7,864 

14．割賦販売利益繰延金 ※３ 34 － 

15．その他の流動負債 ※１ 3,298 5,265 

流動負債合計   255,348 29.7 314,666 32.3

Ⅱ 固定負債     

１．社債   30,000 10,000 

２．長期借入金   38,062 43,000 

３．繰延税金負債   8,305 13,417 

４．退職給付引当金   15,488 16,296 

５．役員退職慰労引当金   667 700 

６．その他の固定負債   864 638 

固定負債合計   93,387 10.9 84,052 8.6

負債合計   348,735 40.6 398,718 40.9

 



   
第137期 

（平成18年３月31日） 
第138期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※５ 70,120 8.2 － －

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   140,140 －   

２．その他資本剰余金     

(1）自己株式処分差益   461 －   

資本剰余金合計   140,601 16.3 － －

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金   18,036 －   

２．任意積立金     

(1）特別償却準備金   29 －   

(2）圧縮記帳積立金   14,683 －   

(3）圧縮特別勘定積立金   2,585 －   

(4）別途積立金   180,359 －   

３．当期未処分利益   50,872 －   

利益剰余金合計   266,567 31.0 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   37,435 4.4 － －

Ⅴ 自己株式 ※６ △ 3,502 △ 0.4 － －

資本合計   511,222 59.4 － －

負債及び資本合計   859,957 100.0 － － 

      

 



   
第137期 

（平成18年３月31日） 
第138期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 70,120 7.2

２．資本剰余金     

(1）資本準備金   － 140,140   

(2）その他資本剰余金   － 602   

資本剰余金合計   － － 140,742 14.4

３．利益剰余金     

(1）利益準備金   － 18,036   

(2）その他利益剰余金     

特別償却準備金   － 116   

圧縮記帳積立金   － 15,325   

圧縮特別勘定積立金   － 32   

別途積立金   － 180,359   

繰越利益剰余金   － 112,334   

利益剰余金合計   － － 326,206 33.4

４．自己株式   － － △ 3,203 △ 0.3

株主資本合計   － － 533,866 54.7

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金   － － 41,516 4.3

２．繰延ヘッジ損益   － － 93 0.0

評価・換算差額等合計   － － 41,609 4.3

Ⅲ 新株予約権   － － 663 0.1

純資産合計   － － 576,139 59.1

負債純資産合計   － － 974,858 100.0

      



②【損益計算書】 

   
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   

１．一般売上高  621,436 751,692   

２．割賦売上高  5,882 627,319 100.0 6,836 758,529 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品及び商品たな卸高  27,189 33,600   

２．当期製品製造原価 ※１ 461,918 539,603   

３．当期製品及び商品仕入高 ※1，2 23,970 30,853   

計  513,078 604,056   

４．期末製品及び商品たな卸高 ※２ 33,600 34,818   

計  479,478 569,238   

５．原材料評価損  66 479,544 76.4 － 569,238 75.0

Ⅲ 割賦販売利益繰延調整前売上総
利益 

 147,774 23.6 189,290 25.0

Ⅳ 割賦販売利益繰延調整額  △  314 △ 0.1  △   34  △ 0.0

売上総利益（Ⅲ－Ⅳ）  148,089 23.6 189,324 25.0

Ⅴ 販売費及び一般管理費 ※１   

１．販売手数料  2,485 2,429   

２．運送費  18,230 23,877   

３．給料手当  24,744 25,874   

４．賞与引当金繰入額  2,587 2,776   

５．役員賞与引当金繰入額  － 348   

６．退職給付費用  3,058 2,220   

７．役員退職慰労引当金繰入額  66 33   

８．減価償却費  5,883 6,055   

９．研究開発費 ※３ 30,419 30,196   

10．サービス代行費  3,783 －   

11．賃借料  2,243 2,559   

12．その他 ※４ △ 2,249 91,251 14.5 2,478 98,848 13.1

営業利益  56,837 9.1 90,475 11.9

Ⅵ 営業外収益 ※５   

１．受取利息 ※６ 1,134 1,042   

２．受取配当金  10,959 14,690   

３．その他  939 13,033 2.1 987 16,720 2.2

     

 



   
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 営業外費用    

１．支払利息  516 822   

２．社債利息  991 359   

３．貸倒引当金繰入額  192 285   

４．たな卸資産売廃却損  904 1,043   

５．固定資産廃却損  1,095 1,737   

６．為替差損  2,506 3,156   

７．商用車販売撤退損失  1,067 －   

８．その他  1,933 9,207 1.5 1,641 9,046 1.2

経常利益  60,662 9.7 98,149 12.9

Ⅷ 特別利益    

１．土地売却益  716 265   

２．投資有価証券売却益  361 46   

３．関係会社株式売却益   163 27,632   

４．投資評価引当金戻入額   12,906 14,147 2.3 9,278 37,222 4.9

Ⅸ 特別損失    

１．土地売却損  98 30   

２．投資有価証券評価損  38 109   

３．減損損失 ※７ 5,393 5,382   

４．環境改善費用 ※８ 1,632 －   

５．販売済製品補償損失 ※９ － 7,164 1.1 2,169 7,693 1.0

税引前当期純利益  67,646 10.8 127,678 16.8

法人税、住民税及び事業税  19,409 39,461   

法人税等調整額  15,601 35,010 5.6 5,373 44,835 5.9

当期純利益  32,635 5.2 82,843 10.9

前期繰越利益  26,178 － 

中間配当額  7,940 － 

当期未処分利益  50,872 － 

     



製造原価明細書 

 （注）１．※１のうち、購入部分品費及び外注部分品費、※２のうち、減価償却費は次のとおりである。 

２．原価計算方法 

当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算であり、製造間接費は予定率によって配賦している。予定

額と実額との差額については期末において原価差額の調整を行っている。 

   第137期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費 ※１ 390,172 83.8 465,718 84.8

Ⅱ 労務費  42,866 9.2 44,983 8.2

Ⅲ 経費 ※２ 32,337 6.9 38,622 7.0

当期総製造原価  465,376 100.0 549,324 100.0 

期首仕掛品たな卸高  20,683 24,141 

計  486,060 573,465 

期末仕掛品たな卸高  24,141 33,862 

当期製品製造原価  461,918 539,603 

  
第137期 

（百万円） 
第138期 

（百万円） 

購入部分品費 93,741 111,262 

外注部分品費 285,563 341,300 

減価償却費 11,409 14,797 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

    
第137期 

（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   50,872

Ⅱ 任意積立金取崩高   

１．特別償却準備金取崩高   19

２．圧縮記帳積立金取崩高   1,188

３．圧縮特別勘定積立金取崩高   2,585 3,793

合計   54,666

Ⅲ 利益処分額   

１．配当金   9,936

２．取締役賞与金   346

３．任意積立金   

(1）特別償却準備金   128

(2）圧縮記帳積立金   2,884 13,294

Ⅳ 次期繰越利益   41,371



株主資本等変動計算書 

第138期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

圧縮記帳
積立金 

圧縮 
特別勘定 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

70,120 140,140 461 140,601 18,036 29 14,683 2,585 180,359 50,872 266,567 △ 3,502 473,787

事業年度中の変動額                          

特別償却準備金の積立（注）           128       △  128 －   －

特別償却準備金の積立           17       △   17 －   －

特別償却準備金の取崩（注）           △     19       19 －   －

特別償却準備金の取崩           △     38       38 －   －

圧縮記帳積立金の積立（注）             2,884     △ 2,884 －   －

圧縮記帳積立金の取崩（注）             △  1,188     1,188 －   －

圧縮記帳積立金の取崩             △  1,053     1,053 －   －

圧縮特別勘定積立金の積立               32   △   32 －   －

圧縮特別勘定積立金の取崩
（注） 

              △  2,585   2,585 －   －

剰余金の配当（注）                   △ 9,936 △ 9,936   △ 9,936

剰余金の配当                   △ 12,922 △ 12,922   △ 12,922

役員賞与（注）                   △  346 △  346   △  346

当期純利益                   82,843 82,843   82,843

自己株式の取得                       △   309 △  309

自己株式の処分     141 141               609 750

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額） 

                         

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 141 141 － 87 642 △  2,552 － 61,462 59,638 299 60,078

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

70,120 140,140 602 140,742 18,036 116 15,325 32 180,359 112,334 326,206 △  3,203 533,866

 
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

37,435 － 37,435 － 511,222

事業年度中の変動額          

特別償却準備金の積立（注）         －

特別償却準備金の積立         －

特別償却準備金の取崩（注）         －

特別償却準備金の取崩         －

圧縮記帳積立金の積立（注）         －

圧縮記帳積立金の取崩（注）         －

圧縮記帳積立金の取崩         －

圧縮特別勘定積立金の積立         －

圧縮特別勘定積立金の取崩
（注） 

        －

剰余金の配当（注）         △ 9,936

剰余金の配当         △ 12,922

役員賞与（注）         △  346

当期純利益         82,843

自己株式の取得         △  309

自己株式の処分         750

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額） 

4,081 93 4,174 663 4,838

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

4,081 93 4,174 663 64,917

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

41,516 93 41,609 663 576,139



重要な会計方針 

項目 
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  (3）その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ…………時価法 デリバティブ…………時価法 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品及び商品（除く補給部品・販売用不動産）・仕

掛品は個別法による低価法、補給部品は後入先出法

による低価法、販売用不動産は個別法による原価

法、部品・原材料・貯蔵品は総平均法による低価法

である。 

製品及び商品（除く補給部品）・仕掛品・部品は個

別法による低価法、補給部品は後入先出法による低

価法、原材料・貯蔵品は総平均法による低価法であ

る。 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法により行っている。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

(1）有形固定資産 

定率法により行っている。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

  建物 ５～50年

構築物 ５～60年

機械装置 ５～17年

工具器具備品 ２～15年

建物 ５～50年

構築物 ５～60年

機械装置 ５～17年

工具器具備品 ２～15年

  (2）無形固定資産 

定額法により行っている。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっている。 

(2）無形固定資産 

定額法により行っている。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっている。 

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

支出時に全額費用として処理している。 

(1）株式交付費 

支出時に全額費用として処理している。 

  (2）社債発行費 

支出時に全額費用として処理している。 

(2）社債発行費 

支出時に全額費用として処理している。 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。 

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

  (2）投資評価引当金 

国内及び海外の非上場会社への投資に係わる損

失に備えるため、投資先の資産内容及び所在地

国の為替相場の変動等を勘案して計上してい

る。 

(2）投資評価引当金 

国内及び海外の非上場会社への投資に係わる損

失に備えるため、投資先の資産内容及び所在地

国の為替相場の変動等を勘案して計上してい

る。 

 



項目 
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．引当金の計上基準 

（前頁より続き） 

(3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の当期費用負担分

を計上している。この計上額は支給見込額に基

づき算定したものである。 

(3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の当期費用負担分

を計上している。この計上額は支給見込額に基

づき算定したものである。 

  (4）        ───── (4）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の当期費用負担分を

計上している。この計上額は支給見込額に基づ

き算定したものである。 

    （会計方針の変更） 

当期より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29日）を適用してい

る。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益がそれぞれ348百万円減少している。 

  (5）製品保証引当金 

製品販売後のアフターサービス費用の支出に備

えるため、過去の実績に基づき必要額を計上し

ている。 

(5）製品保証引当金 

製品販売後のアフターサービス費用の支出に備

えるため、過去の実績に基づき必要額を計上し

ている。 

  (6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき当期末に

おいて発生している額を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その発生事業年度にお

いて費用処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとしている。 

(6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき当期末に

おいて発生している額を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その発生事業年度にお

いて費用処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとしている。 

  (7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上している。 

(7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上している。 

８．収益及び費用の計上基準 一般売上高・割賦売上高とも原則として、国内は客

先納入時に（ただし、一部受注生産品については出

荷時に）、輸出は船積完了時に販売価格の総額を計

上している。 

割賦売上についての受取利息は、次期以降に属すべ

き額を回収期限により計算し繰延処理を行い、割賦

売上高に含めず営業外収益の受取利息に計上してい

る。 

なお、割賦販売前受利息は割賦販売に係る受取手形

及び売掛金と相殺している。 

一般売上高・割賦売上高とも原則として、国内は客

先納入時に（ただし、一部受注生産品については出

荷時に）、輸出は船積完了時に販売価格の総額を計

上している。 

割賦売上についての受取利息は、次期以降に属すべ

き額を回収期限により計算し繰延処理を行い、割賦

売上高に含めず営業外収益の受取利息に計上してい

る。 

なお、割賦販売前受利息は割賦販売に係る受取手形

及び売掛金と相殺している。 

９．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

項目 
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

10．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予

約については振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用している。 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予

約については振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用している。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替先物予約 

ヘッジ対象…外貨建債権債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替先物予約 

ヘッジ対象…外貨建債権債務 

  (3）ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘ

ッジする。原則として外貨回収予想額の一定割

合を毎月包括的に予約している。 

(3）ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘ

ッジする。原則として外貨回収予想額の一定割

合を毎月包括的に予約している。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性評価判定時点までの期間

におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

を基礎として判断している。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性評価判定時点までの期間

におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

を基礎として判断している。 

11．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜処理によっている。 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜処理によっている。 

第137期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（退職給付に係る会計基準） 

 当期より「退職給付に係る会計基準の一部改正」（企業会計基準第 

３号 平成17年３月16日）及び「退職給付に係る会計基準の一部改正

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16

日）を適用しており、これにより、経常利益及び税引前当期純利益が

それぞれ442百万円増加している。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、575,382百万円である。な

お、財務諸表等規則の改正により、当期末における貸借対照表の純資

産の部については、改正後の財務諸表等規則により作成している。 

    

  （ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当期より「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計

基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年

５月31日）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ663

百万円減少している。 

第137期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書） 

 前期まで区分掲記していた「子会社株式売却益」（当期158百万円）

及び「関連会社株式売却益」（当期4百万円）は、区分掲記する重要性

に乏しいため、「関係会社株式売却益」として統合して表示すること

に変更した。 

（損益計算書） 

 前期まで区分掲記していた販売費及び一般管理費の「サービス代行

費」については、当期においてその金額が僅少であるため「その他」

に含めて表示することとした。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 
  

項目 
第137期 

（平成18年３月31日） 
第138期 

（平成19年３月31日） № 

１. 関係会社に対する主な資産負債

（※１） 

貸借対照表に区分掲記したもの以外で、各科目に

含まれているものは次のとおりである。 

貸借対照表に区分掲記したもの以外で、各科目に

含まれているものは次のとおりである。 

    （資産の部） （資産の部） 

    受取手形及び売掛金      110,989百万円 受取手形及び売掛金      142,306百万円 

    未収入金           26,669百万円 未収入金           26,924百万円 

    （負債の部） （負債の部） 

    支払手形及び買掛金      34,434百万円 買掛金            41,567百万円 

    預り金            15,510百万円 預り金            28,140百万円 

    その他の負債（未払費用、未払金他）  

10,817百万円 

その他の負債（未払費用、未払金他）  

16,881百万円 

２. 短期借入金（※２) １年以内返済予定の長期借入金40,146百万円が含

まれている。 

１年以内返済予定の長期借入金3,062百万円が含

まれている。 

３. 割賦販売利益繰延金（※３) 売上総利益のうち、割賦販売のため翌期以降に属

すべき金額を繰延べたものである。 

なお、第133期より売上総利益の繰延処理を行わ

ない方法に変更している。 

───── 

４. 土地から製品及び商品（販売用

不動産）への振替（※４) 

有形固定資産に計上していた土地のうち、19百万

円については、次期より販売用不動産として活用

することとしたため、当期において製品及び商品

に振替えた。 

───── 

５. 偶発債務 

(1）債務保証残高 

    

  ① 関係会社及び協力企業等

の金融機関借入金に対す

る債務保証 

31,910百万円 42,207百万円 

  主な被保証会社 コマツアメリカ㈱ 11,000百万円 

コマツアストラファイナン

ス㈱ 

7,013百万円 

欧州コマツコーディネーシ

ョンセンター㈱ 
5,772百万円 

コマツオーストラリア㈱ 3,097百万円 

コマツオーストラリアコー

ポレートファイナンス㈱ 

1,505百万円 

その他７社 3,521百万円 

（計） (31,910百万円)

コマツアメリカ㈱ 11,000百万円 

コマツアストラファイナン

ス㈱ 

10,387百万円 

欧州コマツコーディネーシ

ョンセンター㈱ 
6,353百万円 

コマツフィナンシャルヨー

ロッパ㈱ 
4,616百万円 

コマツオーストラリア㈱ 3,504百万円 

その他９社 6,344百万円 

（計） (42,207百万円)

  うち外貨建債務保証額 8,647百万円 (72,990千米ドル) 

5,772百万円 (40,000千ユーロ) 

4,648百万円 
(54,022千 

オーストラリアドル)

(19,068百万円)   

11,836百万円 (99,426千米ドル) 

10,970百万円 (69,068千ユーロ) 

5,236百万円 
(53,783千 

オーストラリアドル)

173百万円 
(2,017千 

ニュージーランドドル)

40百万円 (696千ブラジルレアル) 

(28,257百万円)   

  ② 従業員の金融機関借入金

（住宅資金）に対する債

務保証 

4,106百万円 3,777百万円 

 



  
項目 

第137期 
（平成18年３月31日） 

第138期 
（平成19年３月31日） № 

  (2）キープウェル契約による残

高 

関係会社の社債及び金融機

関借入金に対するキープウ

ェル契約 

61,514百万円 74,354百万円 

  対象会社 コマツファイナンスアメリカ㈱ 46,677百万円 

欧州コマツコーディネーション

センター㈱ 
14,836百万円 

（計）      (61,514百万円)

コマツファイナンスアメリカ㈱ 54,497百万円 

欧州コマツコーディネーション

センター㈱ 
19,856百万円 

（計）      (74,354百万円)

  うち外貨建債務の対象

残高 

46,677百万円 (394,002千米ドル) 

14,836百万円 (102,811千ユーロ) 

(61,514百万円)   

54,497百万円 (457,767千米ドル) 

19,856百万円 (125,020千ユーロ) 

(74,354百万円)   

  (3）譲渡済割賦債権の買戻限度

額 
252百万円 55百万円 

６. 貸出コミットメント 運転資金の効率的な調達を行うため金融機関とコ

ミットメント契約を締結している。この契約に基

づく当期末の借入未実行残高は35,541百万円であ

る。 

運転資金の効率的な調達を行うため金融機関とコ

ミットメント契約を締結している。この契約に基

づく当期末の借入未実行残高は35,715百万円であ

る。 

７. 授権株式数及び発行済株式総数 

（※５) 

  ───── 

  授権株式数 普通株式   3,955,000千株  

  発行済株式総数 普通株式   998,744千株  

８. 自己株式数      (※６) 普通株式    5,098千株 ───── 

９. 配当制限 有価証券の時価評価により、純資産額が37,435百

万円（その他有価証券評価差額金）増加してい

る。当該金額は旧商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。 

───── 

10. 期末日満期手形（※７） ───── 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が、期末残高に含まれている。 

受取手形             301百万円 

支払手形             92百万円 



（損益計算書関係） 

  

項目 
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） № 

１. 関係会社との営業取引高 

（※１) 

仕入高並びに販売費及び一般管理費 

221,085百万円 

売上高 348,829百万円

仕入高並びに販売費及び一般管理費 

231,191百万円 

売上高 441,894百万円

２. 当期製品及び商品仕入高及び期

末製品及び商品たな卸高 

（※２） 

次期より販売用不動産として活用するため有形

固定資産から製品及び商品に振替えた土地19百

万円を含めている。 

───── 

３. 低価法による製品等の評価減額

の処理 

低価法によるたな卸資産の評価減額は洗い替え

による戻入399百万円、計上448百万円を売上原

価に計上している。 

低価法によるたな卸資産の評価減額は洗い替え

による戻入436百万円、計上593百万円を売上原

価に計上している。 

４. 研究開発費の総額（※３） 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

30,419百万円 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

30,196百万円 

５. 販売費及び一般管理費「その

他」について（※４） 

販売費及び一般管理費の「その他」には、研究

開発費（複合費）の振替に伴う人件費及び経費

の控除項目が、20,405百万円含まれている。 

販売費及び一般管理費の「その他」には、研究

開発費（複合費）の振替に伴う人件費及び経費

の控除項目が、20,647百万円含まれている。 

６. 関係会社との営業外取引高 

(※５) 

受取利息、受取配当金等11,533百万円 

（うち割賦受取利息509百万円） 

受取利息、受取配当金等14,777百万円 

（うち割賦受取利息342百万円） 

７. 受取利息のうち割賦販売による

利息（※６） 
593百万円 385百万円 

８. 減損損失（※７) 当期において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上した。 

当社の資産グループは、遊休資産においては個

別単位で、事業資産においては管理会計上の区

分ごとにグルーピングしている。このグルーピ

ングに基づき、固定資産の減損を検討した結

果、帳簿価額に対し時価が下落している資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（5,393百万円）として特

別損失に計上した。 

なお、回収可能価額は市場価額を反映している

と考えられる固定資産税評価額等を適用し、評

価している。 

用途 種類 地域 
減損損失 

(百万円) 

賃貸 土地 近畿地方 2,600 

遊休資産 土地 中部地方 1,848 

遊休資産 土地等 近畿地方等 944 

当期において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上した。 

当社の資産グループは、遊休資産においては個

別単位で、事業資産においては管理会計上の区

分ごとにグルーピングしている。新工場建設及

び既存の工場増産設備投資等に伴い、固定資産

の現状調査を実施の上、除却予定固定資産を特

定し、当期に5,382百万円の減損損失を特別損

失に計上した。なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額により測定している。 

用途 種類 地域 
減損損失 

(百万円) 

事業資産 
機械 

装置 
中部地方 1,072 

事業資産 

工具 

器具 

備品他 

中部地方  731 

事業資産 
機械 

装置 
近畿地方 717 

事業資産 

工具 

器具 

備品他 

近畿地方 363 

事業資産 
機械 

装置 
関東地方他 1,227 

事業資産 

工具 

器具 

備品他 

関東地方他 1,270 

９. 環境改善費用（※８） 土壌改良費用921百万円及びＰＣＢ処理費用711

百万円である。 

───── 

10. 販売済製品補償損失（※９） ───── 既に撤退した事業で過去に販売した製品に関連

する補償費用である。 



（株主資本等変動計算書関係） 

第138期 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加135千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少857千株は、ストック・オプションの行使による減少845千株及び単元未

満株式の売渡しによる減少12千株である。 

２．新株予約権等に関する事項 

 （注）１．平成18年ストック・オプションとしての新株予約権①は、当社取締役に対して報酬として発行したものであ

り、平成19年３月31日現在、新株予約権を行使することができる期間は到来していない。 

２．平成18年ストック・オプションとしての新株予約権②は、当社使用人等に対して無償で発行したものであ

り、平成19年３月31日現在、新株予約権を行使することができる期間は到来していない。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当事業年度 
増加株式数（千株）

当事業年度 
減少株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 998,744 － － 998,744 

合計 998,744 － － 998,744 

自己株式        

普通株式（注）１，２ 5,098 135 857 4,375 

合計 5,098 135 857 4,375 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当事業年度
末残高 
（百万円） 前事業年度

末 
当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 

平成18年ストック・オプ

ションとしての新株予約

権①（注）１ 

－ － － － － 265 

平成18年ストック・オプ

ションとしての新株予約

権②（注）２ 

－ － － － － 398 

合計 － － － － － 663 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 9,936 10 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 12,922 13 平成18年９月30日 平成18年12月１日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 17,898 利益剰余金 18 平成19年３月31日 平成19年６月25日



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

項目 
第137期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

    

借主側 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

期末残高

相当額 

(百万円) 

工具器具備品 6,484  2,457  4,026

その他 4,098  792  3,306

合計 10,583  3,250  7,333

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

期末残高

相当額 

(百万円) 

工具器具備品 7,171  2,820  4,350

その他 5,779  1,386  4,393

合計 12,951  4,207  8,744

  ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 1,772百万円

１年超 5,702百万円

合計 7,475百万円

１年内 2,100百万円

１年超 6,826百万円

合計 8,926百万円

  ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

  (1）支払リース料 1,656百万円

(2）減価償却費相当額 1,627百万円

(3）支払利息相当額 127百万円

(1）支払リース料 2,163百万円

(2）減価償却費相当額 2,008百万円

(3）支払利息相当額 185百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっている。 

  ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。 

  第137期（平成18年３月31日） 第138期（平成19年３月31日） 

  
貸借対照表計上
額（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表計上
額（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 10,858 56,482 45,624 － － － 

関連会社株式 － － － 13,287 20,294 7,006 

合計 10,858 56,482 45,624 13,287 20,294 7,006 



（税効果会計関係） 

第137期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第138期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)    

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,009百万円

賞与引当金 2,121  

退職給付引当金損金算入限度超過額 10,671  

製品保証引当金 2,993  

投資評価引当金 16,193  

たな卸資産強制評価減 2,719  

投資有価証券・関係会社株式強制評価減 7,406  

試験研究費前払 4,334  

減損損失 5,266  

その他 6,301  

繰延税金資産小計 59,013  

評価性引当額 △13,682  

繰延税金資産合計 45,331  

(繰延税金資産)    

製品保証引当金 3,186百万円

たな卸資産 2,912  

未払事業税 2,586  

賞与引当金 2,258  

退職給付引当金損金算入限度超過額 10,259  

投資評価引当金 9,797  

減損損失 7,403  

投資有価証券・関係会社株式強制評価減 7,390  

その他 8,477  

繰延税金資産小計 54,268  

評価性引当額 △14,933  

繰延税金資産合計 39,335  

(繰延税金負債)    

圧縮記帳積立金 △10,955  

その他有価証券評価差額金  △25,502  

その他 △  298  

繰延税金負債合計 △36,755  

繰延税金資産（又は負債）の純額 8,575  

(繰延税金負債)    

圧縮記帳積立金 △10,440  

その他有価証券評価差額金 △28,283  

その他 △  254  

繰延税金負債合計 △38,977  

繰延税金資産の純額 358  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △   3.5 

外国税額控除  △   1.9 

評価性引当額 20.2 

試験研究費税額控除 △   5.0 

その他  △   0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.8 

法定実効税率 40.5％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △   2.7 

外国税額控除 △   1.6 

評価性引当額 1.0 

試験研究費税額控除 △   2.9 

その他 △   0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１．１株当たりの純資産額 

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目 第137期 第138期 

１株当たり純資産額（円） 514.14 578.74 

１株当たり当期純利益（円） 32.53 83.34 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円） 32.36 83.07 

項目 第137期 第138期 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） － 576,139 

普通株式に係る純資産額（百万円） － 575,475 

差額の主な内訳（百万円）     

新株予約権 － 663 

普通株式の発行済株式数（千株） － 998,744 

普通株式の自己株式数（千株） － 4,375 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（千株） 
－ 994,368 

  第137期 第138期 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 32,635 82,843 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 346 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (346) － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 32,289 82,843 

期中平均株式数（千株） 992,733 994,081 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） △5 △3 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－) (－) 

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） (△5) (△3) 

普通株式増加数（千株） 5,004 3,110 

（うち転換社債） (－) (－) 

（うち新株予約権） (5,004) (3,110) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

────── 新株予約権方式によるストック・オプショ

ン（新株予約権の数 828個） 



（重要な後発事象） 

第137期 （自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 平成18年６月14日に、当社と株式会社SUMCO（SUMCO）は、SUMCOがコマツ電子金属株式会社（KEM）の発行済み株式

総数の51％（15,402,000株）を取得するために公開買付け（TOB）を実施し、当社がその保有するすべてのKEM株式

（発行済み株式総数の61.93％、18,702,900株）をもってこれに応募する事に関して基本合意書を締結した。 

 今後、本基本合意書の内容に沿って、両社は協力しながら、買収監査の実施、関係各国の企業結合審査当局の承認

等の取得、その他必要な手続きを進めて、公開買付けに関する契約を締結する予定である。 

 SUMCOによる公開買付け価格は、KEMの普通株式一株につき2,400円（総額は約369億円）である。公開買付け価格

は、SUMCOによる買収監査の結果等により調整される可能性がある。 

第138期 （自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 平成19年４月１日に、当社は、当社の100％子会社である小松ゼノア㈱の油圧機器事業を、吸収分割により当社の

エンジン・油機事業本部と統合した。 

 小松ゼノア㈱の油圧機器事業は、当社グループ製品に使用するキーコンポーネントの一部開発・生産を担当してい

たが、当社グループとしての経営資源の集中と効率化を図り競争力を強化するために吸収統合したものである。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（千株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

㈱T&Dホールディングス 4,083 33,200 

SUMCO TECHXIV㈱ 3,300 16,405 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 15 16,238 

カミンズ・インク 446 7,627 

㈱北國銀行 8,592 4,424 

JFEホールディングス㈱ 283 1,973 

㈱フェローテック 1,820 1,729 

日本興亜損害保険㈱ 1,563 1,578 

ウシオ電機㈱ 443 1,007 

㈱カナモト 950 972 

西尾レントオール㈱ 360 724 

サコス㈱ 2,647 720 

その他113銘柄 10,321 7,417 

計 34,827 94,021 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで減損損失の計上額である。 

２．建物の増加は、当社製品の需要拡大に対応した生産能力向上のため、茨城県及び石川県において新工場を建

設したことによるものである。 

３．機械装置の増加及び減少は、当社事業における生産能力向上及び合理化等によるものである。 

４．建設仮勘定の増加は、当社製品の需要拡大に対応した生産能力向上のため、茨城県及び石川県において新工

場を建設したことによるものである。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 116,320 17,714 
1,939 

(443)
132,095 81,514 3,478 50,581 

構築物 27,361 3,185 
791 

(322)
29,755 21,154 754 8,600 

機械装置 176,816 26,636 
10,406 

(3,017)
193,046 146,082 8,817 46,963 

車両運搬具 1,314 205 
128 

(42)
1,391 1,120 95 271 

工具器具備品 62,680 4,145 
6,943 

(1,557)
59,882 53,835 4,138 6,046 

土地 39,828 209 569 39,468 － － 39,468 

建設仮勘定 4,202 15,983 18,918 1,267 － － 1,267 

有形固定資産計 428,524 68,080 
39,697 

(5,382)
456,907 303,707 17,284 153,200 

無形固定資産               

特許権 16 － － 16 6 2 9 

借地権 72 － － 72 － － 72 

商標権 3 － 1 2 1 0 1 

ソフトウェア 18,774 5,316 4,911 19,180 8,365 3,398 10,815 

その他の無形固定資産 815 186 4 997 269 173 727 

無形固定資産計 19,683 5,503 4,917 20,269 8,642 3,574 11,626 

長期前払費用 2,186 274 762 1,698 1,018 359 679 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【引当金明細表】 

 （注）１．引当金の計上理由及び計算基礎 

「重要な会計方針」７．を参照。 

２．当期減少額（その他）の欄 

（＊１）貸倒引当金の洗い替えによるものである。 

（＊２）引当対象会社の財政状態回復等による取崩額である。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 6,084 6,416 － (＊１)  6,084 6,416 

投資評価引当金 39,962 2,299 6,504 (＊２) 11,577 24,179 

賞与引当金 5,236 5,573 5,236 － 5,573 

役員賞与引当金 － 348 － － 348 

製品保証引当金 7,387 7,864 7,387 － 7,864 

役員退職慰労引当金 667 33 － － 700 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．受取手形 

ｃ．売掛金 

(1）相手先別内訳 

(2）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

現金 2 預金   

    当座預金 46,062 

    定期預金 1,286 

    その他 74 

    小計 47,423 

    合計 47,426 

(1）相手先別内訳 
  

(2）期日別内訳 
 

相手先 金額（百万円）   期日別 金額（百万円） 

住友商事㈱ 1,802   平成19年３月期日 301 

昭和リース㈱ 910     〃  ４月 〃 1,273 

日立キャピタル㈱ 317     〃  ５月 〃 1,311 

テッケン興産㈱ 297     〃  ６月 〃 869 

蔵王リース㈱ 263     〃  ７月 〃 598 

その他 1,426     〃  ８月 〃 282 

合計 5,017     〃  ９月 〃 339 

        〃  10月以降期日 38 

      合計 5,017 

相手先 金額（百万円） 

コマツアメリカ㈱ 13,122 

住友商事㈱ 10,974 

コマツ西日本㈱ 8,985 

コマツ東京㈱ 8,327 

三井物産㈱ 8,106 

その他 162,106 

合計 211,622 

期間 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
（Ｃ） 

───── 
（Ａ）＋（Ｂ） 

(Ｄ)÷
(Ｂ) 
── 
12 

第138期 

(平成18／４～平成19／３) 
170,750 782,093 741,221 211,622 77.8 3.2カ月 



ｄ．製品及び商品 
 

ｅ．部品 
  

区分 金額（百万円）   区分 金額（百万円） 

建設・鉱山機械 33,994   建設・鉱山機械 1,096 

その他 823   産業機械 162 

合計 34,818   その他 32 

      合計 1,291 

ｆ．原材料 
 

ｇ．仕掛品 
  

区分 金額（百万円）   区分 金額（百万円） 

鋼材 1,235   建設・鉱山機械 18,327 

その他 11   産業機械 9,799 

合計 1,247   その他 5,735 

      合計 33,862 

ｈ．貯蔵品 
 

区分 金額（百万円） 

建設・鉱山機械 1,148 

産業機械 11 

その他 52 

合計 1,212 

ｉ．関係会社短期貸付金 
 

ｊ．関係会社株式 
  

相手先 金額（百万円）   銘柄 金額（百万円） 

コマツレンタル㈱ 7,073   コマツアメリカ㈱ 120,765 

コマツキャステックス㈱ 5,250   小松フォークリフト㈱ 35,920 

コマツビジネスサポート㈱ 4,748   小松ゼノア㈱ 15,627 

コマツキャブテック㈱ 4,379   コマツインドネシア㈱ 14,741 

その他 30,411   コマツフォレスト㈱ 13,367 

合計 51,863   ㈱日平トヤマ 13,287 

      欧州コマツ㈱ 7,176 

      コマツキャステックス㈱ 5,441 

      コマツゼネラルサービス㈱ 5,155 

      その他 40,635 

      合計 272,119 



② 負債 

ａ．支払手形 

(3）【その他】 

 特記事項なし。 

(1）支払先別内訳 (2）期日別内訳 
 

相手先 金額（百万円）   期日別 金額（百万円） 

日鋳工業協業組合 192   平成19年３月期日 92 

富士エンヂニアリング㈱ 46     〃  ４月 〃 74 

住友商事㈱ 33     〃  ５月 〃 104 

タイコエレクトロニクスアンプ㈱ 17     〃  ６月 〃 65 

㈱デンソー中部 10   合計 337 

その他 37       

合計 337       

ｂ．買掛金   

相手先 金額（百万円）   

小松ゼノア㈱ 21,925   

コマツカミンズエンジン㈱ 6,773   

トピー工業㈱ 3,019   

長津工業㈱ 2,892   

コマツキャステックス㈱ 2,884   

その他 123,935   

合計 161,431   



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 当社定款の定めにより、株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない。 

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

４．単元未満株式の買増し請求をする権利 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券、100,000株券、100株未満表示株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日（中間配当） 

３月３１日（期末配当） 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

連絡先 東京都江東区東砂七丁目10番11号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録   １件につき 10,500円（消費税を含む） 

２．喪失登録株券 １枚につき   525円（消費税を含む） 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

連絡先 東京都江東区東砂七丁目10番11号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経

済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ  

http://www.komatsu.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社に親会社等はない。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類   

事業年度（第137期）(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月26日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書   

（第138期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 平成18年12月15日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券届出書（ストック・オプションとしての新株予約権の募集）及びその添付書類 

  平成18年７月11日関東財務局長に提出。

(4) 有価証券届出書の訂正届出書   

平成18年７月11日に提出した有価証券届出書の訂正届出書である。 平成18年７月12日関東財務局長に提出。

平成18年７月11日に提出した有価証券届出書の訂正届出書である。 平成18年７月14日関東財務局長に提出。

(5）臨時報告書 平成18年７月11日関東財務局長に提出。

企業等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（新株予約権の発行）に基づく臨時報告書である。 

(6）臨時報告書の訂正報告書 平成18年７月14日関東財務局長に提出。

平成18年７月11日に提出した臨時報告書の訂正報告書である。   

(7）臨時報告書 平成18年10月18日関東財務局長に提出。

企業等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書である。 

(8）臨時報告書 平成19年４月２日関東財務局長に提出。

企業等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書である。 

(9）臨時報告書の訂正報告書 平成19年４月５日関東財務局長に提出。

平成19年４月２日に提出した臨時報告書の訂正報告書である。   

(10）発行登録書及びその添付書類 平成18年11月６日関東財務局長に提出。

(11）訂正発行登録書 平成18年６月26日関東財務局長に提出。

平成18年７月12日関東財務局長に提出。

平成18年７月14日関東財務局長に提出。

平成18年10月18日関東財務局長に提出。

平成18年12月15日関東財務局長に提出。

平成19年４月２日関東財務局長に提出。

平成19年４月５日関東財務局長に提出。

平成19年６月25日関東財務局長に提出。

(12）自己株券買付状況報告書   

（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日） 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日） 

（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日） 

（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日） 

平成18年４月10日関東財務局長に提出。

平成18年５月12日関東財務局長に提出。

平成18年６月９日関東財務局長に提出。

平成18年７月12日関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月22日

株式会社小松製作所     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴 木 輝 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 本 美 晃   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡 野 隆 樹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の組替再表示後連結財務諸表（連結財務諸表

に関する注記１⑲参照）、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本及び剰余金計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表に関

する注記１参照）に準拠して、株式会社小松製作所及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月22日

株式会社小松製作所     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴 木 輝 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 本 美 晃   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡 野 隆 樹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結資本及び剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表に関

する注記１参照）に準拠して、株式会社小松製作所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

追記情報 

 連結財務諸表に関する注記「25．重要な後発事象」に記載されているとおり、会社の連結子会社である小松ゼノア㈱

は、同社の農林機器事業を、吸収分割により同社の子会社である㈱ゼノアに承継させ、保有する㈱ゼノアの株式全部を平

成19年４月２日にスウェーデンのハスクバーナ社の日本子会社に売却している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月26日

株式会社小松製作所     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴 木 輝 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 本 美 晃   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡 野 隆 樹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第137期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

小松製作所の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年６月14日に、株式会社SUMCO（SUMCO）との間に、

SUMCOが連結子会社であるコマツ電子金属株式会社（KEM）の発行済み株式総数の51％を取得するために公開買付け

（TOB）を実施し、会社が保有するすべてのKEM株式をもってこれに応募することに関して基本合意書を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月22日

株式会社小松製作所     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴 木 輝 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 本 美 晃   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡 野 隆 樹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第138期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

小松製作所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 財務諸表に関する注記「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日に小松ゼノア㈱の油圧機

器事業を、吸収分割により会社のエンジン・油機事業本部と統合を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管している。 
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